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1 プロジェクトの概要 

 
1.1 プロジェクトの背景 
 
バングラデシュの地方行政区分は、管区（Division）、県（Zila）、郡（Upazila）、ユニオン（Union）

に分かれている。都市部には、中核都市（City Corporation）と地方都市（Paurashava）が置かれて

いる。さらに、東部のチッタゴン丘陵地帯（Chittagong Hill Tracts）では、県、郡、ユニオンといっ

た行政区分と並行して丘陵地域評議会や丘陵県評議会が設けられている。 
 

 
（出典）関連法令に基づき当共同企業体作成 

図 1-1 バングラデシュの地方行政区分 

 
郡では、郡合同庁舎内に中央の事業実施機関（Department）の出先（24 機関）が事務所を構え、

各種行政サービス提供の拠点となっている。郡自治体法（Upazila Parishad Act, 1998）により、こ

れら 24 実施機関のうち 17 機関が郡評議会の下に移管され、法令上は郡自治体が総合的な行政サ

ービスを提供できる体制が整備された1。 
しかし、実際には事業実施機関の郡評議会への移管は十分に機能しておらず、配置された職員

数も限られており、さらには限られた職員の能力開発もほとんど実施されていないことなどもあ

り、郡自治体と実施機関との連携・調整が不十分で、住民への行政サービス提供が効率的・効果

的に実施されていない。このような状況から、行政サービスを向上させるためには郡自治体の組

織としての能力向上と組織を構成する職員の能力向上、関係者間の調整機能強化が優先課題と考

えられる。 

 
1 地方分権は、一般に「権限の分散化（Deconcentration）」、「権限の委任（Delegation）」、「権限の委譲（移譲）（Devolution）」
の 3 つに分類される。ここでいう「移管」が委任と委譲のいずれを指すのかについては、郡自治体法上、判然と

しない。 

郡事務所
17機関

移管済み

各省

各事業実施機関

管区事務所

県事務所

地方自治農村開発協同組合省

地方自治総局（LGD）

地方都市

（Paurashava）

中核都市

（City Corporation）

チッタゴン丘陵地帯省

都市部

丘陵県評議会

丘陵地域評議会

県評議会（Zila Parishad）

郡評議会

（Upazila Parishad）

ユニオン評議会

（Union Parishad）
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日本は、1980年代後半から継続して住民参加を通した地方行政・農村開発支援を展開しており、

ユニオン自治体を中心に末端行政サービスの強化に貢献してきた。こうした実績を受け、バング

ラデシュ政府から日本政府に対し郡レベルでの行政サービス向上への支援要請があり、2017 年 7
月に JICA とバングラデシュ政府との間で基本合意文書（R/D）が署名された。 
 
1.2 プロジェクトの内容 
 

(1) プロジェクトの概要 
本プロジェクトの概要は、表 1-1のとおりである。プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

については、添付資料 (1)を参照のこと。 

表 1-1 郡自治体機能強化プロジェクト（UICDP）の概要 

名称 郡自治体機能強化プロジェクト 
上位目標 郡自治体の行財政能力が強化され、地域の特性に応じた開発事業および公共サービスが円滑

に実施される。 
プロジェク

ト目標 
郡自治体総合調整能力※が向上するための基盤が整備される。 

※ 郡自治体総合調整能力は、「郡を構成する複数のユニオン・ポルショバの住民ニーズと、

各セクターの地域的な開発計画・ニーズを、ユニオン開発調整委員会・タウンレベル調

整委員会・郡分野別委員会などを活用することにより、適切に郡総合開発計画に反映し

実施する能力」と定義されている。 
成果 1) 中・長期郡自治体強化支援戦略が策定され、実施・モニタリング体制が整備される。 

2) 郡総合開発計画策定モデルおよび関連ガイドラインが開発される。 
3) 国立地方行政研修所と関連組織による郡自治体関係者を対象とした研修実施能力が強化

される。 
主な活動 1-1) 郡自治体に関する既存の法的枠組み（自治体法・規則・要綱・細則等）及び他ドナー等

の取り組みをレビューし、郡自治体を取り巻く政策環境、課題等を整理する。 
1-2) 中・長期郡自治体強化支援戦略策定のための作業委員会を設立する。 
1-3) 中・長期郡自治体強化支援戦略を策定する。 
1-4) 中・長期郡自治体強化支援戦略に基づいて戦略実施のための活動を特定する。 
1-5) 活動 1-1 と 1-4 に基づいて特定された活動を実施する。 
1-6) 中・長期郡自治体強化支援戦略の実施を定期的にモニタリングする 
2-1) 地方行政強化事業（UGDP）が実施したガバナンス実績評価調査結果に基づきパイロット

郡を選定する。 
2-2) 既存の郡開発計画の策定・実施・モニタリングプロセス及び他ドナーの類似の取り組み

をレビューする。 
2-3) 郡評議会に移管された 17 実施機関の公共サービスを含む、郡総合開発計画（5 ヵ年・年

次）に係るマニュアルおよび各種フォーマット（案）を作成する。 
2-4) 郡評議会に移管された 17 実施機関の開発事業計画に関する情報を収集する。 
2-5) ユニオン自治体および地方都市自治体が策定した開発計画を収集する。 
2-6) ユニオン自治体および地方都市自治体が策定した開発計画につき、郡分野別委員会と郡

評議会月例会議において地域・セクター別にとりまとめる。 
2-7) パイロット郡で総合開発計画が策定し、郡評議会月例会議にて承認する。 
2-8) パイロット郡での郡総合開発計画の事業実施状況をレビューし、郡総合開発計画（5 ヵ

年・年次）に係るマニュアル・フォーマットを最終化して、郡総合開発計画ガイドライン

としてとりまとめる。 
2-9) 拡大パイロット郡での郡総合開発計画の策定状況をモニタリング・レビューする。 
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2-10) 郡総合開発計画策定ガイドラインを改定し、最終化する。 
2-11) 郡総合開発計画に係るマニュアル・フォーマットを改定し、最終化する。 
2-12) 郡総合開発計画策定に関する優良事例を収集し、SNS やワークショップ、相互訪問など

を通じて広める。 
3-1) 郡自治体関係者の人材育成に関する既存の研修計画・カリキュラム等をレビューし課題

を整理する。 
3-2) 活動 1-3 と並行し、郡自治体関係者に対する中・長期研修計画を策定する。 
3-3) 郡総合開発計画に関する研修教材とマニュアルを開発する。 
3-4) 郡総合開発計画以外に必要とされる研修科目を特定し、研修教材とマニュアルを作成す

る。 
3-5) パイロット郡に対する研修のために講師養成研修（TOT）や実地研修（OJT）を行い、拡

大パイロット郡に対し研修を実施する。 
3-6) 研修のフォローアップ調査を行い、研修効果を評価する。 
3-7) 研修教材および研修マニュアルを更新する。 
3-8) 開発された研修教材を国立地方行政研修所（NILG）や UGDP が実施する全国レベルの教

材に組み込む。 
3-9) 拡大パイロット郡での研修を実施する。 
3-10) 中・長期研修計画の改定に関し、必要に応じて NILG を支援する。 

 
 
以上を実施するための、本プロジェクトの構造を図 1-2 に示す。 
 

 

図 1-2 郡自治体機能強化プロジェクトの構造 
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本プロジェクトの目的は、郡自治体の総合調整能力を向上させるための基盤整備である。 
成果 1 で郡自治体の総合調整機能強化の方向性を示す「中・長期郡自治体強化支援戦略」を策

定し、戦略実施委員会（SIC）を組織して、戦略の実施状況をモニタリングした。 
成果 2 で同戦略の一部を実施するため、総合開発計画の策定と郡自治体による調整機能の強化

を試行した。第 1 フェーズでは、10 パイロット郡での総合開発計画策定を試行し、第 2 フェーズ

では、65 拡大パイロット郡での総合開発計画策定を支援した。 
成果 3 では、成果 1 と成果 2 の基礎となる郡自治体関係者の能力を強化するため、第 1 フェー

ズで「中・長期研修計画」を策定しながら、国立地方行政研修所（National Institute of Local 
Government: NILG）職員への能力強化を図った。第 2 フェーズでは NILG 関係者によるワーキン

グ・グループ（WG）を組織し、この研修計画の実施のモニタリングを支援した。 
プロジェクト終了後は、地方自治農村開発協同組合省（MLGRDC）地方行政総局（Local 

Government Division: LGD）の主導により、郡自治体が地方の実情に即して開発事業と行政サービ

スを実施するようになることを目指した。 
 
(2) 実施期間 
本プロジェクトは、2017 年 9 月から 2022 年 12 月までの 5 年間のプロジェクトである。最初の

3 年間を第 1 フェーズとし、その後の 2 年間を第 2 フェーズとしている。当初、第 1 フェーズは

2020 年 6 月までとする計画だったが、2020 年初頭から世界的な流行をみる新型コロナウイルス感

染症（COVID-19）の影響により 3 月から現地での活動が停滞し、第 1 フェーズの完了が 2020 年

8 月にずれ込んだ。第 2 フェーズの期間については、COVID-19 の影響によって遅延した活動など

も考慮し、プロジェクト実施期間を 4 ヵ月延長し、2022 年 12 月までの実施となった。 
各フェーズの期間と主な活動内容を表 1-2 に示す。 

 

表 1-2 郡自治体機能強化プロジェクトのフェーズ分け 

フェーズ 主な活動 
第 1 フェーズ 
2017 年 8 月 
－2020 年 8 月 

目的： パイロット郡での試行を通して、郡自治体総合調整能力向上のた

めのモデルを確立する。 
主な活動： 

⚫ 中・長期郡自治体強化支援戦略の策定 
⚫ 郡総合開発計画策定のためのガイドラインの策定とパイロット郡

での開発計画の策定支援 
⚫ 郡自治体関係者を対象とする中・長期研修計画の策定 

第 2 フェーズ 
2020 年 9 月 
－2022 年 12 月 

目的： 拡大パイロット郡に対して、郡自治体総合調整能力向上のモデル

を普及させる。 
主な活動： 

⚫ 中・長期郡自治体強化支援戦略の実施とそのモニタリング 
⚫ 郡総合開発計画策定のためのガイドラインの最終化と拡大パイロ

ット郡への普及 
⚫ 郡自治体関係者を対象とする中・長期研修計画の実施・モニタリン

グ 
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(3) 相手国関係者 
 

1) カウンターパート機関 
 本プロジェクトのカウンターパート機関は、以下のとおりである。 

⚫ 地方自治農村開発協同組合省（MLGRDC）地方行政総局（LGD） 
⚫ 国立地方行政研修所（NILG） 

 
2) パイロット郡 
プロジェクトの初期に、各管区から 1 つの郡自治体を選定し、合計 8 パイロット郡で活動を

開始した。その後、2018 年 8 月の第 1 回合同調整委員会（JCC）で、ロヒンギャ難民（Rohingya 
Refugee）の流入による影響を受けていたウキア郡とテクナフ郡を支援するため、両郡をパイロ

ット郡として追加することが決定された。このため、第 1 フェーズでは、合計 10 のパイロット

郡を対象に活動を実施した。 
第 2 フェーズでは、各パイロット郡が存在する県下の全郡を拡大パイロット郡とし、65 郡を

対象に活動を実施した。拡大パイロット郡の一覧を表 1-3 に示した。 
 

表 1-3 第 1フェーズと第 2フェーズのパイロット郡 
管区 パイロット県 第 1 フェーズ 第 2 フェーズ 

ボリシャル 
（Barishal） 

ボリシャル 
（Barishal） 

バケルゴンジ 
（Bakerganj） 

県内全 10 郡 

チョットグラム 
（Chattogram） 

ブラモンバリア 
（Brahmanbaria） 

ビジョイノゴル 
（Bijoynagar） 

県内全 9 郡 

ダッカ 
（Dhaka） 

ムンシゴンジ 
（Munshiganj） 

ゴジャリア 
（Gajaria） 

県内全 6 郡 

クルナ 
（Khulna） 

チュアダンガ 
（Chuadanga） 

チュアダンガ・ショドール 
（Chuadanga Sadar） 

県内全 4 郡 

マイメンシン 
（Mymensingh） 

マイメンシン 
（Mymensingh） 

ゴフォルガオン 
（Gaffargaon） 

県内全 13 郡 

ラジシャヒ 
（Rajshahi） 

シラジゴンジ 
（Sirajganj） 

ウッラパラ 
（Ullapara） 

県内全 9 郡 

ロンプール 
（Rangpur） 

ラルモニルハット 
（Lalmonirhat） 

カリゴンジ 
（Kaliganj） 

県内全 5 郡 

シレット 
（Sylhet） 

モウロビバザール 
（Moulvibazar） 

ボロレカ 
（Baralekha） 

県内全 7 郡 

チョットグラム 
（Chattogram） 

コックスバザール 
（Cox’s Bazar） 

ウキア（Ukhia） 
テクナフ（Teknaf） 

2 郡 
（変更なし） 

 合計 10 65 
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2 活動内容 
 
2.1 活動の全体概要 
 
本プロジェクトの成果は 3 つに分かれることから、本報告書でも 3 つの成果ごとに主な活動を

記述する。本プロジェクトの活動は、各成果品である 3 つの政策文書に関する LGD による承認の

遅れ、新型コロナウイルス感染症の拡大による遅れなどはあったものの、当初予定の活動はすべ

て完了し、成果品も完成させることができた。さらに、第 2 フェーズでは、パイロット郡の数の

拡大（当初計画の各パイロット県 3 郡から、各パイロット県内の全郡へ拡大）、本プロジェクトで

開発した郡自治体開発計画研修プログラムの政府研修機関が実施する定例研修への組み込み、郡

パフォーマンス・モニタリングの試行など、当初の計画より活動の範囲を拡大することによって

成果の拡大と持続性の向上を図った。 
 本プロジェクトの業務フローチャートは図 2-1 のとおりである。詳細については、添付資料 (2)
を参照のこと。また、詳細活動計画を添付資料 (3) に、専門家派遣実績を添付資料 (4) に示す。 
 

 

図 2-1 業務フロー図 
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2019年 2020年 2021年 2022年

10 11 12

2017年 2018年

各成果共通

成果1

中・長期郡自

治体強化支援戦

略が策定され実

施・モニタリング体

制が整備される

成果2

郡総合開発計

画策定モデル及

び関連ガイドライ

ンが開発される

成果3

地方行政研修

所及び関連組織

による郡自治体

関係者を対象とし

た研修実施能力

が強化される

第1フェーズ 第2フェーズ

1-1) 郡自治体に関する法的

枠組みのレビューと課題等の整

2-1) パイロット郡の選定

3-1) 既存の研修計画・カリ

キュラムのレビュー

1-2) 作業委員会の設立

2-2) 郡開発計画に関する

法令、資料等のレビュー

2-3) 郡開発計画に係るマニュアル・フォーマットの作成

拡大パイロット郡の選定

3-2) 郡自治体関係者に対する中・長期研修計画の作成

3-4) 郡総合開発計

画策定に係る研修教

材とマニュアルの作成

3-7) 研修教

材・マニュアル

等の改定・最

終化

3-8) 研修教材・マニュアル等のNILGやUGDP等による研修への反映

ワーク・プラン（第1フェーズ）（案）

1-4) 中・長期的戦略実施のためのアクションの特定

1-5) 中・長期的戦略実施のためのアクションの実施

1-6) 中・長期的戦略の実施状況のモニタリング

2-4) 17実施機関の開発事

業計画の情報収集

2-5) ユニオンとポルショバの開

発計画に関する情報収集

2-6) ユニオンとポルショバの開発

ニーズの地域・分野別のとりまとめ

2-8) 郡総合開発計画の実施状況のレビューと策定ガイドラインのとりまとめ 2-9) 拡大パイロット郡に対する郡総合開発計画策定の支援

2-10) 拡大パイロット郡に対する郡総合開発計画の策定状況のモニタリング

2-11) 郡総合開発計画策定ガイドラインの見直し・改定案のLGDへの提出

2-12) 優良事例の特定と普及

3-3) NILG職員へのTOTの実施と

パイロット郡への研修の実施

3-6) パイロット

郡に対する研

修フォローアップ

調査の実施

3-9) NILG職員等

へのTOTの実施と拡

大パイロット郡への研

修の実施

3-10) 中・長期研修計画の更新の検討

1-3) 中・長期的な郡自治体強化支援戦略の作成

2-4) 17実施機関

の情報収集

2-5) ユニオンとポル

ショバの情報収集

2-6) ユニオンとポルショバ

の開発ニーズの洗い出し

ワーク・プラン
ワーク・プラン（第２フェーズ）

業務進捗報告書

（第1フェーズ）

業務完了報告書

本邦研修

パイロット郡での総合開発計画の作成・モニタリング支援

2-4) 17実施機関

の情報収集

2-5) ユニオンとポル

ショバの情報収集

2-6) ユニオンとポルショバ

の開発ニーズの洗い出し

パイロット郡での総合開発計画の作成・モニタリング支援

2-4) 17実施機関

の情報収集

2-5) ユニオンとポル

ショバの情報収集

2-6) ユニオンとポルショバの開

発ニーズの洗い出し

拡大パイロット郡での総合開発計画の作成・モニタリング支援

3-7) 研修教

材・マニュアル

等の改定・最

終化

3-6) パイロット

郡に対する研

修フォローアップ

調査の実施

3-3) NILG職員への

TOTの実施とパイロッ

ト郡への研修の実施

2-7) パイロット郡の郡総合

開発計画の更新・作成と郡

評議会での承認

2-7) 郡総合開発計画

の更新・作成と承認 2-7) 郡総合開発計画の更新・作成と承

認

2-4) 17実施機関

の情報収集

2-5) ユニオンとポル

ショバの情報収集

2-6) ユニオンとポルショバ

の開発ニーズの洗い出し

拡大パイロット郡での総合開発計画の作成・モニタリング支援

2-7) 郡総合開発計画の更新・作成と承認

オリエンテーションセミナー

JCC

JCC JCC
JCC

パイロット郡での総合開発計画の作成・モニタリング支援

3-11) BCSAAやLGEDとの連携

PIC    PIC    

ラップアップ・セミナー

兼国際セミナー

3-5) 郡総合開発計画策定以外の科目の研修教材とマニュアルの作成

中長期戦略の承認

郡総合開発計画ガイドラ

インの承認

中長期研修計画の承認

SIC SIC SIC

戦略実施委員会

（SIC）の設立

2-7) 郡総合開発計画の更新・作成と承認

中長期研修計画実施のためのワーキンググループ（WG）の設置 WG WG WG

3-3) パイロット

郡に対する研修

（オンライン）

3-5) パイロット郡に対する研

修後のフォローアップ

3-3) パイロット

郡に対する研修

（オンライン）

3-5) パイロット郡に対する研

修後のフォローアップ

JCC
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第 1 フェーズでは、ロヒンギャ難民の流入するホストコミュニティを支援する活動の追加のた

めに 3 回の契約変更を行った。さらに、2020 年 2 月以降、新型コロナウイルスの感染拡大の影響

によりバングラデシュへの渡航が制限され、プロジェクトの活動に遅れが生じ、計画を変更する

必要が生じたことから、実施期間の延長などのために契約変更を 2 回行った。 
第 2 フェーズでは、上記ホストコミュニティ支援の一環として行った雨水利用施設の整備支援

に関し、新型コロナウイルスの感染拡大による工事中断に伴って計画変更の必要が生じたため、

契約変更を 1 回行った。 
 
2.2 活動の内容 
 
2.2.1 成果 1（中長期戦略）に関する活動 
 
(1) 戦略実施委員会の設立・運営に対する支援 
 中・長期郡自治体強化支援戦略（以下、「中長期戦略」という）は、第 1 フェーズにおいてドラ

フトが作成され、2021 年 2 月に LGD により正式に承認された。その後、細かい文言の調整など

を経て、同年 8 月 16 日付で、関係省庁やすべての郡自治体に対して LGD から通達された（Memo 
No. 46. 045. 015. 00. 00. 02.2018-459）。同通達については、添付資料 (5) を参照。中長期戦略につ

いては、別冊資料 1 を参照。 
中長期戦略のセクション 3.1 では、同戦略の実施状況を適切にモニタリングするための体制と

して、戦略実施委員会（Strategy Implementation Committee: SIC）と戦略実施デスク（Strategy 
Implementation Desk: SID）を設立する旨が定められている。この規定を受け、SIC と SID は 2021
年 9 月に LGD によりその設立が承認された。 
戦略実施委員会の構成は、表 2-1 のとおり。 

 

表 2-1 戦略実施委員会の構成 

議長 ⚫ LGD 次官補（ｱﾄﾞﾐﾆｽﾄﾚｰｼｮﾝ）（Additional Secretary (Administration), LGD） 
メンバー ⚫ LGD 郡自治体担当次官補／局長（Additional/Joint Secretary (Upazila), LGD） 

⚫ LGD 郡自治体第一課長（Deputy/Senior Assistant Secretary (Upazila-1), LGD） 
⚫ 郡自治体関連プロジェクトの PD 
⚫ 計画委員会総合経済局（General Economic Division, Planning Commission）代表 
⚫ LGD モニタリング・検査・評価部門（MIE Wing, LGD）代表 
⚫ 内閣府（Cabinet Division）代表 
⚫ 地方行政強化事業（UGDP）の PD 
⚫ 地方行政技術局（LGED）代表 
⚫ 公衆衛生技術局（DPHE）代表 
⚫ 国立地方行政研修所（NILG）代表／本プロジェクト DPD（NILG） 
⚫ UNDP、JICA 等の開発援助機関代表 

事務局 ⚫ LGD 郡自治体第二課長（Deputy/Senior Assistant Secretary (Upazila-2), LGD） 
[凡例] NPD：ナショナル・プロジェクト・ディレクター、PD：プロジェクト・ディレクター、DPD：副プロ

ジェクト・ディレクター 
 
 この SIC の事務局を務め、SIC が各戦略コンポーネントの実施状況のモニタリングを効果的に
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実施できるよう支援する役割を担うのが SID である。SID は、LGD 内の郡自治体第二課内（Upazila-
2 Section）に設置され、同課の課長が SID としての役割を担うことになった。これにより、中長

期戦略の実施や SIC の運営をプロジェクトベースの活動に終わらせることなく、LGD の組織とし

ての活動として位置付けることができたといえる。 
 
 SIC の会合は、第 2 フェーズ中に 3 回開催された。会合の開催にあたっては、本プロジェクト

で各戦略コンポーネントの進捗状況などを確認のうえ、SID 担当の郡自治体第二課長と協議しな

がら準備を進めた。なお、中長期戦略では、同会合は 6 ヵ月に 1 回の頻度で開催すると定められ

ているが、第 2 回会合において四半期ごとの開催とすることが決議されたことから、第 3 回以降

は四半期ごとの開催となった。各会合の日程とその概要を表 2-2 に示す。 
 

表 2-2 戦略実施委員会の各会合における決定事項 

会 合 日 程 概 要 
第 1 回会合 
 
* オンライ

ン開催 

2022 年 
2 月 7 日 

⚫ 中長期戦略の戦略コンポーネントに関するモニタリングフレー

ムワークについて承認。 
⚫ 中長期戦略の戦略コンポーネントの実施状況につき報告。66 の

アクションのうち、22（33.3%）が実施済み、18（27.3%）が一部

実施済み、26（39.4%）が未実施であることを報告。 
⚫ 2021/22 年度のアクション・プランが承認され、同プランに記載

された各活動の実施状況を第 2 回会合にて報告すべき旨を決議。  
第 2 回会合 
 
* 対面開催 

2022 年 
8 月 25 日 

⚫ 中長期戦略の戦略コンポーネントの実施状況につき報告。66 の

アクションのうち、24（36.4%）が実施済み、19（28.8%）が一部

実施済み、23（34.8%）が未実施であることを報告。 
⚫ 2022/23 年度のアクション・プランにつき承認。 
⚫ SIC 会合の開催頻度を四半期ごとに変更する旨決議。 

第 3 回会合 
 
* 対面開催 

2022 年 
11 月 28 日 

⚫ 中長期戦略の戦略コンポーネントの実施状況につき報告。66 の

アクションのうち、24（36.4%）が実施済み、20（30.3%）が一部

実施済み、22（33.3%）が未実施であることを報告。 
⚫ SIC と SID に対する支援は、本プロジェクト終了後は円借款「地

方行政強化事業」（UGDP）に引き継ぐ旨を報告。 
 
 本プロジェクトの終了後も SIC の開催を LGD による定常業務として定着させるために、SIC と

その事務局を担う SID に対する支援業務を同じく LGD が実施機関である円借款「地方行政強化

事業」（UGDP）に引き継ぐことになった。この点は、2022 年 6 月 9 日に本プロジェクトのプロジ

ェクト・ディレクター（PD）と UGDP の PD との間で正式に合意され、同年 6 月 21 日の UGDP
のプロジェクト運営委員会（Project Steering Committee: PSC）で、同年 10 月 13 日の本プロジェク

トの第 4 回合同調整委員会（Joint Coordination Committee: JCC）でそれぞれ決議された。このため、

戦略実施委員会の第 2 回と第 3 回会合の開催については、UGDP と共同で準備することにより、

この支援業務の引継ぎが円滑に進むよう留意した。 
 
(2) 戦略実施デスクの設置とモニタリング活動の支援 
中長期戦略では、戦略実施デスクを LGD の郡自治体第二課（Upazila-2）内に設置することが定

められている。これを受け、郡自治体第二課長（Deputy Secretary (Upazila-2)）が戦略実施デスク担
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当官に指名された。 
戦略実施デスクの主な機能は、戦略実施委員会の事務局として、会合の開催、戦略コンポーネ

ントのモニタリングなどに関して戦略実施委員会を支援することである。本プロジェクトでは、

戦略実施デスクがこうした機能を果たすことができるよう、会合開催に関する各種調整や資料準

備、戦略コンポーネントの実施状況のモニタリングなどに関する支援を提供した。 
なお、戦略実施デスクに対する支援についても、戦略実施委員会に対する支援と同様、UGDP に

引き継いでいくことにつき、それぞれのプロジェクトの意思決定機関（UICDP の JCC、UGDP の

PSC）で決定されている。 
 
(3) 郡自治体に関する法令・細則の特定 
中長期戦略では、戦略コンポーネント 1-3 において「必要な法令・細則の特定」が掲げられてい

る。これは、郡自治体法（Upazila Parishad Act）によって制定すべきと定められているにもかかわ

らず未制定の法令・細則があることを踏まえ、これら未制定の法令・細則を特定し、その制定を

LGD に対して促すことを目的として中長期戦略に位置付けられたものである。 
この戦略コンポーネントの実施のため、ダッカ大学公共政策学部のモバッサール教授（Professor 

Mobasser Monem）と共同で、制定が必要な法令・細則、LGD が今後とるべき法的アクションを特

定した。その結果は、戦略実施委員会の第 1 回会合にて報告した。その概要を表 2-3 に示す。 
 

表 2-3 制定が必要な郡自治体に関する法令・細則 

項目 現状と必要なアクション 
1. 開発計画ガイドライン  LGD は、郡自治体開発計画ガイドラインを策定済み。 

 同ガイドラインについては、全郡自治体に通知済み。 
2. 郡自治体分野別委員会

の運営に関するガイド

ライン 

 LGD は、EALG プロジェクトの支援の下、郡自治体分野別委員会

の権能を作成済み。 
 今後、この分野別委員会が機能していない理由、同委員会が法規

定どおりに開催されていない理由を精査することも必要。 
 現行の郡分野別委員会制度の有効性についても検証が必要。 

3. 郡自治体への事業実施

機関の移管に関するガ

イドライン 

 事業実施機関の郡自治体への移管が現場レベルで進んでいない理

由をレビューすることが必要。 
 上記レビューを踏まえ、LGD は、事業実施機関の移管に関する方

針と具体的な指針を示すことが必要。 
4. 年次決算報告に関する

ガイドライン 
 LGD は、郡自治体の年次決算報告に関する規則、ガイドラインそ

の他の指示を作成することが必要。 
 LGD は、年次決算報告の標準フォーマットを UGDP の支援を得て

作成済み。 
5. 予算公聴会  LGD は、郡自治体法と関連法令に基づき、郡自治体が予算を決定

する前に公聴会を開催するよう明確な指示を出すべき。 
 この公聴会については、開発計画に関する公聴会と同時開催とす

ることも可能。 
6. 郡自治体事業提案書の

フォーマットの簡易化 
 LGD は、現行の事業提案書のフォーマットを検証し、郡自治体が

適切に事業提案書を作成できるように改定すべき。 
 一例として、支出項目の簡易化、維持管理項目の簡易化、必要以上

に高度な技術的記載が求められている項目の削除などが必要。 
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項目 現状と必要なアクション 
7. 移管された事業実施機

関の職員に関する年次

パフォーマンス報告

（APR） 

 LGD は、APR 制度が有効に機能していない理由をレビューし、必

要な対策をとる必要がある。 
 APR 制度の効果的な運用に向けたガイドラインその他を整備する

ことが必要。 
8. 郡自治体の歳入に関す

る指示 
 LGD は、郡自治体が法的に徴収できる税・手数料等につき、その

率、徴収のシステムや手続きなどを具体化するための規則・ガイ

ドラインを策定すべき。 
9. 市 民 憲 章 （ Citizen 

Charter）の掲示 
 LGD は、郡自治体が市民憲章を適切に作成し、掲示できるよう、

モデル市民憲章を含むガイドラインを策定すべき。 
10. 資産管理簿の維持管理

と更新 
 LGD は、資産管理簿の維持管理と更新に関するガイドラインを策

定すべき。 
 LGD は、上記ガイドラインで資産の維持管理、登録、更新に関す

る具体的な指示を出すとともに、フォーマットを示すべき。 
11. 郡自治体法に定められ

た規則の制定 
 LGD は、郡自治体法第 63 条第 2 項に定められた各種規則につい

て、その必要性をレビューし、必要な規則を制定すべき。 
 
今後、LGD には、これらの法令・細則の制定、法的アクションの実施が求められる。このうち、

1 の開発計画ガイドラインについては本プロジェクトで既に支援済みである。2 の郡分野別委員

会、3 の事業実施機関の移管については、郡自治体法上の規定と郡自治体における実情との乖離

が大きいことから、郡自治体法の改正も視野に入れた総合的な検討が求められる事項である。7 の

年次パフォーマンス報告も同様で、組織としての郡自治体の在り方と現場での人事評価制度の実

態とを踏まえた制度の見直しが求められる項目である。これらの項目については、単に現行法の

枠組みに即して関連規則やガイドラインを整備すればよいという性質のものではなく、根本の制

度の見直しが必要となる。つまり、LGD 以外の多様なステークホルダーとの調整が必要になり、

かつ、法改正も視野に入れる必要が出てくるものであることから、中長期的に取り組むべきもの

といえる。 
他方、これら以外の項目については、いずれも制度の根本から見直す必要があるわけではなく、

LGD のイニシアティブにより法令やガイドラインの制定が進められるものである。特に、4 の年

次決算報告、5 の予算公聴会、8 の歳入に関する指示、10 の資産管理簿については、郡自治体とい

う公的組織を適正に運用するという観点からその重要性が高いと考えられる。LGD は、まずはこ

うした重要性が高く、かつ、LGD によるイニシアティブですぐに始められるものから着手して、

必要な法令やガイドラインの整備を進めるべきである。 
 
(4) 郡自治体関連法令集の改定 
郡自治体が行政活動を実施するにあたって、その基礎となる最新の関連法令や通達を参照する

ことは必須である。しかし、最新の法令・通達の情報は整理されておらず、LGD のウェブサイト

でも関連法令・通達は掲載されているが、適時に更新されておらず、最新の法令・通達を参照す

ることは難しかった2。 
このため、2019 年に UGDP と共同開催した「郡自治体基礎研修（開発計画と行政サービス）」の

研修教材として法令集を作成した。この法令集は、本プロジェクトの研修で使用するとともに、

 
2 本プロジェクトの開始時には 2013 年に UNDP が支援する郡ガバナンス事業（Upazila Governance Project: 
UZGP）が作成した法令集（Upazila Parishad Manual）が存在するのみだった。 
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UGDP が実施した全郡を対象とする研修でも配布した。 
その後、定期的な更新を実施すべく、更新がより容易で、かつ、多くの関係者が閲覧できるウ

ェブ・ベースでの法令集を整備した。同法令集は、NILG のウェブサイト3に掲載し、関係者が自

由に閲覧できる状態にしている。本プロジェクトでは、2019 年、2020 年、2021 年と最新の法令・

通達を反映させるための更新作業を行った。 
 

 

図 2-2 NILGウェブサイト上に掲載された郡自治体関連法令・細則 

 
 

 
3 NILG ウェブサイト：https://nilg.portal.gov.bd/site/files/379898cf-e082-4c0e-9c03-ea3fca508dc7/- 

https://nilg.portal.gov.bd/site/files/379898cf-e082-4c0e-9c03-ea3fca508dc7/-
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2.2.2 成果 2（郡自治体総合開発計画）に関する活動 
 
(1) 開発計画策定に関する LGD から郡自治体への通達の発出支援 
本プロジェクトの第 1 フェーズでは、開始当初に郡総合開発計画ガイドライン（案）を作成し、

その基本概念や構成、手続に沿って、当初の 10 パイロット郡が開発計画を策定することを支援し

た。5 ヵ年計画（2019/20 年度～2023/24 年度）と 3 回の年次開発計画（2018/19 年度、2019/20 年

度、2020/21 年度）について、その策定・実施・モニタリング評価という一連のプランニング・サ

イクルを支援した。 
そうした経験や知見をもとに、さらには関係省庁や県・郡レベルの関係者からの意見を踏まえ

て、第 1 フェーズ終了時には郡総合開発計画ガイドライン（案）のベンガル語版と英語版を最終

化した。第 2 フェーズの開始後も、引き続き LGD 内あるいは関係省庁との調整や最終確認手続き

を支援した。その後、2021 年 2 月に、郡総合開発計画ガイドライン（ベンガル語版）が LGD によ

り正式に承認された。同ガイドラインは、細かい文言の調整などを経て、同年 8 月 16 日付で、バ

ングラデシュ国内のすべての郡自治体に対して LGD から通達された（Memo No. 46. 045. 015. 00. 
00. 02.2018-459）。同通達については、添付資料 (5) を参照。 

さらに、2022 年 4 月 10 日付で、 2022/23 年度の郡総合開発計画の策定時期に合わせ、LGD か

らすべての郡自治体に対し、郡総合開発計画ガイドラインに基づいて年次開発計画を策定するよ

う求める通達が出された（Memo No. 46. 00. 0000. 045. 14. 002. 21-272）。同通達については、添付

資料 (6) を参照。同通達に併せ、郡総合開発計画ガイドラインのハードコピーも再配布された。

同ガイドラインのハードコピーは、郡自治体に対する研修教材として活用できるよう、NILG など

の研修機関にも配布された。 
 
(2) 拡大パイロット郡に対するオリエンテーション・セミナーの開催 
 本プロジェクトの概要や活動の紹介、拡大パイロット郡の役割などにつき、新たに対象となっ

た県・郡それぞれのレベルの関係者に説明するため、オリエンテーション・セミナーを開催した。

県レベルのセミナーは、県長官（Deputy Commissioner: DC）や県地方行政副長官（Deputy Director, 
Local Government: DDLG）らを対象に、2020 年 12 月にオンライン形式で開催した。郡レベルのセ

ミナーは、郡評議会議長、同副議長、郡主任行政官（UNO）や郡エンジニアなどの事業実施機関

の行政官を対象に、2021 年 1 月 9 日、16 日、30 日の 3 回に分けてオンライン形式で開催した。 

 郡レベルのオリエンテーション・セミナーでは、各拡大パイロット郡における開発計画の策定

に関する現況調査を実施した。調査結果の概要は以下のとおり。 
1) 全 65 郡中 13 郡（20.0%）が、本プロジェクトで支援した郡総合開発計画ガイドラインに

沿った 5 ヵ年計画を策定していた。同ガイドラインに沿っていないものの 5 ヵ年計画を策

定していた郡は 5 郡（7.7%）あった。つまり、合計 18 郡（27.7%）が何らかの 5 ヵ年計画

を策定していたことが確認できた。ただし、このうち 10 郡は本プロジェクトの当初パイ

ロット郡であるため、それを除外すると新たに対象となった 55 郡中 8 郡（14.5%）が何ら

かの 5 ヵ年計画を策定していたといえる。 
2) 年次開発計画（AP）については、65 郡中 14 郡（21.5%）が郡総合開発計画ガイドライン

に沿った計画を策定していた。また、同ガイドラインに沿っていないものの年次開発計画

を策定していた郡は 11 郡（16.9%）あった。つまり、合計 25 郡（38.4%）が何らかの年次

開発計画を策定していたことが確認できた。ただし、当初パイロット 10 郡を除くと 55 郡
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中 15 郡（27.2%）が何らかの形で年次開発計画を策定していたといえる。 
 
(3) 拡大パイロット郡を対象とする開発計画に関する研修の実施 
第 2 フェーズでは、全 65 のパイロット郡における郡総合開発計画（主に年次開発計画）の策定

を支援するため、郡自治体の関係者を対象にした研修を定期的に開催した。なお、5 ヵ年計画は郡

評議会選挙のサイクルに合わせて策定されることが望ましいことから、第 2 フェーズでは 5 ヵ年

計画の策定支援は行っていない。 
第 2 フェーズの初年度である 2020/21 年度（2021/22 年度の年次開発計画の研修を実施）は、バ

ングラデシュでも新型コロナウイルスの感染が拡大していたことから、郡自治体向けの研修はす

べてオンライン形式で実施した。翌 2021/22 年度（2022/23 年度の年次開発計画の研修を実施）は、

感染状況が落ち着きを見せ始めたことから、全体の研修をオンライン形式、県レベルの研修を対

面形式、といった形で組み合わせて研修を行った。 
以下に、各研修の概要を述べる。 

 
1) 2021/22 年度の郡年次開発計画に関する研修 

2021/22 年度の郡年次開発計画に関する研修の実績を表 2-4 に示す。 
 

表 2-4 2021/22年度向け郡総合開発計画に係る研修・ワークショップ等 

No 日程 研修名・目的・概要 参加者・概算経費 
1. 2021/22 年度の郡年次開発計画の策定を目的とするもの 
1 2021 年 

4 月 9 日、

10 日 

【郡評議会議長・UNO・エンジニア向け郡総合開発計画研修】 
⚫ 郡総合開発計画策定において中心的な役割を果たす郡評

議会議長、UNO、郡エンジニアを対象に、オンラインで実

施。 

参加者：全 65 パイロット郡

の郡評議会議長、UNO、郡

エンジニア。合計約 200 名。 
 
概算経費：約 54 万タカ（会

場費、機材使用費、文房具、

日当・交通費等） 
2 2021 年 

5 月 
【郡開発計画研修】 
⚫ 本プロジェクトで研修用ウェブサイトを用意し、各郡の

参加者が自己学習できるようオンライン研修教材を整

備。 
⚫ 自己学習に先立ち、5 月 19 日から 20 日にかけてオリエン

テーション・セミナーを開催（オンライン形式）。 
⚫ 参加者は 5 月 21 日～29 日に研修用ウェブサイトにアク

セスし、自己学習を実施（郡自治体ごとに、各自受講また

は郡事務所会議室での集合受講）。自己学習の進捗状況は

オンラインでモニタリングされ、県コーディネーターを

通じ DDLG や郡評議会議長、UNO に報告。 
⚫ 自己学習期間終了後の 5 月 30 日と 31 日にラップアップ・

セミナーをオンラインにて実施（全 65 郡を 4 バッチに分

けて実施）。自己学習中の疑問点の解消、優良事例の共有、

次年度の AP 作成に向けた作業の説明を行った。 

参加者：全 65 パイロット郡

の郡評議会議長、副議長、女

性副議長、UNO、郡エンジ

ニアその他事業実施機関職

員など各 10 名。合計約 650
名。 
 
概算経費：約 152 万タカ（資

料印刷、文房具、日当・交通

費等） 
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No 日程 研修名・目的・概要 参加者・概算経費 
3 2021 年 

8 月 21 日  

【郡開発計画研修（追加研修）】 
• 5 月に実施したオンライン研修の後に新たに着任した職

員、何らかの理由で同研修に参加できなかった者（議長、

副議長、UNO、郡エンジニア、その他事業実施機関職員な

ど）。 
• オンラインで実施。 

参加者：未受講者約 20 名。 
 
概算経費：約 2.4 万タカ（日

当・交通費等） 

 
2) 2022/23 年度の郡年次開発計画に関する研修 

2022/23 年度の郡年次開発計画に関する研修の実績を表 2-5 に示す。 
 

表 2-5 2022/23年度向け郡総合開発計画に係る研修・ワークショップ等 

No 日程 研修名・目的・概要 参加者 
4 2022 年 

2 月～ 
3 月 

【郡開発計画研修】 
⚫ 本プロジェクトで研修用ウェブサイトを用意し、各郡の参

加者が自己学習できるようオンライン研修教材を整備。 
⚫ 自己学習に先立ち、2 月 19 日～20 日にかけてオリエンテー

ション・セミナーを開催（オンライン形式）。2021/22 年度

の年次開発計画のレビューも取り入れた。 
⚫ 参加者は 2 月 21 日～3 月 4 日に研修用ウェブサイトにアク

セスし、自己学習を実施。（郡自治体ごとに、各自受講また

は郡事務所会議室での集合受講）。自己学習の進捗状況はオ

ンラインでモニタリングされ、県コーディネーターを通じ

DDLG や郡評議会議長、UNO に報告。 
⚫ 自己学習期間終了後の 3 月 5 日と 8 日にラップアップ・セ

ミナーをオンラインにて実施（全 65 郡を 4 バッチに分けて

実施）。自己学習中の疑問点の解消、優良事例の共有、次年

度の AP 作成に向けた作業の説明を行った。 

参加者：各パイロット郡

から、郡評議会議長・副議

長・女性副議長、UNO 及

び郡エンジニアを含む各

10 名。合計約 650 名。 
 
概算経費：約 172 万タカ

（資料印刷、文房具、日当・

交通費等） 

5 2022 年 
5 月～ 
6 月 

【フォローアップ研修】 
⚫ 上記オンライン研修での疑問点を解消するとともに、年次

開発計画の策定を促進するため、2022 年 5 月 11 日、18 日、

25 日、29 日、6 月 4 日に各パイロット県の県事務所で 1 日

間の研修を対面形式で実施。 
⚫ 本プロジェクトの現地コンサルタントからの追加説明、不

明点や懸念事項等についての質疑応答が行われた。 
⚫ 各県のDDLGも参加し、郡開発計画の重要性について強調。

各郡自治体に対しガイドラインに従って遅滞なく年次開発

計画を策定するよう指示が出た。 

参加者：各パイロット郡

から、原則として 7 名（郡

評議会議長、副議長、女性

副議長、UNO、郡エンジニ

ア、事業実施機関職員 2
名）が参加。各県の DDLG
も参加。 
 
概算経費：約 238 万タカ

（会場費、機材使用費、資

料印刷、文房具、日当・交

通費等） 
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No 日程 研修名・目的・概要 参加者 
6 2022 年 

10 月～ 
11 月 

【レビュー・ワークショップ】 
⚫ 2022/23 年度の年次開発計画のレビュー、優良事例の共有、

郡総合開発計画ガイドライン改定案に対する意見聴取のた

め、2022 年 10 月 31 日、11 月 3 日、7 日、10 日、14 日に

各パイロット県の県事務所で 1 日間の研修を対面形式で実

施。 
⚫ 本プロジェクトの現地コンサルタントからの説明、各郡か

らの優良事例の共有、不明点等についての質疑応答が行わ

れた。郡総合開発計画ガイドライン改定案に対する意見聴

取も行われた。 
⚫ 各県の DDLG も参加し、今後、年次開発計画の実施を着実

に図るべき旨が強調された。 

参加者：各パイロット郡

から、原則として 7 名（郡

評議会議長、副議長、女性

副議長、UNO、郡エンジニ

ア、事業実施機関職員 2
名）が参加。各県の DDLG
も参加。 
 
概算経費：約 144 万タカ

（資料印刷、文房具、日当・

交通費等） 

 
 

3) 2023/24 年度以降の郡年次開発計画に関する研修 
本プロジェクトの終了後は、LGD 主導の下で、郡総合開発計画ガイドラインやマニュアルを

ベースに継続的な研修をしていくことが望ましい。郡開発計画研修のプログラムや研修資料な

どはすべて本プロジェクトで策定したため、これらを活用することは可能である。 
ただし、人事異動により人が入れ替わる現行の人事制度を考慮すれば研修自体には短期的な

効果しかなく、また、LGD や NILG が独力で全国の郡自治体に対してこうした研修を計画し、

実施することは難しいといわざるを得ず、予算的な手当ても厳しいと考えられる。こうした状

況を考慮すれば、むしろ、研修自体はごく短期間のものとするか、あるいはオンラインとし、

その機会を通じて、郡評議会議長や UNO、郡エンジニアらに対し、LGD から郡総合開発計画の

必要性をしっかりと説明するとともに、ガイドラインに基づいて開発計画を策定するよう明確

な指示を出すことがより重要と考えられる。このように LGD が明確な指示を出すことが各郡自

治体による開発計画策定につなげるための鍵になると考えられる。 
 
(4) 地方行政副長官（DDLG）を対象とする研修 
本プロジェクトの第 2 フェーズでは、パイロット県内のすべての郡をパイロット郡としたこと

により、県コーディネーターは各県の DDLG の下に配置されることになった。DDLG は、県下の

各郡自治体に対する指導監督を担うことから、開発計画の策定に関する各郡自治体への支援につ

いても DDLG との連携が重要になる。 
こうした観点から、2020 年 12 月にはパイロット県向けのオリエンテーション・セミナーがオ

ンライン形式で開催され、各県の DC や DDLG が出席した。各出席者からは、本プロジェクトに

積極的に協力する旨が表明された。 
2021/22 年度の年次開発計画の策定にあたっては、2021 年 5 月 3 日に各パイロット県の DDLG

向けのオリエンテーション・セミナーをオンライン形式で実施した。同セミナーでは、開発計画

策定に関する法令や具体的な作成プロセス、郡開発計画の策定プロセスにおける DDLG の役割な

どが確認された。 
2022/23 年度の年次開発計画の策定にあたっては、2022 年 2 月 16 日に DDLG を対象にオリエン

テーションをオンライン形式で実施した。同オリエンテーションでは、年次開発計画策定の重要

性、計画策定プロセスにおける DDLG の役割、2021/22 年度における経験・教訓の共有などを行
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った。さらに、各郡自治体による年次開発計画の策定が本格化した 2022 年 7 月 19 日には、PD の

リーダーシップの下で、各県の DDLG とのオンライン会合を開催した。同会合では、各パイロッ

ト郡における年次開発計画策定の進捗状況、DDLG によるリーダーシップの重要性、県コーディ

ネーターよる支援の必要性などが話し合われた。 
 
(5) 拡大パイロット郡に対する開発計画に関する研修後のフォローアップ 
本プロジェクトの第 2 フェーズでは、県コーディネーターを各パイロット県に配置した。県コ

ーディネーターは、各パイロット県の DDLG の下で、各パイロット郡の開発計画の策定を支援し

てきた。各郡自治体に対するフォローアップの状況、各パイロット郡による開発計画の策定状況

を以下に記載する。 
 
1) 2021/22 年度の郡年次開発計画に関するフォローアップ 

2021/22 年度の年次開発計画の策定では、表 2-4 に記載のとおり、2021 年 4 月から 5 月にか

けて、各郡自治体を対象に開発計画研修をオンライン形式で実施した。同研修の後、県コーデ

ィネーターは、各パイロット郡に対し開発計画策定に関する技術的支援などを提供した。第 1
フェーズからの当初パイロット郡以外の郡自治体では本格的な年次開発計画の策定が初めてと

いう郡が大半であったため、県コーディネーターは、特に社会経済情報（Socio-economic Data）
の収集、現状分析（Situation Analysis）、リソース・マッピング（Resource Mapping）などの基礎

情報の収集・分析を重点的に支援した。 
ただし、2021 年には新型コロナウイルス感染症の感染拡大により長期のロックダウン措置が

とられた影響もあって、全体的に年次開発計画の策定が遅れがちとなった。県コーディネータ

ーによる支援もオンラインや電話によるものが中心となり、対面での支援は制限を受けざるを

得なくなった。さらに、2021 年にはユニオン評議会（Union Parishad）選挙があったことも、多

くのパイロット郡で年次開発計画の策定が遅れた一因といえる。 
このような遅れに対応するため、新型コロナ感染症が落ち着きを見せ始めた 2021 年 10 月頃

から、現地コンサルタント・チームによる各県への訪問、DDLG との面談などを通じたフォロ

ーアップを行った。2021 年 10 月 19 日には、PD のイニシアティブにより全パイロット県の

DDLG をつないだオンライン会合を開催し、各パイロット県内のパイロット郡における年次開

発計画策定の進捗状況を確認した。2021 年 12 月には、特に進捗の遅れていたマイメンシン

（Mymensingh）、ムンシゴンジ（Munshiganj）、コックスバザール（Cox’s Bazar）の 3 県を訪問

して DDLG と面談し、現状確認と意見交換、今後の対応とモニタリングについて話し合い、

DDLG に各パイロット郡への指示を出し、技術的支援を行ってもらった。 
以上のようなフォローアップの結果、2021 年 12 月末時点で、全パイロット郡 65 郡のうち、

年次開発計画を郡評議会で承認した郡は 37 郡（56.9%）となった。これら 37 郡の年次開発計画

がガイドラインに基づいて策定されたものかどうかを判断するために、次の 5 点を確認した。 
1) ビジョン（Vision）と開発目標（Goal）が設定されているか。 
2) 社会経済情報（Socio-economic Data）を含んだリソース・マッピング（Resource Mapping）

があるか。 
3) 少なくとも 10 セクターを含む現状分析（Situation Analysis）がされているか。 
4) 市民や関係機関とのミーティングが少なくとも 1 回は開催されたか。 
5) モニタリング評価（M＆E）計画が示されているか。 
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これら 5 つの観点から、各年次開発計画を評価した結果を表 2-6 に示す。この結果から、

2021/22 年度は、52.3%のパイロット郡において郡総合開発計画ガイドラインに基づいて年次開

発計画が策定されたといえる。 
 

表 2-6 ガイドラインに基づく年次開発計画の策定状況の調査結果（2021/22年度） 
県 ﾊﾟｲﾛｯﾄ

郡数 
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

に基づく

計画策定 

Vision 
& Goal 

Resource 
Mapping 

Situation 
Analysis 

Stake- 
holder 

Meeting 

M&E 
Plan 

ボリシャル（Barishal） 10 10 10 10 10 10 10 

ブラモンバリア（Brahmanbaria） 9 7 7 7 7 7 7 

チュアダンガ（Chuadanga） 4 4 4 4 4 4 4 

ラルモニルハット（Lalmonirhat） 5 0 3 3 0 3 3 

マイメンシン（Mymensingh） 13 0 0 0 0 0 0 

シラジゴンジ（Sirajganj） 9 6 6 6 6 6 6 

モウロビバザール（Moulvibazar） 7 3 3 3 3 3 3 

ムンシゴンジ（Munshiganj） 6 4 4 4 4 4 4 

コックスバザール（Cox’s Bazar） 2 0 0 0 0 0 0 

合計 65 34 37 37 34 37 37 

% - 52.3 56.9 56.9 52.3 56.9 56.9 

 
2) 2022/23 年度の郡年次開発計画に関するフォローアップ 
 2022/23 年度の年次開発計画の策定に向け、2022 年 2 月中旬から 3 月上旬の日程で郡総合開

発計画研修をオンライン形式で、5 月から 6 月上旬にかけてフォローアップ研修を対面形式で

それぞれ行った。その後、各パイロット県の DDLG を通じて各パイロット郡に開発計画の策定

を促すとともに、県コーディネーターが情報収集や分析に関する技術支援を提供した。2022/23
年度の各パイロット郡における開発計画策定状況は、表 2-7 のとおり。 

 

表 2-7 ガイドラインに基づく開発計画の策定状況（2022/2023年度） 
県 ﾊﾟｲﾛｯﾄ

郡数 
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

に基づく

計画策定 

Vision 
& Goal 

Resource 
Mapping 

Situation 
Analysis 

Stake- 
holder 

Meeting 

M&E 
Plan 

ボリシャル（Barishal） 10 10 10 10 10 10 10 

ブラモンバリア（Brahmanbaria） 9 7 7 7 7 7 7 

チュアダンガ（Chuadanga） 4 4 4 4 4 4 4 

ラルモニルハット（Lalmonirhat） 5 4 5  5 4 5 5 

マイメンシン（Mymensingh） 13 5 5 6 6 6 6 

シラジゴンジ（Sirajganj） 9 6 6 6 6 6 6 

モウロビバザール（Moulvibazar） 7 0 3 3 0 3 3 

ムンシゴンジ（Munshiganj） 6 1 6 6 3 6 1 

コックスバザール（Cox’s Bazar） 2 0 0 0 0 0 0 

合計 65 37 46 47 40 47 42 

% - 56.9 70.8 72.3 61.5 72.3 64.6 
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2022 年 10 月末時点で、全パイロット郡 65 郡のうち、年次開発計画を郡評議会で承認したの

は 47 郡（72.3%）となった。これら 47 郡の年次開発計画を、2021/22 年度の年次開発計画と同

様に 5 つの観点から評価し、郡総合開発計画ガイドラインに基づいて策定したといえるかどう

かを確認した。その結果は表 2-7 のとおりであり、65 郡中 37 郡が郡総合開発計画ガイドライ

ンに基づいて年次開発計画を策定したといえる。2022 年 10 月末時点で未だ策定プロセスの過

程にある郡自治体もあるが、これらの郡自治体で遅れている理由としては、郡評議会議長や当

該地域選出の国会議員の意向といった政治的な背景、実施予定事業をまとめるプロジェクトサ

マリーにつき関係者の合意形成が難航していることなどが挙げられる。 
 
 以上のように、第 2 フェーズの 2 回の年次開発計画の策定サイクルを通じて、50%を超えるパ

イロット郡が年次開発計画を策定することができた。第 1 フェーズのように各郡自治体に 1 名の

県コーディネーターを配置するという手厚い支援がなくとも、LGD による明確な指示の下で、

DDLG と県コーディネーターがフォローアップをすることで、多くの郡自治体が一定水準の開発

計画を策定できることが確認された。 
また、第 2 フェーズの 1 年目に当たる 2021/22 年度に比較して、2 年目の 2022/23 年度には開発

計画策定時期でも改善が見られた。例えば、2022/23 年度には 2022 年 10 月末時点で 37 郡が策定

済みだが、2021/22 年度には 2021 年 10 月末時点では 22 郡が策定済みに過ぎなかった。2021 年に

は新型コロナウイルス感染症の影響が非常に大きかったため単純な比較はできないものの、過去

の経験を活かせる 2 年目の方がより進捗が円滑に進んだものと考えられる。 
今後、開発計画を策定できる郡自治体数の増加と開発計画の質の向上、策定スケジュールの適

正化を図るためには、郡自治体の開発計画策定プロセスにおいて中心的な役割を担う UNO や郡

エンジニアの能力強化が必要である。ただし、UNO や郡エンジニアは郡自治体のプロパー職員で

はなく人事異動も頻繁にあるため、UNO や郡エンジニアの能力強化のための研修をどのように効

果的かつ効率的に行っていくかが今後の課題である。 
 
(6) 郡総合開発計画ガイドラインとマニュアルの改定 
郡総合開発計画ガイドラインについては、第 1 フェーズにおいて各県・郡レベルのコンサルテ

ーション、関係省庁や他ドナーからの意見聴取などを経て最終案がとりまとめられ、2021 年 2 月

に LGD の承認を得た。その後、細かい文言の調整などを経て、同年 8 月 16 日付でバングラデシ

ュ国内のすべての郡自治体に対して LGD から通達された（Memo No. 46. 045. 015. 00. 00. 02.2018-
459）。 

 
1) 郡総合開発計画ガイドラインの概要 
郡総合開発計画ガイドラインでは、開発計画の基本的意義と目的、法的根拠、郡自治体内で

の役割分担、5 ヵ年計画と年次開発計画それぞれの策定手順と工程などを示すとともに、実務的

に使いやすいものとなるよう各種フォーマットを整備した。同ガイドラインの概要は、表 2-8
のとおりである。なお、同ガイドライン（ベンガル語版と英語版）は、別冊資料 2 として添付

した。 
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表 2-8 郡総合開発計画策定ガイドラインの概要 

セクション 概 要 
1. イントロダクション 背景、目的、実施・責任機関、期間 
2. 開発計画サイクル、開

発成果の管理、PDCA
サイクルの基本 

2.1 開発計画の基本 
2.2 開発計画の目標と成果の管理 
2.3 開発計画を通じた PDCA サイクルの実施 

3. 開発計画の種類、郡開

発計画関連の法令や

行政組織の枠組み 

3.1 バングラデシュ政府の開発計画の種類（国家開発計画、セクタ

ー別開発計画、県開発計画、郡開発計画、ユニオン開発計画） 
3.2 郡開発計画関連の法令と枠組み 
3.3 郡開発計画に関連する主要な郡行政機関とその役割 

4. 5 ヵ年計画サイクル ⚫ 5 ヵ年計画の基本コンセプト 
⚫ 開発計画の策定、実施、モニタリング・評価のサイクルに関する

詳細な工程や手続き 
⚫ 郡行政機関と具体的役割分担 
⚫ 必要な書式とフォーマット 

5．年次開発計画サイクル ⚫ 年次開発計画の基本コンセプト 
⚫ 開発計画策定、実施、モニタリング・評価のサイクルに関する詳

細な工程や手続き 
⚫ 郡行政機関と具体的役割分担 
⚫ 必要な書式とフォーマット 

 
本プロジェクトでは、郡総合開発計画ガイドラインに加え、研修教材として郡総合開発計画

マニュアルの作成も支援した。同マニュアルは、郡自治体の開発計画に関連する中央政府職員、

郡自治体関係者、研修機関関係者などを対象として、同ガイドラインをより分かりやすく説明

している。また、研修機関が同マニュアルから必要な項目を参照し、研修に役立てることも想

定している。郡総合開発計画マニュアルについては、別冊資料 3 として添付した。また、同マ

ニュアルは、郡自治体関係者が自由にアクセスできるよう NILG のウェブサイト4にも掲載され

た。 
 
2) 郡総合開発計画ガイドラインの改定 
 郡総合開発計画ガイドラインは、先述したとおり、第 1 フェーズにおいて 5 ヵ年計画で 1 サ

イクル、年次開発計画で 3 サイクルの試行、県・郡レベルでのコンサルテーション、関係省庁

や他ドナーからの意見聴取を経て、最終案がとりまとめられた。同ガイドラインについては、

第 2 フェーズにおける各パイロット県での実施のプロセスを経て、より明確でわかりやすく、

現場で使いやすい内容にする必要があることが判明してきた。このため、第 2 フェーズにおけ

る年次開発計画 2 サイクルの実施状況を踏まえて、同ガイドラインの改定作業を行った。 
 郡総合開発計画ガイドラインの改定にあたっては、これまでの各パイロット県における実施

経験を踏まえて検討した。特に、パイロット郡への研修に直接従事した現地コンサルタントと

県コーディネーターから重点的にヒアリングし、教訓や提言を洗い出した。その結果、郡総合

開発計画ガイドラインの基本的な概念や構成については、郡自治体において開発計画を策定す

るうえで有効であることが確認された。他方で、開発計画策定の工程やステップ、関係者の役

割分担、各種フォーマットなどに関して、記述が不十分であったり、より具体的で明瞭な記述

 
4 NILG ウェブサイト： http://nilg.portal.gov.bd/site/files/379898cf-e082-4c0e-9c03-ea3fca508dc7/- 

http://nilg.portal.gov.bd/site/files/379898cf-e082-4c0e-9c03-ea3fca508dc7/-
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が必要であったり、あるいは一部重複している部分があるなど、改善点があることが明らかに

なった。これを受け、各工程やステップの明確化、各関係者の役割の明確化、フォーマットの

改善、重複箇所の修正・改善を行うことで、このガイドラインが現場の郡自治体関係者にとっ

てより使いやすいものとなるよう改定案を作成することにした。この方針は、2022 年 10 月 13
日に開催された合同調整委員会（JCC）第 4 回会合でも承認された。 
 この改定案については、2022 年 10 月から 11 月にかけて開催された 2022/23 年度の年次開発

計画に関するレビュー・ワークショップにおいて、各パイロット県・郡からフィードバックや

コメント聴取を行った。その結果、各パイロット県・郡からは改定案に対しおおむね好意的な

コメントが寄せられた。改定案における主な改善点を示す。 
⚫ 5 ヵ年計画について解説する章で計画策定の工程やステップがより詳細に説明されている

一方で、年次開発計画について解説する章では 5 ヵ年計画の章との重複を避けるために、

簡易な解説のみになっている。しかし、改定案では、年次開発計画に関しても詳細な解説

を追加し、わかりやすさを向上させた。 
⚫ 開発計画の策定、実施、モニタリング・評価の各工程やステップの記述が複雑で把握しに

くかったが、今回のガイドラインの改定では、それらをさらに細分化して説明することで

明確にした。また、各工程における郡自治体関係者の役割と責任をより明確に記載した。

これにより、各自の責任が明らかになり、協力体制の構築にも寄与するといえる。 
⚫ 公聴会などの既存の制度の有効利用を図るための助言を具体的に記載することで、現場で

使いやすいものなるよう配慮した。 
⚫ 開発計画を容易かつ効果的に策定することができるよう、必要な書式をガイドラインの添

付資料として追加した。 
 
 これらの県・郡レベルの関係者からのコメントを踏まえ、郡総合開発計画ガイドラインの改

定案は 2022 年 12 月にとりまとめられた。同改定案については、PD にも説明し、レビュー・ワ

ークショップで関係者から集めたコメントに関する報告書とともに LGD に提出した。今後、

LGD 内で速やかに最終確認し、承認の後、全郡自治体に通達されることが必要である。 
 
(7) 郡パフォーマンス・モニタリングに関するガイドラインの作成支援 
 LGD が郡自治体のガバナンス状況を的確に把握できるようにするため、第 2 フェーズでは郡パ

フォーマンス・モニタリングの設計と実施を支援した。この郡パフォーマンス・モニタリングに

ついては、第 2 フェーズ途中で UGDP と協議のうえ、UGDP の第 6 回パフォーマンス評価（6th 
Performance Assessment: PA6）と共同で実施されることになった。ここでは、その経緯も含め、郡

パフォーマンス・モニタリングに関する活動内容を記載する。 
 

1) 郡パフォーマンス・モニタリングに関する実施計画の変更 
当初、郡パフォーマンス・モニタリングは、各郡自治体の状況を把握できるようなオンライ

ン・システムの開発、拡大パイロット郡を対象にした同システムの試行と教訓の抽出、同シス

テムの改善を行う計画だった。このため、オンライン調査に最適化したガバナンス指標の作成

と同システムの開発を進めていた。さらに、地方自治体のモニタリングを所掌する LGD 内のモ

ニタリング・検査・評価局（MIE ウィング）への移転を見越して、MIE ウィングが開発し、そ

の施行準備を進めていた管理情報システム（Management Information System: MIS）への統合につ



バングラデシュ国郡自治体機能強化プロジェクト（UICDP）（第 2 フェーズ） 

プロジェクト業務完了報告書 

 21 

いても調整した。両システムの統合については、2021 年 11 月には、MIE ウィングの局長（Director 
General）から基本的な合意を取り付けた。 
その後、2022 年 3 月に UGDP のプロジェクト期間の延長が決定され、UGDP の PA6 がオンラ

インで実施される計画となったことを受け、郡パフォーマンス・モニタリングと PA6 を共同で

実施する計画が持ち上がった。UGDP にとってはオンラインで実施することによって PA6 の実

施期間を短縮できること、本プロジェクトにとっては PA6 で試行することにより全国レベルで

試行でき将来的な持続性が高まることという点で双方にとってメリットがあったことから、両

プロジェクトの PD 間で共同実施についての合意がなされた。さらに、2022 年 6 月 21 日の UGDP
のプロジェクト運営委員会（PSC）会合で PA6 を本プロジェクトが開発したオンライン・シス

テムで実施することが承認され、また 2022 年 10 月 13 日の本プロジェクトの第 4 回 JCC 会合

において PA6 と郡パフォーマンス・モニタリングの共同実施が正式に承認された。なお、UGDP
の PSC 会合には LGD の MIE ウィング局長も出席しており、本プロジェクトによって準備され

たガバナンス指標に基づき PA6 が実施されることについて了解されたことを受け、MIE ウィン

グの MIS との統合に向けた調整も進められた5。 
 

2) 郡パフォーマンス・モニタリングの実施支援 
郡パフォーマンス・モニタリングについては、上記のように、UGDP の PA6 との共同実施と

いう形で計画が変更されたことから、いったん準備していた指標案、オンライン・システム、

関係者に対する研修教材（プレゼンテーション）を改定するとともに、活動を実施する UGDP
の関係者を対象とする実施マニュアル類を整備し、ガイドライン案としてとりまとめた（別冊

資料 4）。当初予定のパイロット郡を対象とする場合とすべての郡を対象とする場合とでは、以

下のような異なる対応が必要となった。 
• 証拠書類の確認プロセスの効率化：パイロット 65 郡を対象とした場合は、本プロジェク

トにおいて各県に配置した県コーディネーターが DDLG の監督下で証拠書類を確認する

ことを想定していた。しかし、UGDP の PA6 では全 495 郡が対象となり確認対象が大きく

増加するため、外部の調査員に委託して証拠書類を確認させる必要が生じた。このため、

管理プログラムの拡充、証拠書類確認用のウェブ・ページの開発、電子メールなどで自動

的に対象郡に連絡するためのプログラム開発など、証拠書類の確認プロセスを効率化する

ために、開発したシステムを大幅に改定した。 
• 指標の最適化：郡パフォーマンス・モニタリングでは、郡関係者による入力作業が行われ

ることを前提として、できるだけシンプルで確認しやすい指標を想定していた。他方で、

UGDP の PA6 では過去 5 回の PA との継続性を確保する必要があるため、UGDP で前提条

件（Pre-Condition）として設定していた重要指標を極力維持しながら、確認書類をウェブ

上で確認可能な指標に絞り込むことにした。 
 

以上の検討を経て最終化された指標は、表 2-9 のとおり。 
 

 
5 PA6 の指標に関しては、MIE ウィングの情報管理システム（MIS）運用を受託している IT コンサルタントと協

議し、IT コンサルタントが MIS への統合作業を進めることで合意している。 
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表 2-9 モニタリング指標 

前提条件用指標 
1. 郡評議会月例会議 年間 9 回以上の開催（1 年に 12 回の実施が必要） 
2. 郡分野別委員会会合 1 回以上の開催（17 委員会が各 6 回の開催が必要） 
3. 予算書の作成 規定の書式を用いた予算書の作成 
4. 開発計画の策定 実施予定プロジェクトを含む年次計画の策定 
5．年間開発資金報告書の作成  規定の書式を用いた報告書の作成 
パフォーマンス計測用指標（各 10 点満点） 
1. 郡評議会月例会議の開催回数（9 回以上で 10 点／最大 12 回） 
2. 郡分野別委員会の開催回数（36 回以上で 10 点／最大 102 回） 
3. 予算書の作成時期（前年度 5 月以前の作成で 10 点） 
4. 資産管理簿の作成（動産・不動産の管理簿更新で 10 点） 
5. 年間開発資金報告書の作成時期（翌年度 8 月以前の作成で 10 点） 
6. 年間財務報告の作成時期（翌年度 12 月以前の作成で 10 点） 
7. 5 ヵ年計画の内容（ガイドライン上の主要 6 項目以上カバーで 10 点） 
8. 年次開発計画の内容（ガイドライン上の主要 6 項目以上カバーで 10 点） 
9. 情報担当官（Information Focal Point: IFP）（情報担当官のウェブ上での公開で 10 点） 
10. 市民憲章（Citizen Charter）（市民憲章のウェブ上での公開で 10 点） 

 
3) 郡パフォーマンス・モニタリングに関するガイドラインの作成 
 こうした経緯を経て、郡パフォーマンス・モニタリングに関するガイドライン（案）は作成

された。同ガイドラインの概要は、表 2-10 のとおり。詳細は、別冊資料 4 を参照のこと。 
 

表 2-10 郡パフォーマンス・モニタリングに関するガイドライン（案）の概要 

⚫ 郡パフォーマンス・モニタリングの概要 
⚫ PA6 で使用したガバナンス指標 
⚫ PA6 で使用した研修教材 
⚫ 証拠書類確認用マニュアル（PA6 用） 
⚫ PA6 用管理プログラム運用マニュアル 

 
 このガイドライン（案）は、今後、UGDP の PA6 により実施され、その実施プロセスにおけ

る教訓を踏まえて必要な改定を加えたうえで、最終的なガイドラインとしてとりまとめられる

見込みである。その後、LGD による郡自治体のガバナンス状況のモニタリングが効果的・効率

的に実施されるよう、同ガイドラインが活用されることが望まれる。 
 
(8) ウェブ・ベースでの郡パフォーマンス・モニタリングの試行 

UGDP の PA6 としての試行に際して、本プロジェクトが指標案の準備、オンライン・システム

の開発、その他実施に必要な研修教材・マニュアルなどの準備を担当し、UGDP が関係者への事

前研修、モニタリングの実施を担当するという役割分担とした。 
 本プロジェクトの現地活動をほぼ終えた 2022 年 11 月末時点で、オンラインによる郡自治体か

らの情報収集は継続中であり、12 月中旬を目途に完了する見込みである。2023 年初頭には、UGDP
により委託した調査員による証拠書類の最終確認、各郡自治体のパフォーマンス評価（順位付け）
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が行われる予定である。 
 この試行結果は MIE ウィングの MIS に引き継がれるため、将来的に同様のモニタリングをバ

ングラデシュ側が実施するための基盤を残すことができたといえる。また、この MIS の運営管理

を担っている IT コンサルタントとの面談などから、今回開発したシステムを現地リソースだけで

運用する技術的な能力もあると考えられる。 
 しかし、MIE ウィングによる継続的な運用のためには、以下の点を明らかにすることが必要で

ある。 
• 目的の明確化：UGDP が PA を実施するのは開発予算をパフォーマンスに基づいて提供する

ためという明確な目的がある。一方、現時点で LGD の MIE ウィングが各郡のモニタリング

を実施する目的は必ずしも明らかではない。例えば、郡自治体への開発予算をパフォーマン

スに基づいて配分するといった仕組みが制度化されるなど、明確な目標設定がないと活動

が継続されることは難しい。 
• 現場での運用・管理機能の確立：郡自治体のガバナンス状況をモニタリングするには、関係

者への事前研修や郡自治体職員によって入力された情報確認など、現場での準備や関係者

の理解の増進が不可欠であり、中央でシステムを準備するだけでは、その円滑な実施は難し

い。しかし、現在の LGD の組織体制では、現場での活動をきめ細かに準備させる機能はな

く、責任者も頻繁に交代するため、組織としての経験値が蓄積されることがない。このため、

LGD 内に技術移転が可能で、こうした経験値の蓄積が可能な仕組みが構築されることが望

まれる。 
 
(9) 地方行政副長官（DDLG）によるモニタリング報告支援 
当初計画では、各パイロット県の DDLG を郡パフォーマンス・モニタリングに関与させ、県レ

ベルでの実施を支援させるとともに、モニタリング結果を共有することを通じて、DDLG 本来の

役割である郡自治体への指導監督やモニタリングに関する能力を向上させることを意図していた。

また、この活動を通じて、DDLG がこの郡パフォーマンス・モニタリングでどの程度役割を果た

せるのか、または本来の役割を果たさせるためにはどのような対策が必要かを確認することも想

定していた。 
しかし、上述のように、本プロジェクトの郡パフォーマンス・モニタリングは UGDP の PA6 の

一環として実施されることになったため、DDLG には PA6 への協力を求めるにとどめることにな

った。これは、第一に UGDP の活動では DDLG による郡自治体への具体的な指導監督などを想定

していなかったこと、第二に全県の DDLG を関与させるための活動を実施するだけのリソースは

UGDP にはない、という理由が挙げられる。 
郡パフォーマンス・モニタリングに関し、今後の LGD によるモニタリング活動と DDLG の関

与に関して、以下の点を提案したい。 
• DDLG へのモニタリング結果の共有: オンライン・システムの利点として、モニタリング

結果の公開が容易であることが挙げられる。最終結果の確定後、速やかに DDLG にモニタ

リング結果を共有し、各県の郡自治体ごとのガバナンス状況に関する理解を促すことが必

要である。 
• パフォーマンス改善に向けた DDLGの関与: 前提条件を満たせていない郡自治体に対して、

その改善を働きかける場合には、関係する DDLG にも情報共有をすることが必要である。

特に、改善に向けたレターを発出する場合などには、必ず宛先に関係 DDLG を含め、当該
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DDLG も各郡自治体の状況を把握できるようにするとともに、当該 DDLG から各郡自治体

に必要な働きかけをするよう促す。 
 
(10) ロヒンギャ難民流入の影響を受けているウキア郡とテクナフ郡における COVID-19 感染拡

大の女性・女児への影響に係る現状調査と支援事業の提案 
本プロジェクトでは、ロヒンギャ難民流入の影響を受けているウキア郡とテクナフ郡のホスト

コミュニティの女性と女児が、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡大によってどの

ような影響を受けているのかにつき、特にジェンダーに基づく暴力 (Gender-based Violence: GBV) 
に焦点をあてて調査した。そして、この調査結果を踏まえ、それぞれの郡において実施可能な支

援事業を提案し、同事業が両郡の開発計画に適切に反映されるよう支援した。 
当初の業務計画では、現状調査、支援事業提案、両郡との協議を現地で実施する予定だったが、

COVID-19 の感染拡大によりすべての業務を遠隔から行うことになった。 
 

1) ウキア郡とテクナフ郡での COVID-19 感染拡大下の女性・女児への影響に係る現状 
ウキア郡とテクナフ郡のホストコミュニティの女性と女児の現状調査は、①バングラデシュ

政府、国際連合、国際 NGO などが公開している二次資料、②現地コンサルタントによるインタ

ビュー、③2021 年 9 月にウキア・テクナフ両郡で開催した「女性と子どもに対する暴力防止委

員会6」の委員を対象にした GBV についてのワークショップ、の 3 つの方法で情報収集を行っ

た。以下に主な現状を示す。詳細は、別冊資料 5 を参照のこと。 
a) 経済活動と生計 

バングラデシュの女性の労働参加率は 38.5%7と世界的にみても低いが、ホストコミュニ

ティにおける女性の労働参加率は 13％8とさらに低い。そして、経済活動に従事している

女性の 90％以上が最低賃金以下で働いており社会保障も受けられないインフォーマルワ

ーカーであり、コロナ禍で苦境にたたされている。国際機関と NGO 間の支援業務の調整

を行っているセクター間調整グループ（Inter-Sector Coordination Group: ISCG）によると、

女性の 90％以上が価格上昇によって食料へのアクセスが困難になったと述べている9。 
b) 保健と健康状況 

コロナ禍において借金を背負った世帯のほとんどは、健康悪化に起因する支出増による

ものであった 7。特に女性たちは病院に行くための交通手段がなく、その上、多くの医療

従事者が COVID-19 対応に従事させられ、性と生殖に関する保健や母子保健サービスを受

けることが困難になった 8,10。性と生殖に関する保健サービスについていえば、避妊具の

生産停止や流通の停滞、薬局の閉鎖などから家族計画サービスを受けることが困難となり、

望まない妊娠、危険な人工中絶などが増えた11 。2020 年 5 月に実施された ISCG の調査に

 
6 同委員会は、2014 年に女性子ども問題省の下ですべての郡とユニオンに設置されている。 
7 World Economic Forum (2021) Global Gender Gap Report 2021, https://www3.weforum.org/docs/WEF_GGGR_2021.pdf 
8 WFP (2021) Refugee Influx Emergency Vulnerability Assessment– REVA 2020, p.29 
https://reliefweb.int/sites/reliefweb.int/files/resources/REVA_4_Final_Report_April_2021.pdf 
9 ISCG (2020) In the shadows of the pandemic: the gendered impact of COVID-19 on Rohingya and Host Communities, 
https://reliefweb.int/sites/reliefweb.int/files/resources/in_the_shadows_of_the_pandemic_gendered_impact_of_covid19_on_r
ohingya_and_host_communities_october2020.pdf 
10 Mahtab and Azad (2021) Impact of COVID 19 on Sexual and Reproductive Health of Women in Bangladesh. Turkish 
Online Journal of Qualitative Inquiry. Vol. 12, Issue 7, pp.1181-1195, 
https://www.tojqi.net/index.php/journal/article/view/3844/2616 
11 Ibid. 
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よると、40%の女性が生理用品を十分に入手することができなかった 8。また、母子保健サ

ービスについていえば、妊産婦や新生児は保健施設に行くことで COVID-19 に感染するの

ではないかという恐怖感、移動規制や経済的困窮などから定期健診に行けず、死亡する妊

産婦が増えた 9。コロナ禍の特徴として、妊産婦のメンタルヘルスの悪化も大きな健康課

題であった 9。 
c) 教育 

バングラデシュでは、2020 年 3 月から 2021 年 9 月まで学校が閉鎖され、さらに 2022 年

2 月から再度 1 ヵ月間閉鎖された12。2020 年 5 月に実施された ISCG の調査によると、ホ

ストコミュニティの女性の 90％以上が、子どもたちが教育を受けることができなかった

ことがコロナ禍での最も大きな打撃であると回答している 8。政府は、携帯電話やラジオ、

インターネットを活用した遠隔教育を提供したが、貧困世帯の多くはそれらにアクセスで

きなかった 8。また、女児は男児と比較してコロナ禍前からインターネットへのアクセス

が低く13、思春期年齢の女子は、遠隔教育を受けることができずストレスを抱えており、

さらに家事の負担も増えた14。多くの支援団体は、教育を受ける機会を失った子どもたち

が児童労働や児童婚の犠牲になっていると報告している15。 
d) GBV 

 GBV は、危機的な状況において増加することが知られており、コロナ禍においては、世

界中で GBV が 30％増加した16。 
ホストコミュニティでは、コロナ禍で増加した GBV は、ドメスティック・バイオレン

ス（Domestic Violence: DV）と児童婚であった。DV 増加の要因としては、家庭の経済的困

窮や、家族員が家庭で長時間過ごすことによるストレスから、立場の弱い妻が暴力の犠牲

となったことが挙げられている。児童婚増加の要因としては、学校閉鎖により、親たちが、

学校に行かなくなった娘たちが家にいることで近所の男性たちから危険な目に遭わされ

ることへの不安の高まりや、家庭の経済的困窮などが挙げられている。 
 

2) ウキア郡とテクナフ郡における GBV 対策支援事業の提案と郡年次開発計画への反映に向け

た支援 
本プロジェクトでは、両郡の GBV 対策活動の実施にあたる「女性と子どもに対する暴力防止

委員会」の委員たちに対して、現地コンサルタントを通じてインタビューを実施した。その結

果、同委員会が機能していないこと、委員が GBV に関する法的な知識を持っていないことが課

題として挙げられた。また、委員たちは、地域で起きている GBV を知っており、委員の 7 割が

コロナ禍で GBV が増加していると認識していたにもかかわらず、その大半が GBV 被害者への

 
12 Learning loss must be recovered to avoid long-term damage to children’s well-being, new report says, March 12, 2022, 
https://www.unicef.org/bangladesh/en/press-releases/learning-loss-must-be-recovered-avoid-long-term-damage-childrens-
well-being-new [Access: June 12 2022] 
13 Berkley Center (2021) Educating girls and countering child marriage in Bangladesh opportunities for faith engagement, 
https://berkleycenter.georgetown.edu/publications/educating-girls-and-countering-child-marriage-in-bangladesh-
opportunities-for-faith-engagement; Bangladesh Planning Commission (2020) Sustainable Development Goals: Bangladesh 
Progress Report 2020 
14 iMMAP (2021) COVID-19 Impact on Children, https://immap.org/wp-content/uploads/2016/12/iMMAP_Bangladesh 
_COVID-19_Impact_on_Children_Thematic_Report_052021.pdf 
15 Ibid. 
16 Gender-Based Violence and COVID 19: Actions, Gaps and Way Forward, August 2 2022, https://reliefweb.int/report/ 
world/gender-based-violence-and-covid-19-actions-gaps-and-way-forward [Access September 3 2022] 

https://www.unicef.org/bangladesh/en/press-releases/learning-loss-must-be-recovered-avoid-long-term-damage-childrens-well-being-new
https://www.unicef.org/bangladesh/en/press-releases/learning-loss-must-be-recovered-avoid-long-term-damage-childrens-well-being-new
https://berkleycenter.georgetown.edu/publications/educating-girls-and-countering-child-marriage-in-bangladesh-opportunities-for-faith-engagement
https://berkleycenter.georgetown.edu/publications/educating-girls-and-countering-child-marriage-in-bangladesh-opportunities-for-faith-engagement
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対応をしていなかった。その要因として、委員間の協力体制が構築されていないため、GBV ケ

ースがあってもチームとして対応できないことが挙げられた。また、両郡はロヒンギャ難民を

多く抱えており、国際機関などの開発パートナーの支援を受けてGBV対策にあたっているNGO
が存在しているにもかかわらず、こうした NGO と郡レベル政府機関との連携が不十分で、特に

ウキア郡で連携が弱いことが確認された。 
インタビュー結果を受け、同委員会を機能させるための委員間の連携強化を目指して、地域

の GBV 情報を共有し、GBV に関する法令や同委員会における委員の役割と責任を確認すると

ともに、委員間の連携強化に必要な活動について協議するためのワークショップを 2021 年 9 月

に各郡でそれぞれ 2 日間開催した。同ワークショップのファシリテーターには、人権分野で活

動実績のある現地 NGO の「Ain O Salish Kendra」の職員を据え、そこで協議された活動が各郡

の年次開発計画に反映されるように働きかけた。 
テクナフ郡では、同ワークショップにおいて、児童婚と女性に対する暴力を防止するために

「女性と子どもに対する暴力防止委員会」の機能を強化するための活動が協議された。これを

受け、同郡の 2020/21 年度と 2021/22 年度の年次開発計画には、「児童婚と女性に対する虐待が

増加しており、女性と子どもに対する暴力防止委員会の機能強化が課題」と記載された。また、

2021/22 年の年次開発計画には、本プロジェクトの支援により UGDP の「Capacity Development 
Sub-Project」（CDSP）として、同委員会委員の能力強化活動の提案がとりまとめられた。この活

動は UGDP により採択され、2022 年 6 月に実施された（詳細は、別冊資料 5 参照）。 
ウキア郡でも、「女性と子どもに対する暴力防止委員会」の機能強化のための具体的な活動が

協議された。UGDP の CDSP の提案書も作成済みだが、郡評議会議長が体調を崩したことによ

り長期にわたって郡評議会の月例会議が開催されなかったことから、承認待ちの状態が続いて

いる。 
 

3) ウキア郡とテクナフ郡における GBV 対策支援事業に関する課題と政府への提言 
両郡で GBV 対策を推進するために「女性と子どもに対する暴力防止委員会」がチームとして

機能するための各担当の役割の確認、委員間の連携強化、法令や支援機関などの基礎的な知識

の確認などの能力強化を行った。しかし、現段階では、両郡のリソースのみでは、GBV 対策の

3 本柱である「GBV 防止」、「被害者保護」、「加害者訴追」ができるようになることは極めて困

難である。したがって、両郡に対しては GBV 対策に関する支援が引き続き必要である。特に支

援の必要性が高い 3 項目を以下に示す。 
a) 「女性と子どもに対する暴力防止委員会」の被害者保護のための支援能力強化 

同委員会は、多分野から成る専門家で構成されており、UNO が委員長で、女性問題担当

職員が事務局長を務め、警察、病院関係者、教員、郡評議会女性副議長、NGO などが委員

を務めている。しかしながら、委員間の協力体制は脆弱であり、両郡で実施している GBV
対策は児童婚禁止の啓発活動などがほとんどで、実際に GBV 被害者対応を行っているの

は警察、女性問題担当職員と NGO に限られていた。児童婚などの情報を有しているのは

教員であり、教員は児童婚阻止に向けた対応などにあたっていることがインタビューやワ

ークショップからわかったものの、児童婚をさせられそうになった女児のケアや保護支援

などは行っていない。DV についても、コロナ禍で DV が増加していると委員たちは実感

しているにもかかわらず、暴力を受けた女性たちの保護支援はしていない。NGO 以外の

委員たちは、GBV 対応が主要な業務ではないため、キャパシティ不足という課題もある。
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しかし、被害者の保護支援をしない限りは問題が顕在化せず、GBV の課題が取り残され、

解決されないことになる。したがって、NGO の委員と連携して、各委員が被害者の保護支

援を行えるようにケースマネージメント会議を開催するなど、プラットフォームの構築を

通じて各委員の被害者保護支援能力を強化するための支援が必要である。 
b) GBV 対策を実施している NGO との連携強化 

 「女性と子どもに対する暴力防止委員会」の委員の中で、GBV 専門のスタッフがいるの

は NGO だけであり、他の委員たちにとって GBV 対応は数ある業務の中の一つであるこ

とから、これら委員が GBV 被害者の保護支援を長期的に行うことは難しいといわざるを

得ない。しかし、両郡には GBV 対策を行っている NGO が存在し、これら NGO は開発パ

ートナーから資金的・技術的な支援も受けている。このため、これら NGO と協力関係を

構築することにより、同委員会の GBV 被害者保護支援能力が強化され、委員会として機

能も強化できる可能性が高いといえる。したがって、同委員会に対し、地域で GBV 対策

をしている NGO の情報収集、連携できる分野の特定、これら NGO との連携システムの

構築についての支援が求められる。 
c) GBV がジェンダーに基づく差別やジェンダー不平等な社会規範に起因することへの理解

の促進 
 本プロジェクトで実施したワークショップでは、「女性と子どもに対する暴力防止委員

会」の複数の委員から、「女性の役割は家族の世話をすることで、夫からの暴力を受けない

ように女性は忍耐強くなければいけない」や「しっかりした服装をしていない女性が性的

被害に遭う場合が多い」などジェンダーに基づく差別的な意見が述べられた。GBV 被害者

を保護する役割を担う委員がそのような考え方をもっていれば、被害者やその支援者が同

委員会や委員に支援を求めにくくなる。他方、UNO、女性課題担当職員、NGO の職員に

ついては、ジェンダー平等意識をもっていることが確認できており、委員間でもジェンダ

ー平等に関する意識の差があることが確認できた。 
GBV はジェンダーに基づく差別やジェンダー不平等な社会規範に起因するので、ジェ

ンダー平等意識の低い委員に対してジェンダー研修を提供し、GBV の根本的要因に対す

る共通理解を構築したうえで GBV 対策を実施する必要がある。このため、各委員が GBV
対策を行ううえで必要な基礎的な項目（ジェンダーの基礎概念、ジェンダーに基づく差別、

ジェンダー平等など）について学べるよう、各種教材や研修モジュールなどの整備や研修

実施に対する支援が求められる。 
 
(11) ロヒンギャ難民流入に係るホストコミュニティ支援（雨水利用施設の設置支援） 
第 1 フェーズでは、慢性的に飲料水が不足していたテクナフ郡において、ロヒンギャ難民ホス

トコミュニティ支援の一環として、またテクナフ郡の開発計画策定・実施能力の強化を支援する

ため、雨水利用施設の建設支援を行うことになった。医療施設や学校などの公共施設への設置を

念頭に、清潔な水へのニーズや受益者数、雨水利用施設の用地確保などを勘案して候補地をリス

トアップし、テクナフ郡の郡評議会議長、UNO、中等・高等教育局オフィサーらと調整のうえ建

設候補地をさらに絞り込んだ。その結果、飲料水が特に必要とされている 2 ヵ所の学校（「Marish 
Bonia SESDP Model High School」（以下、「MB 校」という）と「Alhaj Ali Achia High School」（以下、

「AA 校」という）に対して雨水利用タンクの建設支援を行うことになった。第 1 フェーズでは、

ベースライン調査を 2019 年 12 月に実施し、2020 年 1 月から建設工事を開始した。しかし、新型
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コロナウイルス感染症の感染拡大の影響で工事が中断し、そのまま第 1 フェーズは終了となった。 
こうした経緯を受け、第 2 フェーズでは、第 1 フェーズで準備した資材などの状況確認、工事

再開に向けた関係者との協議を行ったうえで、建設工事を再開した。雨水利用施設設置工事の概

要を以下に述べる。詳細は、別冊資料 6 を参照のこと。 
 

1）雨水タンクの設置場所の選定と工事再開準備 
第 2 フェーズでは、日本人専門家の遠隔での支援の下、現地コンサルタントが中心となって、

工事再開に向け、雨水タンク設置予定の学校関係者との協議を行った。2021 年 12 月には、関係

者と協議のうえ、各校 2 基、合計 4 基のタンク設置場所が合意された。 
この合意を受け、2022 年 1 月には現地再委託先の天水バングラデシュ社（Skywater Bangladesh 

Limited: SBL）のスタッフがテクナフ郡に入り、資材調達を完了させ、MB 校における雨水利用

タンクの建設工事を開始した。日本人専門家は遠隔で工事に対する指導監督を行った。同年 2
月には AA 校でも雨水タンク建設のための基礎工事を開始した。 

2022 年 3 月には、日本人専門家が現地へ渡航し、両校の雨水タンク建設場所の再確認と、SBL
による建設工事を指導監督した。その際、AA 校では、合意していた建設場所にモスクが建てら

れたことが判明したため、1 基の設置場所をさらに変更することになった。 
 

2）雨水タンクの設置工事 
雨水タンク 4 基の設置工事は、日本人専門家の遠隔での指導監督の下、SBL による工事がお

おむね計画どおりに進められた。4 基のうち、AA 校の設置場所が変更されたタンク以外の 3 基

については、2022 年 7 月にはすべての工事が完了し、雨水を貯められる状態になった。残りの

AA 校のタンクについても、同年 7 月末から 8 月上旬にかけて日本人専門家が現地に渡航して、

現場を確認しながら工事を進め、同年 8 月 24 日には雨水タンク 4 基の工事がすべて完了した。 
 

  
MB 校 AA 校 

図 2-3 完成した雨水タンクの利用の様子 

 
3）維持管理研修の実施 
両校での雨水タンクの完成を受け、両校では正式に天水活用維持管理委員会（Sky Water 

Harvesting System Maintenance Committee）が発足した。本プロジェクトでは、同委員会のメンバ
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ーを対象にした維持管理研修（Operation and Maintenance Training）を行った。 
MB 校では 2022 年 8 月 2 日に同委員会メンバーをはじめとする学校関係者や JICA バングラデシ

ュ事務所、本プロジェクト関係者などの参加の下で、AA 校では 8 月 4 日に同委員会メンバーや

本プロジェクト関係者などの参加の下で、それぞれ維持管理研修が実施された。雨水タンクの維

持管理のための視聴覚教材も作成し、本プロジェクトの終了後も天水活用維持管理委員会が自ら

維持管理を継続できるような環境づくりを整備した。 
 
2.2.3 成果 3（中長期研修計画）に関する活動 
 
(1) 中長期研修計画の実施体制の整備 

1) 中長期研修計画実施のためのワーキング・グループの設置 
中長期研修計画は、第 1 フェーズ期間中に、国立地方行政研修所（NILG）の研修局長（Director, 

Training and Consultancy）を議長とする中長期研修計画の策定のためのワーキング・グループ

（WG）会合を通じて作成作業が進められ、2020 年 2 月 18 日に WG により最終案がとりまとめ

られた。その後、2021 年 2 月に LGD により正式に承認された。中長期研修計画は、別冊資料 7
に添付した。この中長期研修計画については、NILG のウェブサイトにも掲載され、関係者がい

つでも閲覧できるようにしている17。 
第 2 フェーズでは、中長期研修計画の実施に向け、NILG 内で中長期研修計画の実施のための

ワーキング・グループ（WG）の設置準備が開始され、2021 年 12 月 26 日には、研修局長（Director, 
Training and Consultancy）を議長とする WG の設置が正式に NILG により承認された。表 2-11
に 2021 年 12 月の WG 設置当初のメンバーを示す。以降、人事異動などにより議長を含むメン

バーの入れ替わりが発生している。 
 

表 2-11 中長期研修計画実施のためのWGメンバー（2021年 12月当時） 

名前 役職 職位 
Mr. Abu Bakar Siddique 議長 研修局長 

（Director, Training and Consultancy） 
Mr. Md. Shafiqul Islam 事務局長 研修局次長 

（Joint Director, Training and Consultancy） 
Mr. Md. Mizanur Rahaman メンバー 研修局課長（Deputy Director） 
Ms. Nahida Parvin メンバー 研修局課長（Deputy Director） 
Mr. Mohammad Mainul Hossain メンバー 研修局係長（Assistant Director） 

郡デスク担当官（Upazila Desk Officer） 
Ms. Kamrun Nahar メンバー 研修局係長（Assistant Director） 
Mr. A Jehad Sarker メンバー 担当官（Assistant Officer） 

 
2) 中長期研修計画実施のための WG 会合の開催 
中長期研修計画実施のための第 1 回 WG 会合は、2022 年 2 月 14 日に開催され、以降隔月で

開催することが合意されたが、関係者のスケジュール調整が難しかったこともあって隔月での

 
17 NILG ウェブサイト: http://nilg.portal.gov.bd/site/files/379898cf-e082-4c0e-9c03-ea3fca508dc7/- 

http://nilg.portal.gov.bd/site/files/379898cf-e082-4c0e-9c03-ea3fca508dc7/-
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開催には至らず、WG 会合は本プロジェクト終了時までに 3 回開催された。 
表 2-12 に WG 会合で協議された主な議題を示す。 
 

表 2-12 中長期研修計画実施のためのWG会合と主な議題 

日付 会合 主な議題 
2022 年 
2 月 14 日 

第 1 回 • 中長期研修計画の内容確認、中長期研修計画の進捗状況と活動予

定、WG の開催頻度、WG 会合の議題設定方法、WG 会合のファシ

リテーター、県リソースチーム（DRT）の業務内容（TOR）の修

正 
2022 年 
6 月 28 日 

第 2 回 • DRT の TOR の修正、郡総合開発計画研修教材の Muktoppath への

アップロード、DRT 向け講師養成研修（TOT）実施のための予

算、NILG の 2022/23 年度の研修計画 
2022 年 
11 月 22 日 

第 3 回 • DRT のメンバー構成、2023/24 年度の研修計画、研修教材の

Muktopaath へのアップロード 
 

第 1 回 WG 会合では、以降の会合の進め方として WG メンバーでもある郡デスク担当官が会

合で協議すべき議題を事前に設定・準備すること、また会合当日は郡デスク担当官がファシリ

テーターを務めることが合意された。第 1 フェーズの中長期研修計画策定のための会合では本

プロジェクトの現地コンサルタントがこれらの役割を担っていたが、第 2 フェーズでは郡デス

ク担当官が中心になって行うことになった。中長期研修計画実施のための WG 会合は、本プロ

ジェクト終了後も継続して開催されることが予定されているものであるため、このように NILG
が主体的役割を担うことが確認できたことにより、NILG がオーナーシップをもって中長期研

修計画の実施を主体的に進めていける体制が整備されたといえる。 
 
(2) 地方行政強化事業が開発した基礎研修のウェブコンテンツ化 

1) 基礎研修のウェブコンテンツ化 
本プロジェクトの第 1 フェーズ中に UGDP が開発した、郡自治体に関する基礎研修用のプレ

ゼンテーション資料を用いて、これにベンガル語の解説音声を加えて動画コンテンツを作成し

た。この動画コンテンツは、①郡自治体の基本的な役割、②財政管理の基本、③公的調達ルー

ル、の 3 つのトピックで構成されている。これら動画コンテンツについては、NILG のウェブサ

イトに掲載されており、誰でも自由にアクセスして学ぶことができる状態にある（2022 年 11 月

時点）18。 
この基礎研修に関する動画コンテンツについては、郡総合開発計画研修の動画コンテンツ（後

述）とともに、UGDP で活用することを想定している。さらに、UGDP のパフォーマンス評価

でガバナンス指標として取り上げられている項目について解説した動画コンテンツも作成して

おり、これは今後も UGDP で活用されることを見込んでいる19。 
 
2) 郡総合開発計画研修のウェブコンテンツ化 
郡総合開発計画策定に関する研修教材は、第 1 フェーズ中に作成した「郡総合開発計画ガイ

 
18 NILG ウェブサイト: http://www.nilg.gov.bd/site/page/8d242e45-67f7-4f15-9f14-edcd3a448697/- 
19 現在は UGDP のサーバーを使って公開中であり、2023 年以降は UGDP の別サーバーで公開予定。現在のアド

レス：https://www.pa6.ugdp-lgd.org/pa6_2022/reference/basic/ 

http://www.nilg.gov.bd/site/page/8d242e45-67f7-4f15-9f14-edcd3a448697/-
https://www.pa6.ugdp-lgd.org/pa6_2022/reference/basic/
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ドライン」とこれに基づくマニュアル・フォーマットをもとにして、必要な説明や図解を加え、

郡自治体関係者にとって理解しやすくなるよう工夫し、パワーポイントのスライド形式で作成

した。第 2 フェーズでは、これら第 1 フェーズで作成したパワーポイントのスライドを動画形

式でウェブコンテンツ化した。ウェブコンテンツに馴染むよう、小単元ごとに再構成するとと

もに、ベンガル語の解説音声を加えた。また、受講者の理解を促すために小単元ごとに小クイ

ズを作成した。表 2-13 にウェブコンテンツ化した郡総合開発計画研修の構成を示す。 
 

表 2-13 ウェブコンテンツ化した郡総合開発計画研修の構成 

番号 セッションタイトル 単元数 小クイズ数 
1 Key Elements of Development Planning 1 1 

2 What is Development Plan? 3 4 

3 Formulation of Upazila Five-Year Plan (FYP) and Key 
Steps of FYP Cycle 

14 14 

4 Formulation of Annual Development Plan (AP) and Key 
Steps of AP Cycle 

9 8 

合計 27 27 
 
 
ウェブコンテンツ化した郡総合開発計画研修の研修スライドの一例を図 2-4 に示す。 

 

  

  

注：上段は英語版、下段はベンガル語版 

図 2-4 ウェブコンテンツ化した郡総合開発計画研修の研修スライドの一例 
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ウェブコンテンツ化した研修コンテンツは動画投稿サイトである YouTube 上にアップロード

した。パイロット郡に対するオンライン研修では、本プロジェクトで開発した研修用ウェブサ

イト上にそれら YouTube の研修動画へのリンクと小クイズを掲載し、各パイロット郡が自己学

習できるような体制を整えた。なお、同研修用ウェブサイトはあくまでパイロット郡に対する

オンライン研修の実施を目的として開発したものであり、本プロジェクト終了後に専門家チー

ムが継続して管理・運用することは困難であることから研修終了後に同ウェブサイトは閉鎖し

た。 
他方で、本プロジェクト終了後も郡自治体関係者のオンラインでの自己学習を可能とするた

めに、上記研修用ウェブサイトに掲載していた郡総合開発計画研修の研修動画は、小単元ごと

に NILG ウェブサイト20に掲載した。これにより、誰でもいつでも必要な時にアクセス可能な状

態となっている。なお、上記研修用ウェブサイトには小クイズを掲載するとともに専門家チー

ムへの問合せフォームも設けていたが、NILG ウェブサイトでは、NILG による管理の負担を考

慮して、YouTube 上の研修動画へのリンクのみを掲載する形としている。 
 
3) ウェブコンテンツの Muktopaath へのアップロード 
バングラデシュ政府は a2i（access to information）への取り組みとして、e ラーニングプラット

フォームである Muktopaath21を開発・運用している。NILG は Muktopaath のパートナー機関であ

り、かつ、自身で研修コースを Muktopaath にアップロードした経験がある。これを受け、上述

の基礎研修や郡総合開発計画研修のウェブコンテンツについても NILG を通じて Muktopaath に

アップロードするよう働きかけた。 
しかし、中長期研修計画実施のためのワーキンググループ（WG）の第 3 回会合において、

NILG が Muktopaath に教材をアップロードするためのアカウントを保有していないことが判明

したため、Muktopaath へのアップロードは見送らざるを得なくなった。 
このため、Muktopaath へのアップロードに代えて、本プロジェクトで作成した研修動画を含

む郡自治体向け研修教材一式をとりまとめ、UNO や郡エンジニア向けの研修を定期的に実施し

ている BCSAA、LGED、BARD、RDA、BIAM などにも提供することで、本プロジェクト終了

後も研修教材が継続的に活用されるための一助とした。 
 
(3) 郡開発計画研修に係る他の研修機関との連携 

1) 関連研修機関における郡総合開発計画研修の実施 
郡自治体の開発計画の策定・実施においては、UNO や郡エンジニア、その他の事業実施機関

（TLD）職員が中心的な役割を担っている。このため、これら職員が郡自治体の開発計画に関

する基礎的な知識を習得することが重要であるが、これら職員は中央の事業実施機関からの出

向であることから、数年単位で人事異動があり人が入れ替わる。このため、本プロジェクトで

は、これら職員に対して定期的な集合研修を実施している研修機関と連携し、本プロジェクト

で開発した郡総合開発計画研修を提供することにより、これらの職員に対し郡総合開発計画に

関する一定の知識を身に付けさせることが有効と考え、第 2 フェーズではこうした研修機関と

の連携を進めた。 

 
20 NILG ウェブサイト：http://www.nilg.gov.bd/site/page/8d242e45-67f7-4f15-9f14-edcd3a448697/- 
21 https://muktopaath.gov.bd/ 
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具体的には、郡自治体の開発計画の策定・実施において特に中心的な役割を担っている UNO
と郡エンジニアに対して定期研修コースを提供している、バングラデシュ公務員上級行政職ア

カデミー（Bangladesh Civil Service Administration Academy: BCSAA）と地方行政技術局（Local 
Government Engineering Department: LGED）と連携すべく調整を行った。調整の結果、以下の定

期研修コースにおいて、2 時間の時間枠を設けて本プロジェクトで開発した郡総合開発計画研

修を実施してもらう運びとなった。 
⚫ Fit-listed Upazila Nirbahi Officers (UNOs) Orientation Training Course (BCSAA) 
⚫ Special Foundation Training Course for Assistant Engineers of LGED (LGED) * 
 （*研修の実施は、LGED から RDA、BARD、BIAM に委託） 

 
本プロジェクトでは、PD や現地コンサルタントがこれら研修において講師を務めることを通

じて、これら連携先の研修機関を支援した。本プロジェクトで支援した研修コースを表 2-14 に

示す。これらの研修の実施にあたっては、受講者には本プロジェクトで作成した郡総合開発計

画ガイドラインとマニュアルを配布した。 

表 2-14 郡開発計画研修を実施した研修機関と研修コース 

日程 研修機関 研修コース名 対象者 受講者数 
2021 年 
12 月 8 日 

BCSAA Fit-listed UNOs Orientation 
Training Course 

新規に郡自治体に赴

任予定の UNO 
29 名 

2022 年 
2 月 22 日 

RDA Special Foundation Training 
Course for LGED Engineers 

LGED 所属のアシス

タント・エンジニア 
40 名 

2022 年 
2 月 28 日 

BARD Special Foundation Training 
Course for LGED Engineers 

LGED 所属のアシス

タント・エンジニア 
40 名 

2022 年 
4 月 12 日 

BIAM Special Foundation Training 
Course for LGED Engineers 

LGED 所属のアシス

タント・エンジニア 
30 名 

（凡例）BCSAA：バングラデシュ公務員上級行政職アカデミー、RDA：農村開発アカデミー、BARD：バング

ラデシュ農村開発アカデミー、BIAM バングラデシュ行政経営研修所 
 

2) 講師養成研修（TOT）の実施 
本プロジェクト終了後も BCSAA や LGED が実施する定期研修の中で郡総合開発計画研修が

各郡の主要行政官に対して継続的に実施されるためには、これら連携先の研修機関の講師が、

自ら郡総合開発計画研修の講師を務めることができるようになる必要がある。このため、2022
年 8 月 28 日に、BARD、BCSAA、BIAM、LGED、RDA、NILG からそれぞれ 2～3 名ずつを招

聘して講師養成研修（TOT）を実施した。 
上記の各研修機関には本プロジェクトで作成したガイドラインやマニュアル、研修教材（編

集可能な形にしたもの、研修動画ファイル）などを一式にして供与した。プロジェクト終了後

も、BCSAA や LGED が実施する定期研修において郡総合開発計画研修が継続的に実施される

ためには、LGD による研修内容の定期的な確認、LGD からのこれら研修機関への働きかけなど

が求められる。その際、本プロジェクトから供与した関係資料一式を活用することで、これら

研修機関にとって郡総合開発計画研修を実施する際のハードルを下げることができるといえる。 
表 2-15 に TOT に参加した各研修機関の参加者を示す。 
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表 2-15 講師養成研修（TOT）参加者の氏名・所属機関・役職 

番号 氏名 所属機関 役職 
1 Dr. Abdul Karim BARD Director 
2 Ms. Fouzia Nasreen Sultana BARD Joint Director 
3 Mr. Benzir Ahmed BARD Joint Director 
4 Dr. Molla Mahmud Hassan BCSAA Director (Planning & Development) 
5 Dr. K M Kamruzzaman Selim BCSAA Director (Administration) 
6 Mr. Shafikur Redwan Arman Shakil BCSAA Deputy Director (Planning & 

Development) 
7 Mr. Md. Abdul Malek BIAM Director (Training) 
8 Mr. Md. Ahsan Habib BIAM Deputy Director (Training) 

9 Mr. Mehadi Hasan BIAM Deputy Director (Administration & 
Development) 

10 Mr. Taufique Kibria LGED Executive Engineer (Planning & Research 
Unit) 

11 Mr. Mohammed Shafiullah LGED Executive Engineer (Planning & Research 
Unit) 

12 Mr. Md. Shafiqul Islam LGED Executive Engineer (CRIMP) 
13 Mr. Md. Shafiqul Islam NILG Joint Director (Administration & 

Coordination) 
14 Mr. Md. Mahfuzar Rahman NILG Assistant Research Officer 
15 Dr. Md. Shafiqur Rashid RDA Joint Director 
16 Mr. Maruf Ahmed RDA Assistant Director 

 
(4) 中長期研修計画のレビュー 
中長期研修計画については、その実施のための WG が設置され、会合を開催し始めたところで

あり、現段階で計画内容を見直す必要は生じていない。今後、同 WG が中心となって中長期研修

計画をレビューすることになっていることから、WG 会合において協議することが求められる。

レビューに際しては、コロナ禍を経てオンラインでの研修が受け入れられる素地がつくられてき

たことなどの環境変化、2024 年の郡評議会議員選挙後の研修実施の必要性などに対応することが

求められる。 
なお、中長期研修計画では、単年度ごとに研修計画を立てるのではなく、中長期的な視点から

5 年間に一度実施される郡自治体の選挙サイクルにあわせて郡関係者向けの研修を計画的に実施

することの重要性が指摘されている。5 年間に一度の郡自治体の選挙後のタイミングに合わせて

郡自治体関係者向けの対面型研修を全国一律に実施することは、NILG のキャパシティを考慮す

ると非常に困難であり、県リソースチーム（DRT）を活用しての段階的な研修の実施やオンライ

ン研修の導入を含めた新たな研修提供方法についての具体的な検討が求められる。また、郡自治

体選挙を通じて選出される選挙代表（郡評議会議長、副議長、女性副議長）の任期を考慮しなが

ら、自治体選挙直後の基礎研修（Orientation Training）に加え、中長期研修計画の中で提案されて

いる選挙の中間年のリフレッシャー研修（Refresher Training）の実施についても具体的な検討が求

められる。 
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2.2.4 プロジェクト全体に関する活動 
 
(1) 業務計画書（日本語）とワークプラン（英語）の作成 
 業務計画書（日本語）とワークプラン（英語）は、2020 年 12 月に JICA へ提出して承認を得た。

なお、ワークプラン（英語）については、第 3 回 JCC 会合で承認を受けた。 
他方、第 2 フェーズからの計画変更についてバングラデシュ政府内で承認を得るための技術協

力事業提案書（Technical Assistance Project Proposal: TAPP）についても、その改定案を 2020 年 12
月に LGD に提出し、修正などを経て 2021 年 5 月に承認を得た。これにより、プロジェクトの第

2 フェーズの実施計画が公式に承認されたことになる。なお、第 2 フェーズの活動自体は、正式承

認を待たずに 2020 年 12 月より開始していた。 
 
(2) 合同調整委員会等の開催 
合同調整委員会（JCC）については、第 1 フェーズ終了前の 2020 年 8 月にオンラインで開催さ

れた後、フェーズ 2 ではしばらく開催することができなかったが、2022 年 10 月 13 日に第 4 回

JCC 会合を開催することができた。その間は、プロジェクト実施委員会（PIC）を開催して、プロ

ジェクトの進捗管理を行った。第 2 フェーズ中の JCC と PIC の開催時期は、以下のとおり。 
⚫ PIC 第 2 回会合：2021 年 2 月 16 日（オンライン開催） 
⚫ JCC 第 4 回会合：2022 年 10 月 13 日 
 
2020 年 12 月の第 2 フェーズ開始後、第 2 回 PIC 会合が 2021 年 2 月に開催された。新型コロナ

ウイルス感染症の感染拡大下であったため、オンライン開催とした。同会合では、本プロジェク

トの成果品である 3 つの政策文書（中長期戦略、郡総合開発計画ガイドライン、中長期研修計画）

の承認状況、第 2 フェーズの活動に関する県・郡関係者とのオリエンテーションなどの活動の進

捗が報告されるとともに、フェーズ 2 のワークプランが承認された（議事録は添付資料 (7)-1 参

照）。なお、その後は、PIC の議長を務めるナショナル・プロジェクト・ディレクター（NPD）が

人事異動により空席となったこと、LGD 高官の日程調整が難航したことなどから、PIC を開催す

ることができなかった。 
第 4 回 JCC 会合は 2022 年 10 月に開催された。パイロット郡における郡総合開発計画の策定状

況などの活動が報告された。また、プロジェクトの終了を同年 12 月に控え、プロジェクト終了セ

ミナー兼国際セミナーの開催、プロジェクト終了後の各種活動の継続体制（特に、円借款地方行

政強化事業（UGDP）への引き継ぎ）につき協議した（議事録は添付資料 (7)-2 参照）。 
 
(3) モニタリングシートの作成 
本プロジェクトでは、プロジェクト目標や成果の達成状況、活動の進捗状況をプロジェクト・

デザイン・マトリックス（PDM）に沿って確認することを目的として、カウンターパート機関で

ある LGD と共同でモニタリングシートを作成した。第 1 フェーズ中にバージョン 6 まで作成して

いたため、第 2 フェーズでは、バージョン 7 から 10 まで作成した。各バージョンのモニタリング

期間は通常は 6 ヵ月だが、第 1 フェーズと第 2 フェーズの切れ目を挟んだバージョン 7 のモニタ

リング期間については、2020 年 3 月から 12 月までの 9 ヵ月間とした。各モニタリングシートは、

PD と協議して作成し、NPD の承認を得て最終化し、JICA に提出した。 
第 2 フェーズ中に作成したモニタリングシートは、表 2-16 のとおり。 
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表 2-16 第 2フェーズ中に作成したモニタリングシート 

Ver. ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ期間 主な報告事項 
7 2020 年 3 月 

～ 
2020 年 12 月 

 主な成果品である中長期戦略、郡総合開発計画ガイドライン、中長期研修計

画について、関係省庁のコメントを取り入れた最終ドラフトが作成され、

LGD の最終承認手続き中であることを報告。 
 第 3 回 JCC 会合において、第 2 フェーズの開始に先立ち、プロジェクト・

デザイン・マトリックス（PDM）上の一部の成果や活動、指標の改正が提案

され、承認されたことを報告。 
 第 2 フェーズのワークプランが JCC 第 3 回会合にて承認された旨を報告。 
 新型コロナウイルス感染症の拡大によるプロジェクト活動の停滞のリスク

が依然としてある旨を記載。 
8 2021 年 1 月 

～ 
2021 年 6 月 

 主な成果品である中長期戦略、郡総合開発計画ガイドライン、中長期研修計

画について、LGD 内の承認を得ることができたことを報告。 
 技術協力事業提案書（TAPP）の改正案が 2021 年 5 月に LGD に承認された

旨を報告。 
 新型コロナ感染症の影響により、パイロット郡向けの開発計画研修などの活

動が遅れ気味であることを報告。その対策として、オンラインでのフォロー

アップ活動、感染対策を講じたうえでの渡航再開などについて記載。 
9 2021 年 7 月 

～ 
2021 年 12 月 

 中長期戦略、郡総合開発計画ガイドライン、中長期研修計画について、LGD
により、すべての郡、県、管区と関係省庁に対し通達されたことを報告。 

 県地方行政副長官（DDLG）の役割と責任に関する通達を LGD から各パイ

ロット県の DDLG に通達した旨を報告。 
 このほか、戦略実施委員会（SIC）の開催準備、バングラデシュ公務員上級

行政職アカデミー（BCSAA）や地方行政技術局（LGED）との郡自治体開発

計画研修に関する連携、各パイロット郡における開発計画の策定状況などに

ついて報告。 
 新型コロナ感染症の感染拡大により、7 月には政府機関のロックダウン措置

がとられ、活動の進捗に大きな影響があったことを報告。その後、オンライ

ンでの活動実施、感染対策を講じたうえでの渡航などの対策をとったことに

ついて記載。 
10 2022 年 1 月 

～ 
2022 年 6 月 

 戦略実施委員会（SIC）第 1 回会合の開催、パイロット郡向け開発計画研修

の実施、中長期研修計画実施のためのワーキング・グループ会合の開催、

BCSAA や LGED との郡自治体開発計画研修に関する連携などにつき報告。 
 円借款地方行政強化事業（UGDP）との連携会議を開催。SIC と戦略実施デ

スク（SID）への支援、第 6 回パフォーマンス評価調査（PA6）において、超

プロジェクトで緊密に協力することを確認した旨を報告。 
 新型コロナ感染症については、3 月頃から落ち着きを見せており、引き続き

オンラインと現地業務とを組み合わせて活動を進めたことについて記載。 
 
(4) 郡自治体のガバナンス改善に関する各種イベントの開催 

 
1) プロジェクト終了セミナー兼国際セミナーの開催 
プロジェクト終了に際し、本プロジェクトの成果を発表するとともに、今後の取り組みにつ

いて関係者間で協議することを目的として、プロジェクト終了セミナー（Project Warp-up Seminar）
兼国際セミナーを 2022 年 12 月 4 日に開催した。併せて、日本の地方行政制度について共有す
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るとともに、バングラデシュの地方行政の今後のあるべき姿について協議するための国際セミ

ナーも同時開催とした。同セミナーは二部構成とし、第一部をプロジェクト終了セミナー、第

二部を国際セミナーとした。同セミナーには、LGD 高官のほか、関係実施機関、県・郡自治体

の関係者などから約 100 名の参加があった。 
第一部では、冒頭に本プロジェクトの成果をプロジェクトチームから発表した後、郡自治体

のガバナンス向上に向けて今後取り組むべき施策につき協議した。 
第二部では、明治大学経営学部の菊池教授に日本の地方行政制度の概要と経緯を発表いただ

き、その後、ダッカ大学公共政策学部のサラウッディン名誉教授（Dr. Salauddin M. Aminuzzaman）
にバングラデシュの地方行政制度につき発表いただいた。その後、ダッカ大学公共政策学部学

部長のアルフィナ教授（Dr. Ferdous Arfina Osman）、同学部のモバッサール教授（Dr. Mobasser 
Monem）、元政府次官で LGD のウパジラ担当次官補を務めたこともあるアミタブ氏（Mr. Amitavh 
Sarkar）がパネリストとして参加した。基調講演を踏まえて、パネリストからは、バングラデシ

ュでも時代の変遷にあわせて制度的枠組みは変わるべきであること、現状の課題を踏まえてど

のような制度的枠組みとすべきかなどについて発言があった。 
同セミナーの概要を表 2-17 に示す。 

 

表 2-17 ラップアップ・セミナー兼国際セミナーの概要 

目的 • 本プロジェクトの主な成果を関係者に共有するとともに、その成果を活

かした将来の取組について協議すること 
• バングラデシュの地方行政の将来のあるべき姿についての議論を進める

ための共通認識を構築すること 
主なプログラム 第一部：ラップアップ・セミナー 

- UICDP の成果に関するプレゼンテーション 
- 将来に向けた取組に関する協議 

第二部：国際セミナー 
 基調講演 1（菊池教授） 

- 日本の地方行政の歴史と変遷 
- 日本の地方行政制度の概要 

 基調講演 2（サラウッディン名誉教授） 
- バングラデシュの地方行政制度に関する現状と課題 

 パネルディスカッション 
 

2) 円借款「地方行政強化事業」との連携会議 
本プロジェクトの終了後における郡自治体への支援体制について協議するため、円借款「地

方行政強化事業」（UGDP）との連携に関する会議を、両プロジェクトの PD の出席の下、2022
年 6 月 9 日に開催した。同会議では、①本プロジェクトが実施予定の郡パフォーマンス・モニ

タリングと UGDP が実施予定の第 6 回パフォーマンス評価とを共同で実施すること、②本プロ

ジェクトの終了後には SIC と SID への支援を UGDP が引き継ぐこと、の 2 点が決議された。 
この決議については、UGDP 側では 2022 年 6 月 21 日に開催されたプロジェクト運営委員会

（PSC）で、本プロジェクト側では 2022 年 10 月 13 日に開催された合同調整委員会（JCC）に

てそれぞれ承認された。 
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(5) 広報 
本プロジェクトの広報活動は、LGD をはじめとする中央政府関係職員、パイロット郡関係者、

そのほかバングラデシュの郡自治体のガバナンスや地方行政に関心を持つ人々向けに本プロジェ

クトの活動を浸透させる目的で実施した。 
広報活動の主な取り組みは、プロジェクト概要を掲載したリーフレットを作成して各種研修や

会合などの様々な機会に広くバングラデシュ関係者に配布するとともに、第 1 フェーズ同様にプ

ロジェクトの紹介を印刷した紙ファイルやノート、エコバッグなどを研修参加者などに配布した。 
また、第 1 フェーズ中の 2019 年 8 月に開設したフェイスブックを通じて、第 2 フェーズでも引

き続きプロジェクト活動の進捗状況や研修、会議などの記事を英語とベンガル語で掲載し、広報

に努めた。フェイスブックに掲載した記事は表 2-18 のとおり。このほか、JICA バングラデシュ

事務所のフェイスブックにも記事の掲載を依頼し、活動状況の公開に努めた。 
 

表 2-18 プロジェクトのフェイスブックに掲載した広報内容 

掲載日 内容 
2021 年 4 月 13 日 Training on Upazila Development Planning for Upazila Chairmen, UNOs, and 

Upazila Engineers 
2021 年 4 月 25 日 Preparatory meeting with the Project Director 
2021 年 5 月 3 日 Orientation Seminar for DDLGs 
2021 年 6 月 2 日 Web-based Training on Development Planning 
2021 年 7 月 14 日 Meeting with DDLGs 
2021 年 9 月 6 日 Introduction to the articles (UICDP-3) published in “The Success Stories of the 

JICA Governance Program” 
2021 年 9 月 7 日 Introduction to the articles (UICDP-2) published in “The Success Stories of the 

JICA Governance Program” 
2021 年 9 月 12 日 Introduction to the articles (UICDP-1) published in “The Success Stories of the 

JICA Governance Program” 
2021 年 9 月 14 日 Announcement of publication the compiled book of three policy documents 

relating to the Upazila Parishad prepared by UICDP and supported by JICA & 
NILG 

2021 年 9 月 21 日 Brief description of the Upazila Integrated Capacity Development Project 
2021 年 10 月 11 日 UICDP Consultant team paid a courtesy call on Deputy Commissioner (DC) 

and Deputy Director, Local Government (DDLG) of Mymensingh District on 
10 October 2021 (Sunday). 

2021 年 10 月 12 日 Workshop on “Strengthening the Capacity of Committee on Violence against 
Women and Children” 

2021 年 10 月 19 日 UICDP organized a periodical meeting with the DDLGs of the Pilot Districts to 
review the progress of AP formulation of the pilot Upazilas. 

2021 年 12 月 28 日 BCSAA includes a Session on Upazila Development Planning in their Training 
Course for Fit-listed UNOs 

2022 年 2 月 17 日 1st meeting of Strategy Implementation Committee (SIC) under Local 
Government Division (LGD) held 
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掲載日 内容 
2022 年 3 月 2 日 RDA & BARD introduced sessions on Upazila Development Planning in their 

Foundation Training Course for the Engineers of LGED 
2022 年 3 月 13 日 UICDP Organized Web-based Training on Upazila Development Planning for 

the Second Time 
2022 年 3 月 13 日 Young LGED Engineers received lectures on Upazila Development Planning 
2022 年 3 月 21 日 JIGO Newsletter published two articles of UICDP in the March edition 
2022 年 4 月 17 日 BIAM Introduced a Session on Upazila Development Planning for the 

Engineers of LGED 
2022 年 5 月 16 日 The Follow-up Training on Upazila Development Plan for Upazila 

Functionaries organized by District Administration 
2022 年 6 月 7 日 JICA Local Governance Advisor visited UICDP and UGDP areas 
2022 年 6 月 14 日 UICDP and UGDP organized a meeting on collaboration 
2022 年 6 月 14 日 JIGO Newsletter published the success story of UICDP and the article on the 

training on Upazila Development Planning. 
2022 年 7 月 19 日 NILG introduced an e-learning course on development planning at the Upazila-

level 
2022 年 9 月 4 日 The 2nd meeting of Strategy Implementation Committee (SIC) under Local 

Government Division (LGD) held 
2022 年 9 月 7 日 UICDP Organizes Training of Trainers -ToT Course on Upazila Development 

Planning 
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3 プロジェクト実施運営上の課題・工夫・教訓 
 
3.1 プロジェクトの運営体制 
 
 本プロジェクトでは、意思決定機関である合同調整委員会（JCC）の下に、プロジェクト実施事

務所（Project Implementation Office）が設けられた。プロジェクト実施事務所には、バングラデシ

ュ側カウンターパート機関の地方行政総局（LGD）から、ナショナル・プロジェクト・ディレク

ター（NPD）1 名、プロジェクト・ディレクター（PD）1 名、副ディレクター（DPD）2 名がそれ

ぞれ配置され、日本側からは各分野の専門家チームが配置されている。日々の活動は、主に PD が

統括し、DPD が PD を補佐している。重要な意思決定は、NPD が担っている。 
 また、本プロジェクトでは、パイロット郡を選定して開発計画の策定・実施支援などのパイロ

ット活動を行っている。第 2 フェーズでは、各パイロット県の地方行政副長官（DDLG）の下に県

コーディネーターを配置し、各パイロット郡の活動を支援する体制を取った。 
本プロジェクトの実施運営体制は、図 3-1 のとおりである。 

 

図 3-1 プロジェクトの実施運営体制 
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3.2 プロジェクトの実施・運営上の課題とその克服のための工夫 
 
 本プロジェクトの業務進捗報告書では、第 1 フェーズを通じて明らかになった課題とその克服

のためにとった工夫を述べたが、本報告書では第 1 フェーズで指摘した事項も含め、改めてプロ

ジェクト期間全体の課題とその克服のための工夫について述べる。 
 
3.2.1 カウンターパート機関の能力強化に関する課題と工夫 
 
本プロジェクトでは、当初、JICA が 2004 年に作成した「キャパシティ・ディベロップメント

ハンドブック」の概念を踏まえ、以下のような組織レベルの能力強化を目指していた。 
LGD：郡自治体が総合調整機能を発揮できるように支援するための政策を立案し、実施し、そ

の成果をモニタリングできる能力 
NILG：郡開発計画をはじめとした郡自治体向け研修計画を立案し、実施することができる能力 
郡自治体：開発計画の策定プロセスを通じて、縦と横の総合調整機能を発揮できる能力 

 
 しかし、第 1 フェーズの活動を通じて、こうした組織レベルの能力強化を図ることは困難であ

ることが判明した。以下に、カウンターパート機関の能力強化に関する課題について述べる。 
 
(1) 地方行政総局の組織・人事体制と能力強化 
第 1 フェーズのプロジェクト業務進捗報告書にも記載したが、本プロジェクトのカウンターパ

ート機関である地方行政総局（LGD）の幹部職員の多くは、バングラデシュ国家公務員（BCS）上

級行政職（Administration Cadre）であり、本プロジェクトのナショナル・プロジェクト・ディレク

ター（NPD）やプロジェクト・ディレクター（PD）、副プロジェクト・ディレクター（DPD）も BCS
行政職である。BCS 行政職の公務員は政府の中枢を占め、各種政策の意思決定にかかわるものの、

自ら手を動かして各種政策文書案をドラフトする機会は少ない。さらに、BCS 行政職は、ゼネラ

リストとして省庁をまたぐ人事異動の対象となるため、数年で他省庁に異動となることが多く、

LGD 関係者の能力強化を図っても、それが組織内に蓄積されづらい人事制度となっている。 
他方、BCS 行政職の日々の勤務状況に目を転じれば、各種会議への出席、政治家からの陳情対

応などに追われており、また、公務員数が非常に少ないということともあいまって、実際に自ら

政策を作り上げるために必要なインプットやアウトプットをする時間がとれない環境にあること

もまた事実である。 
 こうした課題が第 1 フェーズで特定されたことを受け、第 2 フェーズでは、LGD 内に制度的枠

組みやその実施体制を残すことを重視して活動を進めた。これにより、プロジェクト終了後の持

続性の確保も見据えた仕組みづくりについては一定の成果を上げることができたといえる。 
 
(2) 地方行政総局のプロジェクトに対する意識 
 第 1 フェーズのプロジェクト業務進捗報告書でも指摘したが、地方行政総局（LGD）では、プ

ロジェクト活動と通常の行政活動とを区別する傾向があり、プロジェクト活動の成果を通常の行

政活動とリンクさせようという意識は必ずしも高くない。本プロジェクトの責任者である PD に

は、プロジェクト期間を通じて計 3 名の PD が任命されたが、LGD 内の局長級（Joint Secretary）
職員の人員不足や各局長の業務量のバランスなどを背景に、初代の PD として水資源担当の局長
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（Joint Secretary）が、2 代目 PD として都市部担当（Urban Wing）局長が、3 代目 PD として法務

担当（Law Branch）局長がそれぞれ任命され、いずれも郡自治体担当（Upazila Branch）の局長や

課長は任命されなかった。その結果、プロジェクト活動と政策との関連付けが難しく、本プロジ

ェクトを通じて把握された課題やその対応策がプロジェクトレベルでしか効果を発揮できず、

LGD 内に組織として蓄積され、政策に反映される可能性が低くなってしまっていた。 
 こうした状況に対応するため、第 2 フェーズでは、本プロジェクトの活動に LGD が組織として

関わるメカニズムを設けた。具体的には、中長期戦略の実施を担う戦略実施委員会（SIC）を定期

的に開催して郡自治体担当の次官補・局長や課長も含めた LGD 高官と政策について議論する場を

つくったほか、この SIC の事務局を担う戦略実施デスク（SID）を郡自治体第二課内に設置するこ

とで、定期的な政策協議ができる体制を構築した。 
これに加え、第 1 フェーズに引き続き、郡自治体担当の次官補や課長と密に連絡を取り、本プ

ロジェクトに関連する円借款「地方行政強化事業（UGDP）」と UNDP が支援する「効率的で説明

責任を果たせる地方自治体」（EALG）プロジェクトとの連携を深めることにより、本プロジェク

トを含め、個々のプロジェクトの活動成果が少しでも LGD の組織内に蓄積されるよう留意した。

これら 3 プロジェクト間では、第 2 フェーズ中も 2 度にわたり調整会議を開催したほか、特に

UGDP 支援プロジェクトとの間では、活動成果の引き継ぎや郡パフォーマンス・モニタリングの

共同実施などで緊密な連携を図った。 
 
(3) 国立地方行政研修所の能力強化 
国立地方行政研修所（NILG）は、本プロジェクトのカウンターパート機関のひとつであり、本

プロジェクトの DPD2 名のうち 1 名は NILG から任命されている。しかし、第 1 フェーズのプロ

ジェクト業務進捗報告書でも指摘したとおり、NILG は、組織全体として、プロジェクトは自らの

通常の活動とは別物という意識が強く、プロジェクト活動を通じて組織の能力強化を図り、より

良い研修の提供を実現しようとする姿勢が不十分である。その背景には、バングラデシュの公務

員制度や NILG 内の人事制度に起因する問題があると考えられ、こうした姿勢を変えることは非

常に難しいと考えられたことから、第 2 フェーズでは、第 1 フェーズ同様、NILG 職員に本プロジ

ェクトに対する当事者意識をもってもらえるような工夫をしつつも、NILG 以外の研修機関との

連携を深めることにより、プロジェクト活動の持続性の向上を図った。 
前者の当事者意識の醸成のための取り組みとしては、中長期研修計画実施のためのワーキング

グループ（WG）において NILG 職員が主導する形で運営が進むよう工夫した。本プロジェクト終

了後の持続性を考慮し、同 WG の運営と議事については、NILG で郡自治体向け研修を担当する

郡デスク担当官（Upazila Desk Officer）が主導する形をとり、NILG のみで WG 会合が開催される

よう支援した。専門家チームはオブザーバーとして参加するにとどめ、会合開催に向けた働きか

けはするものの、専門家自身が会合開催準備のための具体的な資料作りなどの支援をすることは

控えた。その結果、会合開催回数自体は本来の予定より少なくなってしまったものの、専門家か

らは会合開催についての働きかけしか行わなかったにもかかわらず、NILG 自身の手によって WG
会合が 3 回にわたって開催された。このように、郡デスク担当官が主導して NILG の関係者間で

郡自治体関係者向けの研修の在り方について議論する仕組みができるという成果を上げることが

できた。ただし、現状の体制下で、外部からの働きかけなしに、この動きが継続するかというと

心もとない面は否めない。このため、WG 会合の開催が軌道に乗るまでの間は、JICA「地方行政

アドバイザー」長期専門家の支援によりNILGの研修局長や郡デスク担当官に働きかけることで、
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WG 会合継続の可能性を高めていくことが必要である。 
後者の NILG 以外の政府研修機関との連携については、バングラデシュ公務員上級行政職アカ

デミー（BCSAA）や地方行政技術局（LGED）との連携を深めた。BCSAA は新任 UNO 向けの研

修を、LGED はアシスタント・エンジニア（Assistant Engineer）22向けの研修をそれぞれ実施して

いる。UNO と郡エンジニアは、いずれも郡自治体の開発計画の策定において重要な役割を果たす

職員であることから、BCSAA と LGED が提供する研修プログラムに、本プロジェクトで開発し

た郡総合開発計画研修のプログラムを組み込むことができれば、本プロジェクトの終了後もこれ

ら機関によって郡開発計画の実施に関する研修が継続的に提供されることになる。こうした観点

から、第 2 フェーズの早い段階から BCSAA や LGED との調整を重ね、両機関が提供する研修プ

ログラムに、本プロジェクトで開発した郡総合開発計画研修のプログラムを組み込むことで合意

することができた。2021 年 12 月から 2022 年 4 月にかけて、BCSAA と LGED が提供する研修プ

ログラムにおいて本プロジェクトの PD や現地コンサルタントが研修講師を務めたほか、2022 年

8 月にはこれら機関の講師を対象とする講師養成研修（TOT）を実施した。なお、LGED はアシス

タント・エンジニア向け研修をバングラデシュ農村開発アカデミー（BARD）、農村開発アカデミ

ー（RDA）、バングラデシュ行政経営研修所（BIAM）に委託して実施していたことから、これら

3 機関の講師も同 TOT の対象に加え、さらに NILG からの参加者も加えて TOT を実施した。この

ように、郡自治体の主要な行政官である UNO と郡エンジニアの能力強化を念頭に置いて、新任

UNO と郡エンジニアとして配属される可能性のあるアシスタント・エンジニア向けに、継続的に

研修を提供できる体制ができたことにより、本プロジェクトの終了後も郡総合開発計画が継続的

に全国の郡自治体に展開される基礎を構築することができたといえる。 
本プロジェクト終了後も BCSAA と LGED により郡総合開発計画を含む研修が継続的に実施さ

れるようにするためには、LGD による定期的な研修内容の確認、必要に応じた働きかけが求めら

れる。こうした LGD によるアクションが本プロジェクトの終了後も確実に行われるようにするた

めには、JICA「地方行政アドバイザー」長期専門家や JICA バングラ事務所による当面のフォロー

アップがあれば、その可能性がより高まるといえる。具体的には、BCSAA と LGED がそれぞれ実

施する新任 UNO 向けの研修やアシスタント・エンジニア（Assistant Engineer）向け研修の中に、

郡開発計画研修が含まれているかの定期的な確認とフォローアップが有効である。さらに、UGDP 
において、SICなどの場を通じ LGDに対し上記確認や働きかけをリマインドすることができれば、

LGD のコミットメントの確保に有効であると考えられる。 
以上のような形で、NILG 内の当事者意識を高めるための体制づくりを支援するとともに、新任

UNO とアシスタント・エンジニア向けに継続的に研修ができる体制を構築したことにより、本プ

ロジェクトの活動の持続性を一定程度高めることができたと考えられる。 
 
(4) 郡自治体の能力強化 
 郡自治体については、これまでの業務進捗報告書でも指摘したとおり、根本的にマンパワーが

不足しており、また人事異動によって職員が頻繁に入れ替わるという特徴がある。こうした特徴

を踏まえれば、研修による能力強化の取り組みは行いつつも、それに重点を置くのではなく、政

府による明確な指示と県レベルでの支援体制、オンライン教材による学びの機会の提供という仕

組みづくりを通じて、質は必ずしも高くなくともできるだけ多くの郡自治体が開発計画を策定で

 
22 郡エンジニアには、アシスタント・エンジニアレベルの LGED 職員が配置される。 



バングラデシュ国郡自治体機能強化プロジェクト（UICDP）（第 2 フェーズ） 

プロジェクト業務完了報告書 

 44 

きるような取り組みを進めることが効果的と考えられる。このため、第 2 フェーズでは、郡自治

体の能力強化は行いつつも、郡自治体が開発計画を策定できるような仕組みづくりとその検証を

より重視して活動を進めた。 
 各郡自治体が開発計画の策定に取り組む際、第 1 フェーズで課題として浮かび上がったのは、

各パイロット郡に配置された県コーディネーター自身が実際に手を動かして開発計画のドラフト

をしてしまうという実態であった。これでは、プロジェクト終了後に外部の支援がなくなれば、

郡自治体が開発計画を策定できない状況に戻ってしまう可能性が高い。このため、第 2 フェーズ

では、まずは開発計画の策定の必要性を各郡自治体に浸透させることを優先し、質が多少落ちた

としても多くの郡自治体が開発計画を策定できるようになることを目指して、仕組みづくりを試

行することにした。 
具体的には、業務進捗報告書に記載したとおり、第 2 フェーズからは、当初パイロット郡が存

在する県をパイロット県とし、パイロット県内のすべての郡をパイロット郡とすることに計画を

変更した23。このように、県コーディネーターが実際に手を動かして支援することが不可能な規模

にまでパイロット郡の数を大幅に拡大することを通じて、県コーディネーターらが開発計画をド

ラフトするという問題を避けられる環境を整えた。 
 さらに、LGD によるレターという形で中央からの指示を明確に出し、県レベルでは DDLG が県

コーディネーターを通じて各郡自治体の活動をモニタリングするという仕組みを試行した。これ

に加えて、オンライン研修教材を整備し、各郡自治体が自由に開発計画に関する基礎的な概念や

プロセス、構成を学ぶことができる体制を整えた。 
この仕組みを試行した結果、第 2 フェーズ中の年次開発計画サイクル 2 回において、2021/22 年

度で 34 郡（52.3％）が、2022/23 年度で 37 郡（56.9%）が、それぞれ郡総合開発計画ガイドライン

に基づいた、一定の質の開発計画を策定することができた。郡総合開発計画ガイドラインに基づ

いたといえないまでも郡評議会において開発計画を承認した郡を含めると、2021/22 年度で 37 郡

（56.9%）、2022/23 年度で 47 郡（72.3%）であり、多くの郡自治体が一定程度の開発計画を策定で

きたということができる。このように、第 2 フェーズで試行した仕組みにより、第 1 フェーズの

ように手厚い支援がなくとも、第 2 フェーズで試行した LGD による明確な指示と県レベルでの支

援体制、オンライン教材による学びの機会の提供という仕組みによって、多くの郡自治体が一定

程度の開発計画を策定できることが確認された。 
今後、LGD は、本プロジェクトで試行した仕組みを全国展開するための取り組みを進めること

が必要である。ただし、LGD のみで全国展開が進むとは期待できないため、外部からの働きかけ

は必要と考えられる。こうした観点から、JICA「地方行政アドバイザー」長期専門家と JICA バン

グラデシュ事務所には、年次開発計画に関する毎年のリマインドレターの発出、LGD に対するフ

ォローアップの必要性の説明、オンライン研修教材の紹介などの働きかけをお願いしたい。特に、

LGD による指示に加え、オンライン会議などを通じた各県に対するフォローアップがあれば、年

次開発計画策定を策定する郡自治体の数は増えると見込まれる。こうした外部からの働きかけを

継続できれば、LGD 内や各郡自治体に徐々に年次開発計画策定に関する意識が浸透し、本プロジ

ェクトを通じて一定の有効性が確認された仕組みを全国展開できる可能性を高めることができる

と考えられる。 

 
23 本プロジェクトの当初計画では、第 1 フェーズは 10 のパイロット郡で活動を試行し、第 2 フェーズでは各県 2
郡ずつ増やして合計 3 郡を拡大パイロット郡として活動することにしていた。 
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3.2.2 プロジェクトの実施体制等に関する課題と工夫 
 
(1) 地方行政総局とのコミュニケーション 
 第 1 フェーズの業務進捗報告書にも記載したが、本プロジェクトの事務所は NILG 内に置かれ

ており、LGD がある政府庁舎（Secretariat）とは離れた場所にある。NILG と政府庁舎間の移動に

は、通常でも 1 時間程度、交通渋滞が激しいときは 2 時間近くかかることも珍しくない。さらに、

政府庁舎内に入るには許可証（Secretariat Pass）が必要であることから、日本人専門家が LGD と

の対面コミュニケーションを日常的にとることは難しかった。 
このため、第 2 フェーズにおいても引き続き現地人材を有効に活用した。元政府高官で、政府

内の意思決定プロセスに詳しく、政府庁舎内に入るための許可証を保有している者をはじめとす

る複数の現地人材が、日本人専門家不在の間も、NPD や PD とコミュニケーションを取りながら

プロジェクトの活動を進められる体制をとった。さらに、新型コロナウイルス感染症の拡大の中

でオンライン会議も普及したことから、必要に応じてオンライン会議で意思疎通を図ることもで

きるようになり、LGD としっかりとコミュニケーションを取りながら活動を進められるようにな

った。 
 
(2) 県・郡レベルでの実施体制 
 第 2 フェーズからは、合計 8 のパイロット県とその県内のすべての 63 郡自治体を対象とし、こ

れにウキア郡とテクナフ郡を加えた計 65 郡を対象として活動を実施した。パイロット郡の数が

65 にまで拡大したことから、個々のパイロット郡をきめ細かく支援することは難しくなった。こ

のため、第 2 フェーズでは各パイロット県の地方行政副長官（DDLG）を巻き込むことを重視し

た。さらに、県コーディネーターを各 DDLG の下に配置することで、各パイロット郡の状況が適

時に DDLG に共有されるような体制を整えた。 
具体的には、第 2 フェーズ開始後すぐに DDLG 向けのオリエンテーションを開催して本プロジ

ェクトにおける DDLG の役割、郡自治体開発計画の重要性、DDLG としてその策定を支援するこ

との重要性などを PD から説明し、各 DDLG からの理解を得た。さらに、第 2 フェーズ中の両年

度とも、パイロット郡向け開発計画研修を実施するに先立ち、PD と DDLG との会合をセットし

て各 DDLG の意識の向上を図った。また、各パイロット郡による開発計画の策定状況をモニタリ

ングするための会合を持ち、各パイロット郡における開発計画策定状況、作業が遅れ気味のパイ

ロット郡などを DDLG に共有し、DDLG によるフォローアップも依頼した。実際、年次開発計画

の策定が遅れ気味のパイロット郡が多いパイロット県では、DDLG が各郡自治体の UNO に直接

連絡して具体的な指示を出すことにより開発計画の策定が進むなど、DDLG によるフォローアッ

プが一定の効果を発揮した。 
 
3.2.3 プロジェクトの活動に関する課題と工夫 
 
(1) 郡自治体のガバナンス改善に向けた政策課題への意識向上 
本プロジェクトでは、LGDをカウンターパート機関として郡自治体のガバナンス向上を図った。

ただし、3.2.1 (1) (2) でも述べたような人事制度や公務員制度、あるいはプロジェクトに対する意

識などを背景として、LGD 高官・職員は、郡自治体のガバナンスに関する制度的・政策的課題、
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あるいはそれらに起因する現場の課題を必ずしも十分に認識していない状況が続いた。 
郡自治体ガバナンスに関する課題や必要な施策については、中長期戦略にておおむね網羅して

おり、第 1 フェーズではその策定過程において多くの会合や協議の機会を持ち、また、第 2 フェ

ーズでは各施策の進捗確認につき SIC を通じて行ってきた。しかし、PD や NPD あるいは郡自治

体担当次官補／局長／課長の人事異動が複数回あったこともあって、SIC の会合などにおいてそ

の時々の個別課題について議論することはあっても、中長期戦略に記載したような郡自治体に関

する課題の全体について LGD と共通認識を共有することは難しかった。例えば、郡総合開発計画

の策定促進や質の改善のためには、LGD からの指示出しや関連ガイドラインの整備、研修の提供

だけでは不十分で、郡自治体と事業実施機関との関係性の検証、郡分野別委員会の運営実態の確

認、開発計画と開発予算（LGD から配賦される開発交付金を含む）との関連付けなど、様々な要

素を考慮する必要がある。こうした全体観を持って個々の課題に対処することで、より効果的・

効率的な活動ができるようになり、また、活動や成果の持続性も向上するといえるが、こうした

課題全般についての問題意識を共有できた頃には NPD や PD に人事異動が生じるという状況が続

いたことから、本プロジェクトでは、こうした政策課題全般についての共通認識を醸成するとい

う部分で課題が残ったといわざるを得ない。今後、郡自治体のガバナンス向上、そのための環境

づくりを担う LGD の政策策定能力の向上も視野に入れ、こうした政策課題全般について協議でき

る場を持つことが重要であろう。その際、本プロジェクトを通じて得られた郡自治体の現場の実

態、法令・政策とのギャップ、その背景理由や改善へ向けた論点などを具体的に提示することで、

より効果的で具体的な成果に結びつくような協議が可能になるといえる。 
法令・政策の規定と郡自治体の現場レベルでの活動のギャップについては、中長期戦略にも記

載されているが、本プロジェクトを通じて、例えば、次のような課題が特定されている。 
⚫ 郡自治体法では、17 の事業実施機関が郡自治体に移管されることが定められているが、こ

れら事業実施機関の職員は郡自治体ではなく所属元への帰属意識が強い。このため、事業実

施機関の情報が郡自治体に十分に共有されないという課題がある。各郡自治体の事業実施

機関の職員の人事は所属元の事業実施機関に管理されていることから、これら職員の意識

が郡自治体ではなく、所属元に向いても無理からぬ面がある。さらに、現在の郡自治体のキ

ャパシティを考慮すれば、これら事業実施機関を郡自治体に移管して、郡レベルの事業や行

政サービスを郡自治体がすべて管理することも現実的ではない。むしろ、中央の事業実施機

関がすべてを管理した方が効果的であろう。このような観点から、郡自治体に移管すること

自体の是非、移管する場合の人事制度や予算措置など制度設計や運用も含めた総合的な検

討が必要である。 
⚫ 郡分野別委員会（Upazila Committee）は多くの郡で設置されているものの、同委員会の会合

開催は必ずしも法令どおり 2 ヵ月に 1 回行われていないなど、同委員会が十分に機能して

いないケースが多い。郡分野別委員会の制度には、会合の開催頻度が郡評議会総会である月

例会議より少ないこと、同委員会の構成（議長：評議会副議長、委員：ユニオン議長 2 名）

が分野課題を議論するには不十分であることなどの課題があり、郡自治体法の規定どおり

に施行しようとすること自体に無理がある。郡分野別委員会の設置目的とその目的に即し

た役割の再定義、各分野の議題を適切に協議できるようにするための構成員の見直し、開催

頻度や運営方法の見直しなどにつきしっかりと協議したうえで、郡分野別委員会の制度自

体の見直しも含めた活性策を検討する必要がある。 
⚫ 郡自治体法では 5 ヵ年計画と年次開発計画を策定することと定めているが、個別プロジェ
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クトによる支援を受けた郡自治体以外では、これらの計画はほとんど策定されていない24。

年次決算報告（Annual Financial Statement）についても同様である。その背景には、郡自治体

のマンパワー不足など構造的な問題がある。個々のプロジェクトによる支援がなくとも郡

自治体が法令上の義務を適切に果たすことができるよう、郡自治体の体制も含めた検討が

必要と考えられる。 
 
郡自治体のガバナンス改善を継続的に図っていくためには、こうしたギャップや問題意識を

LGD 内で共有し、共通認識をもって郡自治体のガバナンス改善に取り組めるような環境づくりが

必要である。第 2 フェーズの終了時には、プロジェクト終了セミナーに併せて国際セミナーを開

催し、こうした大所高所からの議論を促す試みも行ったが、こうした試みは単発では効果を発揮

し得ない。今後、LGD は、SIC などの政策について関係者間で協議する機会を活用して、こうし

た政策課題全般についての検討を継続する必要がある。SIC には、JICA「地方行政アドバイザー」

長期専門家、JICA バングラデシュ事務所の参加も想定されていることから、SIC などの場を通じ

て、必要に応じ LGD への働きかけができれば、こうした政策面の検討がより一層進みやすくなる

と考えられる。 
 
(2) 国立地方行政研修所の対応応力の限界を考慮した研修実施体制 
第 1 フェーズの業務進捗報告書でも指摘したとおり、国立地方行政研修所（NILG）はすべての

地方自治体に対する研修を担っている。バングラデシュの地方自治体としては、2022 年 10 月末

現在、64 県、495 郡、4,562 ユニオン、12 中核都市、330 地方都市が置かれている。この数は、

NILG の組織的、予算的、物理的な対応能力を大きく超えており、これらすべての地方自治体に対

して NILG が必要な研修を提供することは非現実的である。実際、NILG による研修でカバーされ

ている地方自治体は、一部にとどまっている。 
本プロジェクトの第 1 フェーズでは、こうした制約を前提としつつ、その中でどうすべきかと

いう観点から NILG を支援してきた。中長期研修計画策定のための WG での議論では、県リソー

ス・チーム（DRT）を県レベルで組織し、同チームが各郡に研修を提供する仕組みが提案され、こ

れが中長期研修計画に盛り込まれた。第 2 フェーズ中、DRT 関係者への研修を通じた DRT 組成の

取り組みは NILG のイニシアティブにより一定程度進められたものの、すべての県で DRT を組成

し機能するまでには至っていない。業務進捗報告書でも指摘したが、こうした体制づくりに必要

な予算や人員を NILG が確保することは容易なことではなく、また、研修を受けられる地方自治

体の数を増やすことについての NILG のコミットメントが十分でない中では、NILG や LGD に

DRT の推進を期待することは必ずしも現実的ではない。さらに、組織上、NILG が直接 DRT に指

揮・監督する権限を有していないことも課題であり、中長期研修計画で提案されているような DRT
のメカニズムを通じてすべての郡自治体をカバーする研修体制を確立することは必ずしも容易で

はない。 
こうした事情を考慮し、また、中長期戦略が定める 7 つのターゲットのうちの一つとして「全

ての郡自治体をカバーする研修メカニズムが確立され、実施されること」が謳われていることも

 
24 UGDP の郡パフォーマンス評価調査では、ほとんどの郡自治体で開発計画を策定しているとの結果が出ている

が、こうした差異が出ているのは対象とする開発計画が異なるためである。本プロジェクトでは、郡総合開発計

画ガイドラインの内容に一定程度即した開発計画を対象としている。 
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踏まえ25、これを実現するための方策として、本プロジェクトでは、e ラーニングの活用、NILG 以

外の研修機関との連携を進めた。e ラーニングについては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大

によりオンライン研修として実施せざるを得ない状況になった。当初、NILG 内には対面式研修で

なければ効果が十分ではないとの意識も根強く、オンライン研修ではなく対面式での研修を望む

意見も多くあったが、郡自治体関係者からは e ラーニングの活用について好意的な意見も多く寄

せられた。もっとも対面かオンラインかについては、その目的と状況に応じて使い分けるべきも

のである。例えば、基礎的な内容は e ラーニングによる自主学習で、他の参加者とのグループワ

ークや議論、経験の共有が必要な内容は対面式で実施するなどが考えられる。両者のメリット・

デメリットを踏まえ、研修の目的と状況に応じて e ラーニングと対面式研修を組み合わせること

によって、如何に効果的な研修を提供していくかが NILG には求められている。 
さらに、第 2 フェーズでは、UNO やアシスタント・エンジニアに対して定期的な集合研修を実

施している BCSAA や LGED といった機関との連携を重視した。具体的には、これら機関が提供

する研修プログラムに本プロジェクトで開発した郡総合開発計画研修を組み込むための調整を進

め、その組み込みについて両機関から合意を得ることができた。これら機関の研修講師に対し、

講師養成研修（TOT）も提供した。その詳細については、3.2.1 (3) に記載した。 
 
(3) 情報通信技術を活用した業務の効率化 
 第 2 フェーズでは、情報通信技術（ICT）を活用して郡パフォーマンス・モニタリングを試行し

た。地方自治体のガバナンス状況のモニタリングについては、LGD のモニタリング・検査・評価

局（MIE Wing）の管轄と考えられるが、同局によるモニタリングは、従来、ほとんど実施されて

こなかった。個別プロジェクトの活動としては、UGDP による郡自治体のパフォーマンス評価を

はじめとして、世界銀行が支援する地方行政支援事業（LGSP）によるユニオン自治体のパフォー

マンス評価などが実施されてきたが、いずれも調査会社などを委託先として選び、数百万タカ程

度のコストをかけてこれら委託先が各地方自治体を訪問して実施するものであった。 
 これに対し、本プロジェクトでは、各郡自治体のガバナンス状況をモニタリングできるオンラ

イン上のシステムを開発し、そのシステムを活用することで効率的にモニタリングができる仕組

みを設計した。この郡パフォーマンス・モニタリングについては、UGDP の第 6 回パフォーマン

ス評価（PA6）との共同実施となったことから、すべての郡自治体に対してこのオンライン・シス

テムを試行できることになり、今後の全国展開に向けた試金石になったといえる。 
こうした ICT の活用については、バングラデシュ政府は「デジタル・バングラデシュ」（Digital 

Bangladesh）と銘打って国策として進めており、実際、民間レベルでは一定の技術的蓄積があり、

ICT を用いたシステム構築の基盤は存在するといえる。しかし、これまで LGD では ICT 技術の活

用はまだ十分行われておらず、LGD のモニタリング・検査・評価局（MIE ウィング）も管理情報

システム（MIS）を導入しているが、その活用はまだ進んでいない。 
今回の郡パフォーマンス・モニタリングにおけるオンライン・システムの活用により、従来の

プロジェクトでとられていたような各郡自治体を直接訪問する方法に比べて、時間と費用を大幅

に削減でき、郡パフォーマンス・モニタリングの実施が大きく効率化されるといえる。今後、同

システムを使って PA6 を実施する UGDP により、このオンライン・システムの試行結果が検証さ

れ、必要な改善点が特定される見込みである。LGD は、今後、UGDP による試行結果を踏まえて、

 
25 Target 7: Training mechanism that covers all Upazila Parishads is established and implemented. 
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ICT を活用したより効率的なモニタリング体制を整備することが求められる。 
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4 プロジェクト目標の達成度 
 
4.1 概況 
 
 本プロジェクトの第 1 フェーズと第 2 フェーズの活動を通じ、プロジェクト・デザイン・マト

リクス（PDM）上のプロジェクト目標、成果 1 から 3 までに関する指標については、すべて達成

することができた。以下、それぞれの達成状況について述べる。 
 
4.2 プロジェクト目標に関する指標の達成状況 
 
 本プロジェクトのプロジェクト目標とその指標は以下のとおりであり、各指標はいずれも達成

済みである。 
 

プロジェクト目標 
To establish a framework to improve “comprehensive coordination capacity” of Upazila Parishad. 
指標 (1) 
30% of the Strategic Components listed in the roadmap of the Mid- and Long-term Strategy 
for Upazila Parishad Governance Improvement are implemented. 
指標 (2) 
50% of the extended pilot Upazila Parishads formulate their respective APs, based on the 
Guidelines for Upazila Integrated Development Planning. 
指標 (3) 
At least three (3) government training institutes develop training programs based on the 
Guidelines and Manual for Upazila Integrated Development Planning. 

 
指標ごとの達成状況を以下に述べる。 

 
(1) 指標 1 の達成状況 
 中長期戦略には、全体で 66 の戦略コンポーネントが定められており、このうち 24（36.4%）を

実施済みである。 
 
(2) 指標 2 の達成状況 
 全体で 65 あるパイロット郡のうち、2022/23 年度の年次開発計画を郡総合開発計画ガイドライ

ンに基づいて策定した郡自治体は 37 郡（56.9%）であった。 
 
(3) 指標 3 の達成状況 
 本プロジェクトで策定を支援した郡総合開発計画ガイドラインに基づいて、国立地方行政研修

所（NILG）、バングラデシュ農村開発アカデミー（BARD）、農村開発アカデミー（RDA）の 3 つ

の政府系研修機関が研修プログラムを開発した。 
 さらに、郡主任行政官（UNO）向けに研修を提供するバングラデシュ公務員上級行政職アカデ

ミー（BCSAA）、アシスタント・エンジニア向けに研修を提供する地方行政技術局（LGED）と協

議して、BCSAA や LGED が提供する研修プログラム内に本プロジェクトで開発した郡自治体開

発計画研修を組み込むことで合意した。これを受け、BCSAA と LGED、さらには LGED の委託を
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受けて郡エンジニア向けに研修を提供する NILG、BARD、RDA、バングラデシュ行政経営研修所

（BIAM）に対して講師養成研修（TOT）も提供した。この TOT への参加者は 16 名であった。 
 
4.3 成果 1（中長期戦略）に関する指標の達成状況 
 
 本プロジェクトの成果 1 とその指標は以下のとおりであり、各指標はいずれも達成済みである。 
 

成果 1 
Mid-term strategy for Upazila Parishad Governance Improvement is developed and its implementation 
mechanism and monitoring system is established. 
指標 (1) 
Mid-term strategy for Upazila Parishad Governance Improvement is approved by LGD. 
指標 (2) 
The monitoring guidelines are drafted and implemented in the pilot Upazila Parishads. 

 
指標ごとの達成状況を以下に述べる。 

 
(1) 指標 1 の達成状況 
中長期戦略は、2021 年 2 月に LGD により承認され、2021 年 8 月 16 日付の通達（Memo No. 

46.045.015.00.00.02.2018-459）によりすべての郡自治体関係者と関係省庁に送付された。 
 

(2) 指標 2 の達成状況 
郡パフォーマンス・モニタリング（UPM）のガイドライン（案）は作成済みであり、実施され

ている。なお、UPM が円借款「地方行政強化事業」（UGDP）と共同で実施されることになったた

め、このガイドライン（案）の実施は UGDP によりパイロット郡だけでなく全郡を対象に実施さ

れた。UGDP による実施スケジュールは、政府調達手続きなどにより本プロジェクトの終了後に

までずれ込むことになったため、実施結果のレビューと改善にまでは至っていない。 
 
4.4 成果 2（郡自治体総合開発計画）に関する指標の達成状況 
 
 本プロジェクトの成果 2 とその指標は以下のとおりであり、各指標はいずれも達成済みである。 
 

成果 2 
Model for Upazila Integrated Development Plan and related guidelines are developed. 
指標 (1) 
Guidelines of Upazila Integrated Planning is approved by LGD. 
指標 (2) 
50% of the extended pilot Upazila Parishads formulate their respective APs for FY 2021/22, with 
at least 10 sectors included in their respective situation analyses. 
指標 (3) 
Number of Upazilas which formulate development plans through coordination with Union 
Parishads and Paurashavas. 
指標 (4) 
At least one workshop/training to share good practices among extended pilot Upazila Parishads is 
conducted per year. 
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指標ごとの達成状況を以下に述べる。 
 
(1) 指標 1 の達成状況 
郡総合開発計画ガイドラインは、2021 年 2 月に LGD によって承認された。その後、同ガイド

ラインは、LGD により 2021 年 9 月にバングラデシュ国内の全郡自治体に対して通達された。ま

た、2022 年 5 月には 2022/23 年度の年次開発計画を同ガイドラインに基づいて策定するよう促す

通達が、LGD から全郡自治体に発せられた。 
 
(2) 指標 2 の達成状況 
第 2 フェーズでは、LGD によって承認された郡総合開発計画ガイドラインに基づき、2021 年か

ら年次開発計画策定の支援が行われた。 
2022/23 年度の年次開発計画において 10 セクターを含む問題分析（Situation Analysis）を実施し

ていたパイロット郡は、65 郡中 40 郡（61.5%）であった。 
2021/22 年度の年次開発計画で 10 セクターを含む問題分析を実施していたパイロット郡は、65

郡中 34 郡（52.3%）であった。 
なお、指標では 2021/22 年度の年次開発計画における状況を確認することになっている。これ

は、第 2 フェーズの活動計画の策定時に、プロジェクト終了が 2022 年 12 月に予定されており、

各パイロット郡の年次開発計画の策定状況に関する情報の収集・分析が間に合わなくなる可能性

があったことから、2021/22 年度を対象とすることにしたためである。 
 
(3) 指標 3 の達成状況 

2022/23 年度の年次開発計画において、ユニオンや地方都市の問題分析を含めたパイロット郡の

数は、65 郡中 43 郡（66.2%）であった。 
2021/2022 年度の年次開発計画では、ユニオンや地方都市の問題分析を含めたパイロット郡の数

は 65 郡中 14 郡（21.5%）と総じて少なかった。その結果を受け、2022/23 年度の研修でこの点を

指摘するとともに、DDLG や県コーディネーターによるフォローアップを行い、年次開発計画で

ユニオンや地方都市の問題分析を含めたパイロット郡の数を 43 郡（66.2%）まで増加させること

ができた。 
なお、本指標では具体的な達成水準が定められていないが、LGD と JICA バングラデシュ事務

所とも協議のうえ、指標 2 を準用して 50%以上かどうかで達成の有無を判断することが適当であ

るとして運用した。 
 
(4) 指標 4 の達成状況 
第 2 フェーズでは、パイロット郡が年次開発計画の策定後、フォローアップ研修やレビュー・

ワークショップを行い、策定中に直面した問題点や課題、その解決方法を学ぶ機会を提供してき

た。2021/22 年度は、2021 年 10 月から各パイロット県レベルでフォローアップ研修を開催し、そ

の中で開発計画策定プロセスにおける優良事例を共有してきた。2022/23 年度には、年次開発計画

に関するレビュー・ワークショップを 2022 年 10 月から各パイロット県レベルで開催し、その中

で各郡自治体による優良事例の共有を行った。 
 なお、2021/22 年の年次開発計画の策定プロセスでは、8 優良事例を特定し、2022 年 3 月に優良
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事例集として整理した。この優良事例については NILG のウェブサイトにも掲載し26、広く研修教

材としての利用も促している。また、2021/22 年度の 3 郡自治体（ウッラパラ郡、バケルゴンジ郡、

チュアダンガ・ショドール郡）の優良事例については、JICA バングラデシュ事務所が発行したガ

バナンス分野の成功事例集（Success Stories of JICA Governance Program）に掲載されている。 
 
4.5 成果 3（中長期研修計画）に関する指標の達成状況 
 
 本プロジェクトの成果 3 とその指標は以下のとおりであり、各指標はいずれも達成済みである。 
 

成果 3 
Capacity of NILG and related institutions to implement trainings for Upazila Parishad stakeholders is 
strengthened. 
指標 (1) 
Mid- and Long-term Training Plan for Upazila Parishad Functionaries (2020-2030) is approved 
by LGD. 
指標 (2) 
50 faculty members from NILG and government training institutes receive TOT using training 
materials by UICDP. 

 
指標ごとの達成状況を以下に述べる。 

 
(1) 指標 1 の達成状況 
中長期研修計画は、2021 年 2 月に LGD の承認を受けた後、関係者に配布されるともに、NILG

のウェブサイトにアップロードされた27。中長期研修計画の記載に基づき、2021 年 12 月には中長

期研修計画の実施のためのワーキング・グループ（WG）が NILG 内に設置され、2022 年 2 月 14
日に第 1 回会合を、2022 年 6 月 28 日に第 2 回会合をそれぞれ開催し、中長期研修計画の実施に

向けた協議を行った。 
 

(2) 指標 2 の達成状況 
第 1 フェーズ終了時までに、NILG、BARD、RDA の講師合計 53 名が UICDP で作成した研修教

材を活用して行った郡総合開発計画研修の講師養成研修（TOT）を受講した。 
第 2 フェーズでは、2022 年 8 月に LGED の中央研修ユニット（Centra Training Unit）において

郡総合開発計画研修の TOT を実施し、BARD、BCSAA、BIAM、LGED、RDA、NILG から計 16 名

が参加した。 
 

 
26 NILG ウェブサイト: https://nilg.portal.gov.bd/site/files/1e3437b6-41d0-4d54-b851-2d0bf6b4d01d/ 
27 NILG ウェブサイト: http://nilg.portal.gov.bd/site/files/379898cf-e082-4c0e-9c03-ea3fca508dc7/- 

https://nilg.portal.gov.bd/site/files/1e3437b6-41d0-4d54-b851-2d0bf6b4d01d/
http://nilg.portal.gov.bd/site/files/379898cf-e082-4c0e-9c03-ea3fca508dc7/-
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5 上位目標の達成に向けての提言 
 
5.1 上位目標の達成状況と見込み 
 
 本プロジェクトの上位目標とその指標は、以下のとおり。 
 

上位目標 
Promoting development works and public service delivery, based on the regional characteristics, 
through strengthened capacity of Upazila Parishad 
指標 (1) 
60% of the Strategic Components listed in the roadmap of the Mid- and Long-term Strategy for 
Upazila Parishad Governance Improvement are implemented. 
指標 (2) 
60% of the Upazila Parishads nationwide formulate their respective APs, based on the Guidelines for 
Upazila Integrated Development Planning. 

 
 本プロジェクトの上位目標は、「郡自治体の行財政能力が強化され、地域の特性に応じた開発事

業及び公共サービスが円滑に実施される」である。この達成度合いを確認するための指標は 2 つ

定められている。第一に、中長期戦略のロードマップに掲載されている戦略コンポーネントのう

ち 60%が実施されること、第二に、全国の 60%の郡自治体が郡総合開発計画ガイドラインに基づ

いて年次開発計画を策定すること、である。 
 それぞれの達成見込みを以下に述べる。 
 
(1) 指標 1 の達成見込み 
指標 1 で定めている中長期戦略のロードマップには全体で 66 の戦略コンポーネントが定めら

れていることから、その 60%を達成するには 40 以上の戦略コンポーネントを実施することが求め

られる。戦略コンポーネントの実施状況については、戦略実施委員会（SIC）においてその進捗が

報告されているが、プロジェクト終了直前の第 3 回 SIC 会合での報告によれば、実施済みの戦略

コンポーネントが 24、一部実施済みが 20、未実施が 22 となっている。実施済みと一部実施済み

を足し合わせれば 44 であり、今後、40 以上の戦略コンポーネントを実施することは、容易ではな

いものの十分に達成可能な水準にあるといってよい。 
SIC は中長期戦略の実施状況を適切にモニタリングし、関係者に必要な指示を出すことを主な

任務としているが、この SIC への支援については、本プロジェクトの終了後は UGDP に引き継い

でいくことが両プロジェクト間で合意されている。このため、LGD による UGDP を通じた実施に

おいてさらに多くの戦略コンポーネントが実施に移されるよう、本プロジェクトでも UGDP への

関係資料の共有や必要な活動の引き継ぎを行った。 
 
(2) 指標 2 の達成見込み 
 指標 2 で定めている全郡自治体の 60%の水準は、全 495 郡自治体のうち 297 郡ということにな

る。つまり、297 郡において、郡総合開発計画ガイドラインに基づいて年次開発計画を策定するこ

とが求められている。本プロジェクトの第 2 年次では、パイロット 65 郡のうち 37 郡（56.9%）が

郡総合開発計画ガイドラインに基づいて年次開発計画を策定した。この水準から考えると、プロ
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ジェクトの終了後に、全国で 60%以上の郡自治体が年次開発計画を策定するという指標を達成す

ることは難しいといわざるを得ない。 
 しかし、本プロジェクトの第 2 フェーズにおいて、県コーディネーターによる直接の支援がな

くとも、LGD による各郡自治体への明確な指示、標準教材の準備、オンライン研修の提供、DDLG
によるフォローアップなどがあれば、一定程度の水準の年次開発計画を各郡自治体において策定

することができることが実証された。つまり、LGD による強いリーダーシップとコミットメント

があれば、決して不可能な水準ではないと考えられる。この点に関して、3.2.1 (4) で述べたよう

に、JICA「地方行政アドバイザー」長期専門家や JICA バングラデシュ事務所による最小限度のフ

ォローアップがあれば、達成の可能性はさらに高まるといえる。 
 
5.2 上位目標の達成に向けての提言 
 
 上位目標の指標となる戦略コンポーネントの実施と郡年次開発計画の策定のいずれについても、

その達成に向けた LGD による強いコミットメントが求められる。そのコミットメントを前提とす

れば、達成できる可能性は十分にあると考えられる。上位目標の達成に向け、各関係者がとるべ

き措置を以下に示す。 
 

⚫ LGD による戦略実施委員会（SIC）の開催を促進し、戦略コンポーネントの実施状況の確

認、その後の実施計画についての議論を継続することが不可欠である。この点において、

戦略実施デスク（SID）が SIC を支援して、こうした議論の基礎となる情報を適切に収集・

分析して会合にて提示することが必要である。SIC と SID への支援については、本プロジ

ェクトの終了後は UGDP に引き継ぐことになるため、UGDP 関係者が、SIC 会合が着実に

開催され、戦略コンポーネントの実施状況に関する議論が適切に促進されるような支援を

継続することで、達成可能性はより高まると考えられる。 
⚫ 郡自治体による年次開発計画の策定を促進するには、LGD による毎年のリマインドレタ

ーの発出が不可欠である。このため、毎年 2 月には LGD からリマインドレターを発出し

て各郡自治体に周知徹底を図るとともに、DDLG にもそれぞれの管轄する郡自治体に対す

る技術的支援を行うべき旨を周知することが効果的と考えられる。これに併せ、オンライ

ン会議などで LGD から各県の DDLG、各郡自治体にフォローアップをすることも有効で

ある。さらに、郡総合開発計画ガイドラインに基づいて年次開発計画が策定されるよう、

開発計画に関するオンライン研修マテリアルを紹介することも効果的である。こうしたリ

マインドレターの発出やフォローアップ、関連資料の紹介については、既に本プロジェク

トで関連資料やドラフトを作成済みであることから、LGD による実施のハードルはそれ

ほど高くない。当面は、SIC の場などを通じて、LGD の郡自治体担当課に外部から働きか

けることができれば、さらに可能性が高まるといえる。 
 併せて、郡総合開発計画ガイドラインは、必要に応じて改定されるべきものであること

から、社会経済状況の変化や現場での実施経験などを踏まえて、LGD に同ガイドラインを

適宜見直すよう SIC などの場を通じた働きかけができれば、達成可能性はより高まると考

えられる。 
 
 また、上位目標では、それぞれ 60%以上の戦略コンポーネントの実施、あるいは 60%以上の郡
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自治体での年次開発計画の策定が求められているが、本来、これらは 100%実施すべきものである。

前者の中長期戦略については、各戦略コンポーネントは郡自治体のガバナンス向上のために必要

な施策を定めたものであり、一部法律改正が必要な長期的に取り組むべき施策が含まれているも

のの、その多くは LGD がイニシアティブをとることにより実施可能なものである。特に、年次決

算報告に関する規則・細則、あるいは予算公聴会の実施手続きに関する規則・細則、資産管理簿

の維持管理に関する規則・細則など、LGD のイニシアティブにより直ちに実施できるものは直ち

に着手すべきである。同様に、後者の年次開発計画についても、開発計画は行政機関として開発

事業を実施するうえでの基礎となる重要なものであることから、郡自治体法に基づきすべての郡

自治体が策定すべきものである。現在の LGD 内の実施体制や郡自治体の現状を考慮すると、上位

目標の達成は容易なことではないが、行政機関として本来実施すべき行政事務であるとの認識の

下で、LGD内の関係者、各郡自治体が上位目標の達成に向けた活動を実施することが必要である。 
 



 

 
添 付 資 料 



 



添付資料(1): プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

(1) 60% of the Strategic Components listed in the
roadmap of the Mid- and Long-term Strategy for
Upazila Parishad Governance Improvement are
implemented.

(2) 60% of the Upazila Parishads nationwide
formulate their respective APs, based on the
Guidelines for Upazila Integrated Development
Planning.

(1) 30% of the Strategic Components listed in the
roadmap of the Mid- and Long-term Strategy for
Upazila Parishad Governance Improvement are
implemented.

(2) 50% of the extended pilot Upazila Parishads
formulate their respective APs, based on the
Guidelines for Upazila Integrated Development
Planning.

(3) At least three (3) government training institutes
develop training programs based on the
Guidelines and Manual for Upazila Integrated
Development Planning.

(1) Mid-term strategy for Upazila Parishad
Governance Improvement is approved by LGD.

(2) The monitoring guidelines are drafted and
implemented in the pilot Upazila Parishads.

(1) Guidelines of Upazila Integrated Planning is
approved by LGD.

(1) Appropriate officers of LGD Upazila Section are
assigned as the Project counterparts

(2) 50% of the extended pilot Upazila Parishads
formulate their respective APs for FY 2021/22,
with at least 10 sectors included in their
respective situation analyses.

(2) Implementation system of training institutions
such as NILG is maintained

(3) Number of Upazilas which formulate
development plans through coordination with
Union Parishads and Paurashavas.

(4) At least one workshop/training to share good
practices among extended pilot Upazila Parishads
is conducted per year.

(1) Mid- and Long-term Training Plan for Upazila
Parishad Functionaries (2020-2030) is approved
by LGD.

(2) 50 faculty members from NILG and government
training institutes receive TOT using training
materials by UICDP.

Project Design Matrix 
Upazila Integrated Capacity Development Project

Drafted monitoring guidelines

LGD letter

Training Completion Report and other relevant documents

LGD letter

APs for FY 2021/22.

Outputs:
1 Mid-term strategy for Upazila

Parishad Governance
Improvement is developed and its
implementation mechanism and
monitoring system is established

LGD letter

Project Purpose:
Minutes of Meeting of the Strategy Implementation
Committee

AP of each extended pilot Upazila

Annual training schedules, training completion reports, or
other documents developed by the government training
institutes

To establish a framework to improve
"comprehensive coordination capacity"
of Upazila Parishad

Capacity of NILG and related
institutions to implement
trainings for Upazila Parishad
stakeholders is strengthened.

Period of Project: September 2017 - December 2022

Minutes of the Meeting of Strategy Implementation
Committee

Important Assumptions

Workshop/training materials to share good practices
among extended pilot Upazila Parishads.

Model for Upazila Integrated
Development Plan and related
guidelines are developed.

Project Title: Upazila Integrated Capacity Development Project

2

Implementing Agency: Local Government Division, Ministry of Local Government, Rural Development and Cooperatives, National Institute of Local Government
Target Group: LGD, NILG, Upazila Parishad (Upazila Chairman, Vice Chairman, UNO, TLD (Transfer Line Department) Officers, Union Parishad Chairman, etc.)

Promoting development works and
public service delivery, based on the
regional characteristics, through
strengthened capacity of Upazila
Parishad

Government policies for strengthening LGIs are
maintained

Upazila Performance Evaluation Report

Objectively Verifiable Indicators (OVI) Means of Verification (MOV)Narrative Summary

Overall Goal:

Project Site: 1) All Upazila
Project Site: 2) 8 pilot Upazila Parishads (one from each of the 8 Divisions), and Ukhia  and Teknaf Upazila Parishads
Project Site: 3) All Upazilas under the Districts where pilot Upazilas in Phase 1 are situated are selected as the extended pilot Upazilas from Phase 2 (December 2020)

AP of each extended pilot Upazila.

3



添付資料(1): プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

1-1 (1) UDFs are continuously hired by UGDP. (1) Current Upazila Parishad system is
maintained.

1-2 (2) Budget for implementing UGDP sub-projects is
properly disbursed.

(2) Budget for Upazila ADP is continuously
allocated.

1-3

1-4

1-5

1-6

2-1

2-2

2-3

2-4

2-5

2-6 (3) Japan / Third Country Training

2-7 (4)

2-8

2-9 (5)

2-10

2-11

2-12

3-1

3-2

3-3

3-4

3-5

3-6

3-7

3-8

3-9

3-10

Local Consultants
- Local Governance Advisor (1)
- Local Governance and Development Plan Expert (1)
- Capacity Development Expert (1)
- Field Governance and Upazila Capacity Development
Expert (1)
- District Coordinator (10)

(2)

PreconditionsImportant Assumptions

Based on 3-1 and in parallel with 1-3, develop mid-long term training plan for capacity
development of Upazila Parishad stakeholders.

Conduct periodical monitoring on the strategy implementation after approval.

Review existing capacity development framework on Upazila stakeholders (e.g. training
plan, curriculum) and identify issues. Training Needs Assessment should be conducted.

Collect information on Union and Paurashava development plan (5-year and annual)
through Upazila Committee.

Review current process and practices of preparing, implementing and monitoring Upazila
development plans as well as similar efforts by other development partners.

Develop a set of manuals (draft) and formats (draft) for Upazila Integrated Development
Plan (5-year and annual) including already transferred 17 line departments.

Review implementation of the Upazila Integrated Development Plan and finalize the set of
manuals and formats, all of which will be compiled as guidelines for Upazila Integrated
Development Plan.

Develop Upazila Integrated Development Plan in pilot Upazila based on 2-1 to 2-5 and
obtain approval in Upazila Monthly meetings.

Collect information on development projects implemented by 17 line departments in the
pilot Upazila.

Monitor and review progresses formulating Upazila Integrated Development Plan in
expanded pilot Upazila.

Compile Union and Pourashava development plans into area-based and sector-based
categories through Upazila Committees and Upazila Monthly Committee meetings.

Fine tune and finalize the guidelines of Upazila Integrated Development Plan based on the
activities of 2-8 and 2-9.
Fine tune and finalize the set of manuals and formats on formulation of Upazila Integrated
Development Plan.
Identify good practices of the implementation of Upazila Integrated Development Plan in
pilot Upazila and disseminate through social media, workshops, exchange visits etc.

Update Mid- and Long-term Training Plan for Upazila Parishad Functionaries (2020-2030)
if necessary, to support NILG.

Develop training materials and manuals on necessary subjects in addition to Upazila
Integrated Development Plan to be identified through 3-2.

Conduct Training of Trainers (TOT) and On-the-Job Training (OJT) for NILG and related
institution officials, and implement training for extended pilot Upazila Parishads using
training materials and manual developed in 3-3 and 3-4.

Conduct training follow-up survey for pilot Upazila to assess training impact at least 2
phases.Update and finalize training materials and manuals based on 3-5 and 3-6.

Incorporate training materials and manuals, to be developed through activities 3-3 to 3-6,
into training courses for Upazila stakeholders nation-wide, to be contacted by NILG and
UGDP.Implement trainings for extended pilot Upazila Parishads using training materials and
manuals finalized in 3-7. Documentation center/publication section of NILG will
disseminate the training materials prepared by UICDP.

Develop training materials and manuals. Prepare manuals and modules – sector-based
development plan is needed in parallel with 2-1 to 2-7 for guidelines to prepare Upazila
Integrated Development Plan.

Review existing legal framework and documents (e.g. Acts, regulations, guidelines etc.)
and other Upazila related project activities to analyze institutional / policy environment
and identify issues.

Form a working committee to develop mid-long term strategy for Upazila Parishad
Governance Improvement.

Japanese Experts
- Chief Advisor / Local Government System 1
- Deputy Chief Advisor / Local Government System 2
- Development Plan
- Project Collaboration
- Training / Capacity Development
- Community Development 1
- Community Development 2
- M&E / Community Development 2
- M&E / Local Governance Monitoring
- Coordination Mechanism
- Gender
- Project Coordinator 1 / Public Relations 1
- Project Coordinator 2 / Public Relations 2
- Project Coordinator / Public Relations
- Rainwater Harvesting System Plan
- Rainwater Harvesting System Design & Supervision

(1)

Equipment and Facilities
- Computers, Printers, Photocopy machines, Vehicles,
etc.

Local Activities Cost
- Survey, training curriculum / materials, local training,
workshops / seminars

Local Cost
- Salaries/remuneration and other allowances for
C/P personnel, running expenses for utilities, tax
and CD/VAT, other necessary expense

(3)

Identify actions to be taken based on the strategy.

Implement actions based on 1-1 to 1-4.

Inputs (Bangladeshi side)
Personnel
- Project Director 1 (AS, LGD)
- Deputy Project Director 2 (JS LGD/JS NILG)
- Counterpart personnel (LGD/NILG)
- Personnel from Concerned Organizations (e.g.
LGED, BRDB)

(1)

Equipment and Facilities
- Office space and facilities

(2)

Activities: Inputs (Japanese side)

Select Upazila based on the results of governance performance survey conducted by
UGDP and other supplementary studies.

Develop long-mid term strategy for Upazila Parishad Governance Improvement.



添付資料(2)：業務フローチャート

9 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
2019年 2020年 2021年 2022年

10 11 12
2017年 2018年

各成果共通

成果1

中・⾧期郡自

治体強化支援戦

略が策定され実

施・モニタリング体

制が整備される

成果2

郡総合開発計

画策定モデル及

び関連ガイドライ

ンが開発される

成果3

地方行政研修

所及び関連組織

による郡自治体

関係者を対象とし

た研修実施能力

が強化される

第1フェーズ 第2フェーズ

1-1) 郡自治体に関する法的

枠組みのレビューと課題等の整

2-1) パイロット郡の選定

3-1) 既存の研修計画・カリ

キュラムのレビュー

1-2) 作業委員会の設立

2-2) 郡開発計画に関する

法令、資料等のレビュー

2-3) 郡開発計画に係るマニュアル・フォーマットの作成

拡大パイロット郡の選定

3-2) 郡自治体関係者に対する中・⾧期研修計画の作成

3-4) 郡総合開発計画

策定に係る研修教材と

マニュアルの作成

3-7) 研修教

材・マニュアル

等の改定・最

終化

3-8) 研修教材・マニュアル等のNILGやUGDP等による研修への反映

ワーク・プラン（第1フェーズ）（案）

1-4) 中・⾧期的戦略実施のためのアクションの特定

1-5) 中・⾧期的戦略実施のためのアクションの実施

1-6) 中・⾧期的戦略の実施状況のモニタリング

2-4) 17実施機関の開発事

業計画の情報収集

2-5) ユニオンとポルショバの開

発計画に関する情報収集

2-6) ユニオンとポルショバの開発

ニーズの地域・分野別のとりまとめ

2-8) 郡総合開発計画の実施状況のレビューと策定ガイドラインのとりまとめ 2-9) 拡大パイロット郡に対する郡総合開発計画策定の支援

2-10) 拡大パイロット郡に対する郡総合開発計画の策定状況のモニタリング

2-11) 郡総合開発計画策定ガイドラインの見直し・改定案のLGDへの提出

2-12) 優良事例の特定と普及

3-3) NILG職員へのTOTの実施と

パイロット郡への研修の実施

3-6) パイロット

郡に対する研

修フォローアップ

調査の実施

3-9) NILG職員等

へのTOTの実施と拡

大パイロット郡への研

修の実施

3-10) 中・⾧期研修計画の更新の検討

1-3) 中・⾧期的な郡自治体強化支援戦略の作成

2-4) 17実施機関

の情報収集

2-5) ユニオンとポル

ショバの情報収集

2-6) ユニオンとポルショバ

の開発ニーズの洗い出し

ワーク・プラン
ワーク・プラン（第２フェーズ）

業務進捗報告書
（第1フェーズ）

業務完了報告書

本邦研修

パイロット郡での総合開発計画の作成・モニタリング支援

2-4) 17実施機関

の情報収集

2-5) ユニオンとポル

ショバの情報収集

2-6) ユニオンとポルショバ

の開発ニーズの洗い出し

パイロット郡での総合開発計画の作成・モニタリング支援

2-4) 17実施機関

の情報収集

2-5) ユニオンとポル

ショバの情報収集

2-6) ユニオンとポルショバの開

発ニーズの洗い出し

拡大パイロット郡での総合開発計画の作成・モニタリング支援

3-7) 研修教

材・マニュアル

等の改定・最

終化

3-6) パイロット

郡に対する研

修フォローアップ

調査の実施

3-3) NILG職員への

TOTの実施とパイロッ

ト郡への研修の実施

2-7) パイロット郡の郡総合

開発計画の更新・作成と郡

評議会での承認

2-7) 郡総合開発計画

の更新・作成と承認 2-7) 郡総合開発計画の更新・作成と承認

2-4) 17実施機関

の情報収集

2-5) ユニオンとポル

ショバの情報収集

2-6) ユニオンとポルショバ

の開発ニーズの洗い出し

拡大パイロット郡での総合開発計画の作成・モニタリング支援

2-7) 郡総合開発計画の更新・作成と承認

オリエンテーションセミナー

JCC

JCC JCC JCC

パイロット郡での総合開発計画の作成・モニタリング支援

3-11) BCSAAやLGEDとの連携

PIC    PIC    

ラップアップ・セミナー
兼国際セミナー

3-5) 郡総合開発計画策定以外の科目の研修教材とマニュアルの作成

中⾧期戦略の承認

郡総合開発計画ガイドラ

インの承認

中⾧期研修計画の承認

SIC SIC SIC

戦略実施委員会

（SIC）の設立

2-7) 郡総合開発計画の更新・作成と承認

中⾧期研修計画実施のためのワーキンググループ（WG）の設置 WG WG WG

3-3) パイロット

郡に対する研修

（オンライン）

3-5) パイロット郡に対する研

修後のフォローアップ

3-3) パイロット

郡に対する研修

（オンライン）

3-5) パイロット郡に対する研修

後のフォローアップ

JCC



 



添付資料 (3): 詳細活動計画

11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

計画
実績
計画
実績 7 8 9 10

計画

実績

計画
実績

計画

実績

計画
実績
計画
実績

　

計画
実績

計画

実績

計画
実績
計画
実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

21．中・長期研修計画策定のためのワーキング・
グループ(WG)の設置

22．中・長期研修計画策定のためのWG会合の開催

23．地方行政強化事業が開発した基礎研修のウェ
ブコンテンツ化

10．拡大パイロット郡の選定

11．開発計画策定に関するLGDから郡自治体への
通達の発出支援

12．パイロット郡向けの開発計画研修

13．地方行政副長官（DDLG）を対象とする研修

14．パイロット郡における開発計画のモニタリン
グ支援

15．郡パフォーマンス・モニタリングに関するガ
イドライン（フォーマットを含む）の作成支援

成果3（中長期研修計画）に関する活動

16．ウェブベースでの郡パフォーマンス・モニタ
リングの試行

17．郡総合開発計画策定ガイドラインとマニュア
ルの改定

18．開発計画策定に関わるグッド・プラクティス
の特定

19．ロヒンギャ難民流入の影響を受けているウキ
ア郡とテクナフ郡におけるCOVID-19感染拡大の
女性・女児への影響に係る現状調査

20．郡開発計画研修に係る他の研修機関との連携

2021 2022

成果2（郡自治体総合開発計画）に関する活動

活動

全体に関わる活動

成果1 (中長期戦略）に関する活動

6．戦略実施委員会の設立・運営に対する支援

7．戦略実施デスクの設立とモニタリング活動の
支援

8．中長期戦力の実施状況のモニタリング支援

9．郡自治体関連法令集の改定

2020

1．JCC/PICミーティングの開催

2．モニタリングシートの作成

3．DLGs、 DDLG、拡大パイロット郡関係者に対
するオリエンテーション・セミナーの開催



 



添付資料 (4) 専門家派遣実績（要員計画）

契約件名：バングラデシュ国郡自治体機能強化プロジェクト（第2フェーズ）

1．現地業務

現地 MM

70 2.33

14 0.47
10/8-22

88 2.93

68 2.27

14 0.47
 11/21-23

68 2.27

61 2.03

0 0.00

33 1.10

78 2.60

3 0.10

70 2.33

87 2.90

0 0.00

87 2.90

75 2.50

14 0.47

25 0.83

12 0.40

0 0.00

15 0.50

0 0.00

0 0.00

30 1.00

20 0.67

0 0.00

0 0.00

14 0.47

0 0.00

0 0.00

6 0.20

0 0.00

15 0.50

12 0.40

0 0.00

21 0.70

26 0.87

0 0.00

26 0.87

26 0.87

0 0.00

26 0.87

30 1.00

0 0.00

0 0.00

60 2.00

14 0.47

57 1.90

12 0.40

0 0.00

15 0.50

657 21.91
576 19.20

7/30-8/2
6/27-
7/103/14  3/29-4/6

8/20-9/2 11/28-12/9

5/28-6/11 9/30-10/8

5/7-6/4

11/25-
12/9

10/10-
23,26

11/24-12/8

 10/19-289/28-10/2

 

 

3/3-17

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2/24-3/10 7/27-8/10

 

15

 

 

5

 

 

10/23-11/4 11/28-12/5

7/29-8/8

7/29-8/8

 

 

 

 3 8   

 

 

12 

8

6

 

 

9

 

 

 

 

3/15-28

1

14   

14 1214

 

 

15

 

 

 

5/9-27

6

 

6

 

 

 

 

14

 12

 

11/12-27

 

 

 

7

 

3

7

 

 

 

15

 

 

　 12

  

 

 

 

  16

14

2

  

 

 

 

10/24-26

1214

6/1-14

214 13

1/18-2/2 8/19-9/2 11/20-12/6

  

12

12

8 119

14

4 10

7

19 4  

7

1115

2022年 合計

9 10 11 12 1 2 3 10 11 12 1 2 3 4 5 6 107

4 10

6 7 8 9
担当業務 氏名 所属先

渡航
回数

2020年
格付

2021年
度渡航
回数

2022年
度渡航
回数

- -

2021年

5
 

1 3

2 2

4 5

14

2/21 3/8-17

計画

実績

4 1014

 

2/22 - 3/7

 14

10  

 

14

7

8

2   　 

 

4

 

15

 

 

2/4-18

 
10/22, 23, 10/27-11/12

5/14-20

15

7

  

 

 

 

 

12

2

 

 

 14

 

　  

12

 

11/17-12/15

9

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

  7

6

  

 

14  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15

 

9

11

  4 3

  

15

 

 

 

 

 

3/3-17

 

 

15

 

 

15

12

 

 

 

 

 

 

 

3

10

 

 

 

ジェンダー 百生　詩緒子 アイ・シー・ネット 3

隔離期間
(直人費対
象)

実績

計画

実績

計画

隔離期間
(直人費対
象)

9 評価分析／郡行
政モニタリング

12

13 雨水利用設計・
監理

隔離期間
(直人費対
象)

5

10

-

0

4

実績

7
コミュニティー

開発2

杉永　雅彦
（2022年
9月～）

アイ・シー・ネット 5

計画 - -

計画

実績

村瀬　誠 天水研究所
（アイ・シー・ネット補強）

3

計画

アイ・シー・ネット 5

実績

実績

実績

- -

0

計画

隔離期間
(直人費対
象)

隔離期間
(直人費対
象)

計画

―

0

―

―

2

0

1

―

―

志賀　圭
（2022年
9月～）

佐藤　清 天水研究所
（アイ・シー・ネット補強）

1

-

- -

-

-

計画

3

-

実績

隔離期間
(直人費対
象)

-

-

8
コミュニティー

開発2

林　真帆
（2022年
9月～）

アイ・シー・ネット 5

隔離期間
(直人費対
象)

日本工営株式会社
（株式会社コーエイリサー
チ＆コンサルティング補

強）

コミュニティー
開発1

志賀　圭

3

評価分析／郡行
政モニタリング

山田　純
（2022年
1月～9月）

アイ・シー・ネット 4

計画

実績

計画

実績

計画

実績

- -

1 1

-

14 雨水利用設計・
監理

- -

-

-

- -

2

- -

0

隔離期間
(直人費対
象)

-

15

4

6

評価分析／郡行
政モニタリング

17

-

淺羽　慶太郎
（～2021年
12月）

アイ・シー・ネット 4

隔離期間
(直人費対
象)

 

 

 

 

  

15

 

 

 

 

2

 

―

 

15

 

 

3/18

 

 

 

 

 

14

 

3/19-4/1

―

2

-

-

-

杉永　雅彦 アイ・シー・ネット 2

3 開発計画 中　恭 アイ・シー・ネット 3

4 研修計画 関口　洋介 コーエイリサーチ
＆コンサルティング

コミュニティー
開発2

山田　純 アイ・シー・ネット

5

―

-

隔離期間
(直人費対
象)

- -

-

0 2

7

―

--
隔離期間
(直人費対
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2．国内業務
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Government of the People's Republic of Bangladesh 
Ministry of Local Government, Rural Development and Cooperatives 

Local Government Division 
Upazila Wing-2 

Memo No. 46.045.015.00.00.02.2018-459 Date: August 16, 2021 
 

Sub: Regarding Mid and Long-Term Strategy for Upazila Parishad Governance Improvement, 

Guidelines on Upazila Integrated Development Planning and Mid and Long-Term Training 

Plan for Upazila Parishad Functionaries. 

In the context of the aforementioned subject, for the improvement of Upazila governance system 
Upazila Integrated Capacity Development Project (UICDP) has been being implemented by the 
Local Government Division with the technical and financial support of JICA. It is undeniable that 
there is no alternative to strengthening the local government to ensure administrative 
decentralization and local development. The Constitution of Bangladesh places special emphasis 
on the local government system. The role of Upazila Parishad as a mid-tire local government body 
is very important in this regard. Taking the context into account, the Local Government Division 
is implementing the Upazila Integrated Capacity Development Project (UICDP) to improve the 
governance system of the Upazila Parishad. With the help of this project, three policy documents 
have been prepared to ensure the overall capacity of the Upazila Parishad and it has been approved 
by the Local Government Division (LGD) after scrutiny at various stages and considering the 
views of all stakeholders. The documents are- 

 Mid- and Long-term Strategy for Upazila Parishad Governance Improvement 
 Guidelines for Upazila Integrated Development Planning and  
 Mid and Long-term Training Plan for Upazila Parishad Functionaries  

 
2. It is pertinent to note here that- 

2.1. The strategy paper is primarily designed to provide fundamental as well as policy 
guidance on the Upazila Governance system, which includes the legal and institutional structure 
of the Upazila Parishad, financial management, development planning, monitoring, and 
evaluation, training, and other such important issues. A working committee chaired by the 
Additional Secretary (Administration), Local Government Division has drafted the strategy. The 
strategy was then finalized with necessary amendments and refinements based on the views of the 
concerned stakeholders and the views of the concerned ministries/divisions and departments 
through workshops held at the district and Upazila levels. 

 
2.2. The Development Plan Guidelines provide detailed instructions on the legal and 

institutional framework of the Upazila Development Plan in Bangladesh, the concepts of the Five-
Year Plan and the Annual Plan, their interrelationships, the key steps and schedules for the 
formulation of these plans, and the implementation, monitoring, and evaluation of the plans. The 
guidelines have also been formulated and finalized in consultation workshops at the district and 
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Upazila levels and based on feedback received from various Ministries and Divisions. It is to be 
noted that based on this guideline, the pilot Upazilas of the first phase of the project have prepared 
a five-year plan and annual plans. 

 
2.3. The Mid and Long-Term Training Plan for the Upazila Parishad Functionaries is 

designed to increase the capacity of the Upazila stakeholders. The training plan was drafted by a 
working group chaired by the Director (Training), NILG, and finalized with the views of various 
Ministries and Divisions. 

 
3. It is expected that these documents will serve as guidance for conducting development activities 
at the Upazila level properly. It should be noted that each document includes a system for 
monitoring the implementation of such activities and there is also an opportunity to periodically 
update the documents based on the implementation experience or the changed situation. 

 
4. For the convenience of the Upazila Level Officials, the relevant important circulars/ orders 
issued from time to time by the LGD are attached at the end of the Manual.  

 
5. The said 3 (three) documents approved by the Local Government Division are sent along with 
this letter and all concerned including all the Upazila Parishads are requested to follow the 
instructions and matters mentioned in these documents. To facilitate the work, relevant important 
circulars, orders, etc. issued by the Local Government Division are also attached in this document. 
 
6. It will take effect immediately. 
 
Attachment: As described. 

(Mohammad Samsul Haque) 
Deputy Secretary 
Phone: 9577230 

e-mail: lgd.upazila2@gmail.com 
 

Distribution (not in order of seniority): 
1. Senior Secretary/Secretary (Concerned Ministry/Division)……… 
2. Director General, NILG, Agargon, Dhaka 
3. Divisional Commissioner (All), ............. Division 
4. Project Director, UICDP, NILG Building, Agargon, Dhaka 
5. Director, Local Government (All),……………..Division. 
6. Deputy Commissioner (All), ............. District 
7. Deputy Director, Local Government (All), ............. District 
8. Upazila Nirbahi Officer (All), ............. Upazila, ............. District 
9. Chairman (All), ............. Upazila Parishad, ............. District  
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Copy: 
1. Personal Secretary to the Minister, Ministry of Local Government, Rural Development & 

Cooperatives, Bangladesh Secretariat, Dhaka.  
2. Personal Secretary to the Senior Secretary, LGD, Bangladesh Secretariat, Dhaka. 
3. Programmer, LGD, Bangladesh Secretariat, Dhaka.  
4. Private Secretary to the Additional Secretary (Upazila Section), LGD.   
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Government of the People's Republic of Bangladesh 
Ministry of Local Government Rural Development and Cooperatives 

Local Government Division  
Upazila-2  

www.lgd.gov.bd 

 
 
Memorandum No – 46.00.0000.045.14.002.21-272                       Date: 12.05.2022  

Subject: Regarding the preparing of Upazila Annual Development Plan and giving instructions to 
ensure publication on the website as per the guidelines on Upazila Integrated Development Planning. 
  
Source: Memorandum No. 459 of Upazila-2 Branch of Local Government Division, Date: 16/08/2021 
 
In view of the above, it is to be informed that in accordance with Section 23 and Second Schedule of 
the Upazila Parishad Act, 1998. One of the major responsibilities of the Upazila Parishad is to formulate 
and implement five year and different term plans. In order to fulfill this responsibility, the following 3 
documents on Upazila Integrated Development Plan were prepared by the Local Government Division 
with the assistance of UICDP.  
 
(1) Mid- and long-term strategy for Upazila Parishad Governance improvement.  
(2) Guidelines for Upazila Integrated Development Planning and 
(3) Mid- and long-term training plan for Upazila Parishad functionaries. 
 
The (2) serial number of the 3 documents has been sent herewith. According to the guidelines every 
year, the work of formulation of the annual development plan for the next year should start from April 
and it should be finalized by June 30 and sent it to all the concerned departments and published on the 
website of the respective Upazila Parishads. 
In this situation, the Upazila Parishad is requested to take necessary action following the said guidelines. 
 
Attachment: 1 copy of the guideline. 

 
 

 
  
Distribution: 
 
1. Chairman, Upazila Parishad (all) ------------ Upazila, ------------ District 
2. UNO (All) --------------- Upazila. 
 
Copy (for knowledge and purpose): 

1. Divisional Commissioner (All), --------------------- Division. 
2. Director, Local Government (All) -----------------Division. 
3. Private Secretary to the Hon'ble Minister, Ministry of Local Government, Rural Development and Cooperatives, 
Bangladesh Secretariat, Dhaka. 

Mohammad Shamsul Haque 
Deputy Secretary, Local 

Government Division 
Phone: 029577230 

Email: lgdupazila2@lgd.gov.bd 
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4. Project Director, “Upazila Integrated Capacity and Development Project (UICDP)”, NILG Building, Agargaon, 
Dhaka. 
5. Deputy Commissioner (All), --------------------- District. 
6. Deputy Director, Local Government (All), - -------------------- District. 
7. Private Secretary to the Senior Secretary, Local Government Division, Bangladesh Secretariat, Dhaka. 
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Government of the People's Republic of Bangladesh
Ministry of Local Government, Rural Development and Cooperatives

Local Government Division
Upazila Inteerated Capacity Development Project (UICDP)

Minufes of the Third Meetins of the Joint Coordination Committee

Chair Mr. HelalUddin Ahmed, Senior Secretary Local GovernmentDivision"

Date and'I'inic: I I August 2020; at 1l a.m.

!'enue: l.isu-rg online platform Zoom

Participants: attached as Annexure

,{r tlie itnser rrf the inccting. the chairperson welcomed the participants. Hc pointed or-rt irt his spcech

that, according to the lJpazila Parishad Act. Upazila Parishad has a vital role in coordinatirrg thc

dcveloprnent actrvities within the Upazila" The coordination should be both horizontal and vcrtical.

t.ronr the vcry beginnurg. Upazila Parishad had been trying to do this task, but it dicln"'t rcach tltc

expectcd lcvel. He hoped that, througir UICDP activities, the efficiency of UpazilaParishacls lr'ould bc

increasccl, and Upaziia Parishad would be able to coordinate all the issues at a desired lcvel.'l'hcn. thc

chairperson requested the Project Director Ms. SailaFarzana to conduct the mceting. '['hc ]'roicct

i)irecror added a fe,"v lt'ords about the project and told that the minutes of the second JCC rnccting

were sent to all the rnernbers in time. She asked the parlicipants if they had an,v collllncnts or

obscrvatirtns on 1he. rninutes" As there was no comment ancl observation. she proposecl to conl'llm thc

ininutes. arrd the chauperson confirmed the minutes accordingly"

Then"discussion on cach agenda rvas conducted as follows.

Ascnda l: ltcvicw of the Second JCC meetins

2" Ms^ SailaFarzana" lhe Project Dircctor, drew the attention of the participants to thc agcncia und

,.;vorkir.rg paper of the rnecting. and prescnted Agenda 1. She shared the implernentation status ol'thc

decrsrcrrrs ol' the secoird JCC rnceting held on Septernber 24.2019 which wcre as lbllor'i's;

f)ecisions Progress
-l'he Annual Work Plan 1or FY 20 19- r Project activities have been implemcnted according to

l.(120 has been approved. the Annual Work Plan ior FY 2019-20.
. Progress of key activities is prescnted in Agcnda 3.

'l'he r,vorking paper and relevant . The working paper and relevant clocuments hirvc bccn

ilocunrents rvill l:re sent 1o the members sent to the metnbers 3 days belbre the rneeting.

of'the .lCC at lcast J da-vs before the

date otr'the meeting
;\ representative tioni Ministry of
Disaster Management and Relief will
he co-opted as a mernber of the
Working Comrrrittee of UICDP.

o No Working Committee meeting r.vas held aticr the

second JCC mceting.
. A representative from Ministry ol'Disastcr

Management and Relief rvill bc invitcd to the rclcrrant
meeting as a co-opted mentber.

2.1 Aiier her preseniation, the Project Director requested Mr. Ikeda Kenzo.'l'earl l,cader ol'[]lCD['
Consultant 

-l-earn. to present the retnaining agenda.

ty
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,\qcnda 2: Or'en-illl, of UICDI'}

3. !lr'. Ikcda told that one year has been passed since the second meeting of JCC. alld hcncc an

orcrr"ierr o1'thc tjlCDP rvould help the JCC members have a good understanding about thc project.
llc blicllr cxplained the goal. purpose, outputs. basic structure and methodologyrtcchnical approach
o1' thc pro.jcct and its collaboration with Upazila Governance and Development Pro]ecr (tJGIlP)
andihc l;lllcicnt and Accountablc l,ocai Governurcnt (EALG) Project.

3.1 Ilc shat'ccj thal as pcr the Technical Assistance Project Ploposal ('fAPP), UICDP selccted eight (ti)
pi)ot [-pa;ziltis fi'on.r eachDivision. Later on. Ukhia and TeknaflJpazilaswere included on special
consrdclalions according to the decision of the first JCC meeting.

J.2 \4r. Ikcda rnentionecl thal the project duration was originally set from August 2017 to Jtrly 2022
ancl i1 has been divided into two phases; Phase I (August 2017- June 2020) and l'hase 2 (July 2020-
.)trly 2022).'l'he objective of Phase I is to establish a model to improve the capacitv of the Upazila
i)arisha'.ls in piloi iJpazilas. atid in l)hase 2, the rnodel would be implemented and disscminated in tlie
cxlcnclcil pilot Upazilas. Kcy activities oleach phase are as follows:

i) lr:rsc Key Activities
Pirase 1 Objcclivc: Ilslablish a model to improve the "comprehensivc coordination capacit,v ol

Upazila Parishad" rn pilot Upazilas"
Ket,Activities:

. Develop the Mid- and Long-Term Strategy.

. Develop drali Guidelines fbr the Upazila Integrated Developmcnt Plans and

in.rplement the rn.

. Deve lop theMid- and Long--lerm Training Plan.

l)ltitsc r Objectir,e: Dissetninate the model to improve "comprehensive coordination capacity of
Upazila Parishad" in the extended pilot Upazilas.

Key Activities:
. implenrent the above Strategy and monitor its progress"

. Irinalize the above Guidelines, and scale up to the extended pilot Upazilas.

. lrnplcmcnt and update the Mid- and Long-'Ierm Training Plan"

i\gentta 3: Ileport of Pi'ogress in Phase I

{ At this slage. Mr. lkeda drew the attention of the participants to the key activities supposed to bc

clonc in [)l.rasc I as erplained in the presentation of Agenda 2. Then, the progress ol'key activitics in
I)hasc l u,as presentcd as lollorvs:

Output Progress
Oulput l :

Mid- and

i.ong-'ltnn
Slrategy'

A Working Committee (WC) was formed, and the committee prepared the initial
English draft of the Mid- and l-ong-Term Strategy for Upazila Parishad Governance
Improvement.
ln addition to the WC meetings, individual interviews were conducted, and the lctreat
program was organized.
I'he final draft was approved in the fourlh WC meeting, and then its Bengall vcrsion
lvas cleveloped"

A scries of local consultation workshops atUpazila and District level had been
organ ized.

A central consultation workshop was aranged on 22 March 2020, but postponed due
ro c'ovlD-19 0urbreak.
'I'hcn. thc draft Strategy had been distributed to all the relevant ministries/divisions and

deparlrrcnts for their comments and suggestions.
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Output Progress

Outpur 2:

Lpazila
lntegrateci

De veloprnent

Plannrng

LjICDP supported pilot Upazilas to fonnulate and monitor developr.nent plan\ \ totir
of 9 training programs and workshops rvere organized to support pilot [-lpazilas
Consequently,all the pilot Upazilas formulated development plans (FYP and i\P r 1irr.

three consecutive years.

UICDP has also supported them to implement and monitor thc development plans.

District Coordinators of UICDP have assisted.

UICDP supported LGD to develop the Guidelines for Upazila Parishad lntegratcd
l)evelopment Planning through updating the existing one of 20 I 4.

A nurnber of local level consultation workshops had been organized for rcccivirrs
comments and feedbacks on the draft Guidelines.
Thcn, like the draft Strategy. the draft Guidelines had been distributed to the rclcvant
rnrnrstrics/divisions and depafirnents for their comlrents and suggestions instead o1'

hoiding a central level workshop.
In additron, a Manual for Upazila Integrated Developrnent Planning has bccn prcparcd.

Output 3:

Mid- and

L.ong--[erm
-l-rarnrng

Plan

'l-o tormulate the Mid- and Long-Term Training Plan, a Working Group (WG) rias
established within NILG. The WG held eight (8) meetings.
Eased on the discussion at the WG meetings, the flnal English draft of the Mid- and

Long--ferm Training Plan was approved at the last WG Meeting and then its tlensali
vcrsioli was dcveloped.
l'he Draft Mid- and Long-Term'Iraining Plan had been distributed to the relcvanl
n.rinistries and departments for their comments and suggestiorrs like trvo(2) othcr l<*'
documents.

,l.l Mr. Ikeda also rnentioned that cornments on the above three (3) policy documents havc so f'ar bccn

rcccivcd frorrr only,' 5 ministries/divisions and departments. The three draft docunrcnts u,ill bc

l rnalize d throLrgh rnc<irporating the appropriate comments and will be placed fbr the approval of l,GI).

.{.2 Alicr this. the tloor was open for cornments on Agenda 3.

1,2.1 Mr'" Irrasharrta iturnar Chakraborty. Divisional Chiet, Agriculture Division of- Planning

Cornrnission askcd about the physical and financial progress of the project and the timc rcclLrircd to

corrrpicte Phase X. lVIr. lkeda replied that field level activities of Phzse I have ahnost been cor.nplctcci.

it will be closed irnrnediately after the finalization of three policy documents. He shaled tliat il'thc
deadline, origrnally by 10 July.can be newly set within seven to ten days. it rvould bc possiblc to

finalize the outputs and close Phase I by the end of August. Regarding the financial progrcss. hc

replied that. the expenditure from JICA part is almost in line with the original plan but the crpurditurc
{iorn GoB side didn't follow the plan due to some unavoidable reasons. l'his issue will be talicn into

consrderation dLrring the revision of TAPP"

1"2-2 Mr^ Abdut WadudChowdhury ol Cabinet Division opined that after getting thc lecdbacl' ll'urn

all of the rrrinistriesidivisions. they could meet together again for finalizing the key doculrerlts. lrl
rcsponsc. Mr. F{iroki Watanabe. Representative (Govemance, Public Administration). JICA. told thtrt

all ol thc outputs were disseminated to all the stakeholders, and thc project team rnade a scrics ol'
consultation rvith the concerned stakeholders and received a number of commcnts and rcsponscs. '['hc

central consultation was supposed to be the last consultation at the national level" As it coLrlcl not bc

ari'angcd. [-GD sent the docurnents to the concerned stakeholders for their comments. 'l'he dcadlinc

ior the cornmcnts had already been expired. Under the above circumstances, the dcadlinc could bc

crren{ied 1o I (one) r,veek or l0 days at most from tl.re 3'd JCC meeting date" r\f1er getting thc

l"eedbacks. the docurnents could be ijrralized. At this stage, the Project Director reqLrcsted thc

rcpresenratives ol the concerned ministries and depaftrnents joining the JCC meeting to cnsruc

sending thcir comrncnts irnmediatciy. - ./'(f\ ,/"y

lU
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{.2.3 A goocl nurnbcr of queries and comments lvere made on Outpr"rt 2 by Mr. Mci. LiclalUdilin.

I)ivision Chicf (Planning) of l-lealth Services Division, Mr. GopalKrisnoDebnath.

SLrpcrintcndtlingineer of LGED, Mr. Md. DelwarHossain, Deputy Secretary of Ministrl' ol Social

\\'r--ltarc. Mr. WalidHossain, Joint Secretary of Finance Division, Mr. Abu Md. MohiLrcldinQuadcri.

.loinr Chicl'of LGD and Mr. DipakChakraborty, Additional Sccrctary (Admin) of I.GD. Most of the

qrrcrics u'crc rclzrled to the contents of the Guidelines for Upazila lntegratcd Developmcnt Planning.

l'hc drali guidelines and trvo other policy documents have been distributed to the relevant

rninistrics/clivisions and dcpaftments for their comments" Holvever, Mr. lkeda and the Project Dircctor

rcsponclccl 1o the queries rvhich are summarized belorv:

rrll thc translerred iinc dcpartment (TLD) officers including Upazila Health & Family Planning

Olllcer ancl Upazila Wonren Affairs Officer are involved in the process of formulating Upazila Five-

Ycar Plan (FYP) and Annual Development Plan (AP). Sectorial priorities in developrnent plans are

Irrcd bascd on thcir information. identification of local devclopmentneeds and situation analysis" All
thc 'l'l,D olllcers have been imparled training on Upazila development planning by the project eithcr

at NIl.G. Dhaka or at Upazila level. The guidelines suggested maintaining linkage with national levcl

ltlans ancl scctoral plans. Besides. it suggesled to rnaintain a strong horizontal and veflical linkagc.

1)uring lbrmulation ol dcveloprr-rent plans, resource rnapping is done and all relcvant inforrnation is

collcctccl lion-r all sources including Zila Parishad to utilize the available rasources propelll'and to

avoicl ovcrlapping" Upazila Parishads are ernpowered by law to formulate, approve. implement and

nror.rilor 1he [:YP and the AP.

{.3N4r.GolarrYahia (Dircctor, NILG)wanted to know how the other Upazilas can use the docurrents

lbr plcparing plans. In response, Mr. Watanabe told that there is a parallel project nalned IJGDP

rvhich is currcntl-v- functional at357 Upazllas and going to cover all the Upazilas very soon. He added

thar all 1hc clocuments prepared by UICDP r.vould be disseminated to all the Upazilas through UGDP.

llc also rrcntioned tliat TJGDP has a website and the documents can be disseminatcd through UGDP's

rv cbs itc.

1.4 Mr. Gopal Krishna Debnath requested to prepare a website for the project to upload ali the

docLlnlclits rncluding the training rncldule so that all the Upazilas can get knowledge about lJpazila

dcrvcloprnenl plans and the relevant training module" Mr. Kiohey Yamamoto Mamun. Advisor (l,ocal
(iovernance). JICA wantcd to know that whether it is possible to disseminate/disclose the docr,rments

thror-rgh LGD r,vebsite or not. Ms. Sailalrarzana replied that it is a good idea; they would try 1o do so.

-1.5 Mr. CiolamYahia suggested providing the English version of the Trainirrg Plan along with the

Ilcngali vcrsion.

Agcnda -l: Work Plan for Phase 2

5. Alicl providing a brief on the progress in Phase 1, the Work Plan for Phase 2 was presented. Mr.

Il'ccia tolcl that. it was developed based on the experiellces and lessons learnt in Pl-rase l" Ile addcd

that" sonlc changes are proposed in the new Work Plan for Phase 2as follows:

a) Numbcr ol'pilots Upazilas

o Originally two morc Upazilas per Division were supposed to be added in Phase 2. Nolv al1 the

Upazilas under the eight (8) pilot Districts. will be selected as Extended Pilot Upazilas and the

total nr"rn.rber of the Upazilas would be 63 (except Ukhia and TeknaflJpazilas of Cox's Ilazar

I )istrict).
b) Supports to the monitoring system

. I)uring Phase 2. UICDP will supporl LGD to work on establishing monitoring systclrl on tirc

governance status ol- lJpazila Parishad. I'he collaboration with MIII Wing as well as I)ircctor.

[,ocal Governlncnl (Dt,G) and Dep*-rty I)irector. l,ocal Government (DDI-G) ivill be

'.]y
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necded.l'he crllerla of the perion-nance a-.sessmenl. -1 nriniinL-r:i i13-atrnJrtrrrn: ilnd l6
indtcators being used under UGDP. can be the basis of a monirorine 1brrnat ro be dr'r.-iopccl.

' Al tlle iocai level. UICDP rvill studl u'hether the monitoring s\stem is practical c-nousir. lor
that purpose. tilCDP will provide hands-on support to the initial eight (8 ) pilot Upaziias.

cl Collaboration with other training institutes
r UICDP will seck collaboration with other training institutes or organizations inclLrcline

l3angladesh Fublic Administration Training Centre (BPATC), Bangladesh Civil Scrvicc
Administration Academy (IICSAA) and Local Government Engineering Dcpartrncnr
(LGEDlto incorporate the concept of Upazila development planning and training contqlrs
preparcd by LJICDP into their training programs.

' The chair expressed, NILG is the perfect training institute for Upazila level trairring.
Moreover. \r,e can include BARD, RDA RPATC.

5'l Mr lkeda presented the key points of work plan for phase 2 as folrows:

5. l.l Kcv activities under Output I

I ) Suppon tlie fbrmation and operation of the Strategy Implementation Cotnmittec.
:) Support the establishment olthe Strategy Implementation Desk (SIDt" and thc operarion

of SID.
I i Suppori the rronitoring on the implementation status of, the Mict- and [-ong-'l'errn

Strareg_v.

5.1"2 Kcy activities under Output 2

'ti Provide training on development planning to al1 pilot Upazilas ar Disrrict-lcvcl
ltentativeiy planned from February to March 2021).

5) Assist DDLGs in monitoring the status of Upazila development plans.
5] Assist LCD in developing a system to monitor the governance status of each Upazita.
1i A'ssisi LGD in working wittr BPATC, BCSAA, LGED ancl other insriturcs in

incorporating the key concepts of Upazila development planning in their own training.
5. i.3 Key activities under Output 3

8i Supporr thc establishrnent of the implementation and monitoring mcchanism o1- rhc Micl-
and Long-1-erm Training Plan" A r'vorking group for the Mid- and Long-T'erm 'l'raining

Plan will lre formed"
sl Support tire monitoring on the progress of the Mid- and Long-Term'fraining plarr.

!07 Support the development of online contents of the basic orientation on [Jpazila
governance and developntent planning.

5.2 AItcr tliis. tlie 1-loor was open fbr comments on Agenda 4.

5.2.1 Mr" I(iohe3, Yatnalnoto Mamun, Advisor, Local Governance of .llCA opined that Districl
Coordinators of LIICDP wili work in DC office in Phase 2, and it will be helplul to cnsurc thc
coordirration berw*een Zila Parishad and Upazila Parishad.

5"2-2 Ar this srage, Mr. DipakChakaborti, Additional Secretary (Adrnin Wing), askcd that lrou,rhcsc
Upaziia-s would be sciected. Mr. lkeda answered that all of the Upazilaswithin the Dislricts r,i,hcrc
Fhase i pilot IJpazilas are situated will be selected for Phase 2. Ms. SailaF-arzana added that rhey, havc
aireadv a setup fbr implementing UICDP activities at the 8 pilot Upazilas of those 8 Districts.

Ascntla 5: Revision of TAPP and PDM

6. lvlr lkeda rnentioned thatfor implernentation of the proposed changes in Phase 2" the '['cchnical

Assistatice Prriiect Proposal (TAPP) of the project needs to be revisecl. Proposed rcvision rvill includc
1 ) the ertension or- project period up to Decernber 2022 (without increase of cost). 2) adjustnrcnr in

^- 
,/s vY

J
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cosl Lrrcak dcxvn. 3) inclusion of web-based trainingas an alternative to physical training,l) increase ol
tlttrllbcr of I)ilot Upazilas,and other miscellaneous revisions. The draft revision would be preparecl
bclirr'c thc beginning of Phase 2, and necessary steps for the revision of thc TAPP u,onld be initiatecl.
'l-lrc l)rojcct Desigrr Malrix (PDM), which describes project purpose. outputs, activities, and other
conrponcnts. also needs to be revised accordingly.

6.1 N4r. Abdul WadudChorvdhury mentioned that the training modality of the proposed TAPP is

rrrainll'rveb-based. IIe suggested that as it would be held in February-March ol 2021 . thc trainin.s a1

1hc District level can be done physically if the situation inrproves. He suggested ro rccxartrinc thc idca
ol- r.veb-bascd training. Ms. Sailalrarzana replied that this issue would be considerecl"

Open Discussion

7. Alicr the agcnda wise presentation and discussion, the Chairperson requested for open discussion"
At this stagc. Ms. SailaFarzana requested Mr. Koji Mitornori, Senior Representative. JICA
Illrrrrllrtlcsh to sharc his r, icws.

7.1 Mr. Ko.ii Milomorithanked all tbr organizing the meeting during this pandemic sitnation. I'le told
that UICDP is going through a very imporlant time from one phase to another. Then, he shared sorne
of'thc lacls ol'1hc recent activities of JICA. IJe shared that they had approved 335 billion Japanese yen
clllcrgcnc\1 financial support responding to the current situation, and in this week, they would sign
nrorc than 40 packages which amounts 338 billion Japanese yen. It will include a project lor City
Corporation and Paurashava development called Urban Development and City Governance Project
lotaling 28 billion Japanese yen. JICA is trying to produce good quality PPE which rvill also help
.lapanesc to come back to work physically in Bangladesh.

7 .2 Mr . M itomori expected that the key documents developed by UICDP would be approved soon. I Ie
share,d that, the imporlant part lbr the next phase is the involvement of DDLGs r.vhich will help the
sttcccsslul itrplementation of field level activities. So, he cxpected that LGD would prornote acrive
involvcrncnt of the DDLGs. Regarding monitoring system, he told that the coordination within LGD^
trorc involvement of the MIE wing, is very imporlant" Ms" SailaFarzana shared that. LGD has a

su'otlg tnonitoring and Evaluation wing headed by an Additional Secretary called DG. Irr [,GD.
rroniloring and evaluation is going to be online and DDLGs will work actively to implement IJICDP
projcct activities. She also told that after the decisions in this n-reeting they would revise the TAPP ancl

irnplcrncnt thc Work Plan of Phase 2.

ll. Chairpcrson thanked Mr. Mitomori for sharing his important information and views. Then,he
rcqttcstccl Mr. Md. ShanrsulAlarn (Upazila Parishad Chairrnan, Bakerganj), Mr. Md. Mohsin {Project
[)ircctor. TJGDP), Mr. Md. Kazi Ashraf (Additional Secretary. LGD), and Mr. Md. GolarrYahia one
alicr arrothcr to cxprcss their views and thoughts.

tJ.l Mr. Md. Shan-rsulAlarr thanked the Senior Secretary and the UICDP for giving hirn the
opportr-rnity to join the mccting and sharing the views. He expressed that Upazila Parishad cannol take
carc of all hcalth issues of its citizens due to Iack of funds. He mentioned with exarnple that his
Upazila Parshad is taking care of the health sector in view of COVID l9 situation" But UZP fund is

vcry rnuch limited" Hc drew the attention of all concemed and pointed out that Upazlla Parishad has

tnany thir.rgs to r1o which need more allocation of fund from the govemment. He requested to disburse

somc funds lrom the TLDs through the Upazila Parishad.

ti.2 Mr. Md. Mohsin thanked the Chairperson for giving him the oppofiunity to share his thoughts. lle
congratr-rlatcd TJICDP tbr preparing the three key documents and also expected that UICDP lvill also
prcparc a monitoring tool for LGD in Phase 2. He also shared that if a web-based monitorirrg tool
coLricl bc prcpared for l,GD. it could bring harmony in monitoring all of the activities by I-GD. I'le
sLrg,gcsted lhat thc three key documents develgp6d by UICDP should be approved by the I-GD ancj

r.. i : A
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shoulci oe cisseminated to all the Upazilas. He also shared that UGDP u'ill use the clocunrcnrs ol
L, iCDP to disserninate these throughout the country. He hoped that all these projects rvoulcl bc hc-ll-.tirl
ibr the Ceveloprnent of'local governments of Bangladesh.

8.3 Mr Md' I(azr.,Ashraf thanked the Chairperson and Japanese friends for giving him the oppor.runir-\
to share his thoughts- He told that this project rnay help the Upazila Parishad strengthen their capacirr
anci ittrprove thc views of local people about Upazila Parishad. He thanked everyonc to errrapgc rhc
ilcetirr.q.

8''l Mr. GolarnYahia stated that eight (8) Working Group meetings were held at NIL6 during
preparatron of fte Mid-and Long-Term Training Plan which was chaired by hirr. He expcctecl that
thts riocument wouid heip the lJpazila functionaries. He also mentioned that. irnproving the capacity
o1'NILG is an integral part of this project. At this point, the Chairperson emphasized on thc capacitl,
dcvelopment of Nll-G and requested Mr. GolamYahia for doing the needful. He added that NII-G
uoi-lid he abie to provide training to all the functionaries related to local governmcnls inclLrcling
LiNOs. x.)paztla Partshad Chairmen, Vice-Chairmen and others as it is the rnost suitable institLrtio, ibr
such kind of trainrrrg' He requested Mr. Yamamoto Mamun to look alter the capacity dcvclgprncr.rr
aspccis of NILG.

8.5Mr.Prash;rnta Kurnar Chakraborty stated that there is no ccntral focal point for planning ancl
developrnent at the Upazila level and all departments are implementing plans in their orvn ways. 

.l'his

lnav create overlapping in the development works. Thus, resources should be rnobilized through clnc
basket^ IIe also proposcd to coordinate ail these from the central level. The Chairperson thankccl Mr.
Chokroborr.y ibr hrs concem.

I)ccisions:

9. {n vieu'olthe above presentalions and discussions, the following decisions werc taken:

9.1 Wotk plarr of Phase 2 of UICDP along with the proposed changes has been approvcd.

9'2 Necessary actions will be taken to finalize and approve the three (3) policy docurnenrs (i.c.. rhc
Mrd- and I'ong-'ferm Strategy; the Guidetines for the lJpazila Integrated Developmcnt planning; ancl
the Mid- and l-ong-T'enn Training Plan) within the shortest possible time and befbre the beginrrin_g ol'
Phase- l. Atier approval of these documents, necessary circulars/orders will be issued by t.CI).

9.3 Activitres of Phase 2 will cover allthe 63 Upazilas of the initially selected 8 Districts.sLrpporr to
Ljkhia and Teknaf Upazila will be continued.

9''I .|APP 
of the proiect will be revised as proposed at the meeting. The project 6uration u,ill bc

extendcd up to December 2022.

9.5 BAItD" RDA. RPATC and other training institutions may be included for the training purpose 61'
{-r pazi la-levei ofllciais.

9'6 Sorne appropriate financial code or subcode need to be inserled in revised TApp for bcar.ins thc
expcnse of'photocopy. conveyance, honorarium for pD's personal staff.

Flaving no other issue fbr discussion, the meeting was ended with a vote of thanks liorn thc
Chairpcrson.

;s3*"o
(W. tlelaluddi n Ahrncd)

Senior Secretary

Local Govemment Division

\l
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^{.nnexure

List of Participants (Not in order of seniority):

Government Officials

Sl No. Name Designation Ministry/ Divisionl
Departm ent/Institution

I Mr. Helal UddinAhmed Senior Secretan, Local Govemment Division
2 Mr. Md. Golam Yahia Director (Training and Consultancy) National Institute of Local

Government
J Mr. Md. Mohsin Project Director (Additional Secretary) Upazila Governance and

Development Proiect
4 Mr, Dipak Chakraborti Add ional Secretary (Admin Wine) Local Govemment Division
5 Mr. Kazi Ashraf Uddin Add ional Secretary (Upazila Branch) Local Government Division
6 Mr. Md. Tazul Islam Additional Secretary (Admin) Ministry of Primary and Mass

Education
1 Mr. Prashanta Kumar

Chakrabortv
Chief (Agriculture, Water Resources and
Rural Institution)

Planning Commission

8 Ms. Saila Farzana Project Director & Joint Secretary Local Government Division &
UICDP

9 Mr. MuhammadAshrafAli
Faruk

Joint Secretary (Branch: Japan) Economic Relation Division

10 Mr. Md. Kamrul Hassan
Khan

Joint Secretary (Development) Ministry of Women and
Children Affairs

11 Mr. Mohammed Walid
Hossain

Joint Secretary @udget4) Finance Division

12 Dr. Malay Choudhurv Joint Secretary (Director - 2) Local Government Division
13 Mr. Ashraf Uddin Ahammad

Khan
Joint Secretary (Planning &
Development)

Rural Development & Co-
operative Division

l4 Mr. Md. Helal Uddin Joint Chief (Planning) Health Services Division,
Ministry of Health and Family
Welfare

15 Mr. Mohammad Jahangeer
Kobir

Director General (Joint Secretary) Implementation, Monitoring
and Evaluation Division

t6 Mr. Abu Md. Mohiuddin
Quaderi

Joint Chief Local Government Division

t1 Mr. Md. Rezaul Karim Joint Chief (Planning) Ministrv of Asriculture
18 Mr. Gopal Krisno Debnath Superintending Engineer (Planning Unit) Local Government Engineerinp

Department
l9 Mr. Mohd. NayebAli Deputy Secretary (Administration- I Ministry of Social Welfare
20 Mr. Md. SayedAli Deputy Secretary (Youth) Ministry of Youth and Sports
2l Mr. MohammadZahkil

Islam
D eputy S e cretary (U pazila-2) Local Govemment Division

22 Mr. MohammadAbdul
Wadud Chowdhurv

Deputy Secretary Field Administration
Coordination Branch

Cabinet Division

.L) Mr. Md. Abdul Matin Deputy Chief (Planning) Ministry of Fisheries and
Livestock

/+ Mr. Moharnmad Shamsul
Alam

Upazila Chairman Bakerganj, Barishal

JICA Re Officials
Sl No Name Designation Organization

I Mr. Koii Mitomori Senior Representative, JICA Bangladesh JICA
2 Mr. Hiroki Watanabe Representative (Governance, public Administration) JICA
J Kiohey Yamamoto Mamun Advisor, Local Govemance JICA
+ Ms. Saniida Haque Program Offi cer (Governance) JICA
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IIICDP Consultants/ Offi cials
Sl No. Name Designation Organization

1 Mr. Kenzo Ikeda Team Leader/ Local Govemance Expert UICDP
2 Mr. Masahiko Susinaga Deputy Team Leader Local Governance Expert-2 UICDP
J Mr. Kyo Naka Development Plan Expert UICDP

4 Mr. Yosuke Sekieuchi Trainine/ Capacity Development Expert UICDP

5 Mr. Kei Shiga Community Development Expert UICDP

6 Mr. Jun Yamada Public Relations/ Proiect Administration Expert-2 UlCDP
7 Mr. Keitaro Asaba Public Relations/ Project Administration Expert- I UICDP

8 Mr. Md. Akram Husain Senior Consultant (Local Govemance Advisor) UICDP

9 Dr. Mobasser Monem Senior Consultant (Local Governance and
Development Plan Expert)

UICDP

10 Mr. M Khairul Kabir National Consultant (CapaciW Development Expert) UICDP

11 Mr. Md. Asadtzzaman Develooment Plan Consultant UICDP

t2 Mr. Noshih BinAmzad Junior Consultant UiCDP
13 Mr. Abdullah Al Noman Junior Consultant I]ICDP
14 Ms. Nadira Sultana Proiect Secretary UICDP

15 Mr. Khaza Muha. Khalid Assistant Proiect Secretary UICDP
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Govcmmcnt of thc Peoplc's l{cpublic ol-I}angladcsh
\1 inistrl' of I-ocirl Govcrnucrrt, Itural Dcvcloplltcnt & Coopcrittivcs

L,ocal Govcrnmenl Division
Upazila lntcgratcd Capacity Dtrvclopmcnt 1'roiect (tJICDI')

'l'hc 4'h Joint Coorclination Committco (JCC) Mccting was he 1d ou '['hnrsday, 13'r' Octob cr 2022

al 9:30 AM ur thc conf'crcrlce l'oom o1'thc Local (lovcrnrnctrl Division (f-GD). Mr. Mohatntlcil
Mezbah Udclin Chou,dliury. Secretary, LGD, chairccl the tlecting. 'l'hc list ol'participants of
1he mccting is attached as Anncx- 1.

?,. At thc outsct of thc rtrecting, thc Chairpcrson wclcomed the participauts and recluestcd to

introcluce lhcrrsclvcs. Aflcr: thc self'-introduction. hc rcqttested Mr. Jasirn Udclin, Joint
Sccrctary. I-GI) ancl Project l)jrcctor, UICDP to conduct the meeting. Sharing fcu, u'orcls

about the projcct activities, thc Project l)irector briclly meutioncd the agcnda of the

rncctinq.1'hcn, hc drcw thc attcntion of all thc partrcipants to the minutcs and ciccisitttts

o1'thc 3'''1JC-'C urccting aud requcstcci to givc thcm thcir collurtents (if any) ott it. As tlicrc
\\rcrc no corumcnts, the Chairpcrson conflnnccl thc n-iinutcs o1'thc 3"lJCC ntccting. 'l'hcn,

Projcct Du'cctor invitcd Mr. Ikeda Kcnzo,'['earn I-eader, UICDP 1o tnal<c a preserttatiolt.

. lo4r. Ikeda rlade an agcnda-u,ise prescnlation as follows.

i. .,\gcnda l: Rcviclv of 3'''l JCC mecting

Mr. Il<ecla Kcnzo.'l'carn Lcacler. UICD]'slrarccl thc pt'uercss of implcmctrttttiott o1'caclt ol'

tlrc clccisions ol'thc 3"i JCC rnccting hcld on 1l August 2020. lt u,as sltorvn that all thc

clccisions 1al<cn in thq 3''l .TC(l mccting had bccn iniplcnicntecl

4. Agcncla 2: Ovcrvicw of UICDP

VIr. ihcda br icl'l.v sharcd thc ol'cral1 goal, purpose, orttputs, implemcntation proccss and basic

struclurc ol'Ui(lDP to hclp all the JCC rncrnbcrs havc a good undcrstanditrg about IJICI)l'.

5. ,,\genda 3: Idcviclv of I'r'o.icct Progrcss
//

5.1 ,'['hc l'cam I-caclcr s]rarcd thc lollowing achicvemctrts in rcspcct of tlic indtcalor-s lrgiiittst

thc pro,jcct pLrrpose .

1) Inilicator l, "30'% olthc Stratcg,ic Corr-rponcnts lislcd in tltc roirdtlap ol'thc N,lid- ancl

[.ong-tcrrn Stralcgy for lJpazila Palishad (lovcrnancc Itlprovcr.crt1 aro

irnpicrncntcd.". r,vas achicvccl. Out oi' (16 Stratcgic (--'ornpoucnis ol- thc Str:rtcgy.

3 6.4 oi, (2.i Str-atcgit: (lonrpotrctrts) lvcre: inrp I cltlcltl ccl.

2) Irrdicator 2."50ri' o1'thc cxtcndcd pilot Upazila I'ari-qltads lonnttlatc thcit' rcspcctit u

A-T,s" based on tho Guidclincs fbr tJpazila integratcd Dcvelopmcnt I'latrtring.", rvlrS

achic-r,t;cl. Out ol(r5 cxtendccl pilot tJpazilas,56.9 % (31) lJpazilas forrnulalcclthcir
Arrrrr-ral Dcvciopmcnl Plans (Alls) ibr FY 2022-23.

l) Irrdicator 3. ".,\t l,-:ast thrcc (3) govcmurcnt training institutcs clcvclop lraining
prog,ralt-ls bascd on 1hi: Guidclincs irncl Mattral tbr Upazila Intcgratcd I)evcloprrrcnt
Plarining.", was achievcd. tiIl,G, IlAl(D, IIDA and iIIAM clcvcloped thc irairtitrr:,

prog,rtu1t bascii on thc Giiiciclincs lor lJpazila Intcgratcd I)cvclopt"rtcttt I)latinins as

part oi'thc IJasiu 'I'raining for Ljpazila I)arisltacl Plauning arcl Scn'icc Dcliv,:ry.
1

L

M i nut cs o 1- thc 4tr' Jo il1 C qpnliuqtrqne-auur11e-c-Oeg) M cct i ng
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-t IICSA,\ and I-G1:D also adoptcd tl-rc trarnirlg program bascd on thc GLridelincs in
thgi r 1L',!tular trai n in g progranls.

-5.2 Mr. Ikccla rcportcd thc lollou,ing or.rtput-wisc achicvcmcnts bascd on thc outpttts

I ) lndicator I - 1 , "Mid-tcrm strategy lbr Upazila Parishad Covcrnance lurprol'cnrcnt
is approvcd by LGD" was achic'n,cd. l'hc Stratcgy was approvcd by LGD in
August 2021 and distributcd to all thc concerncd stakeholdcrs.

2) Indicator l-2, "'lhe monitoring guidclincs are draftccl and irnplcntcnted in thc

pilot lJpazila Parishads" will be achicvcd by thc cnd of 1hc pro-icc1.'['hc Ljpazila
I'criormancc lnclicator and its wcb-bascd progranl lvcrc ricvclopcd arrd thc

rnouitoring gr.ridclincs ol'thc Upazila Pcrlbnnancc Monitoring arc bcirrg dralicd.
and rvill bc irnplemcntcd in a1l Upazila Parishacls.

3) Inclicalor 2-1. "Ciuidclincs o{'tJpazila Integratccl Planning is approvccl by t,(il)"
I,vas achin.cd. I'hc Guidclincs \^,'crc approvcd by l-GD in Ar.tgust 202I and

clistributcd 1o tlrc conccrnccl stakcholdcrs.

rl) Irrdicator' 2-2, "50oh of tl-rc extenclcd pilot Upazila Parishads fonnulatc thcir'

respcctivc APs lor I.Y 2021122, with at lcast 10 scctors inclLrdcci in their
rcspcctivc situation analyscs" will bc achicvccl by the cnd olthe projcct. tJICDP
is analyzing thc contcnts olAPs lor liY 2022123.In Ii\'2021122. out ol-65 pilot
LJpazilas" '34 (52.3'%) conductcd situalion analyscs to at lcast l0 scctors.

5) Indicator'2-3, "Numbcr: o1'Upazrlas rvhich lbrmulate clcvclopmcttt plans thtor-tgh

coorciination lvith t.inion Parishacls ancl Paurashavas" wilL bc achicvccl by thc crtd

of thc projcct. UICI)P is analyzing thc contcnls o1-AI's lbr l;Y 2022i23.ln FY
2021i22. if u,as cnsurcd that 14 (21j%) ol'thc 6.5 pilot [,]pazila Parishads

lbnnulate thcir APs in coordiniition il ith Ulion Parishads ancl Paurashilv:Is.

6) Inclicator 2-4, "At lcast one r,vorl<shop/trainrng to sharc good practicers altlotlg

cxtcndcd pilot lJpazila l'arishads is conductcd pcr ycar" will bc achicvcd. (iood

practiccs u,crc sharcd in thc onlinc training I'or Upazila stakcholclcr in lfY
,, 2O2l/22. ltot'l;Y 2022123, good practiccs will also bc sharccl at thc I{cviov-

Workshop to bc hcld in Octobcr-Novembcr 2022.

1) trr-rdicator 3-1, "Micl- and [-ong-term 'l-raining Plan lor Upazila Parish;id

liunctionat'ics (2020-2030) is approved by I-(iD" was achievcd.'fhc Mid- and

I-ong-'l'cnn 'l-raining Plan was approvcd by I-GD in August 202 i .

8) Indicator 3-2. "50 facr.tlty rncrnbers flom NII-(} ancl gov(-l'nntclrl trritti:ig
inslitutcs reccivc TOf using training materials by UICDP" was achicvcd. ,53

lacLrlty mcnrbcrs o1' NIl,G, 13anglaclcsh Acaclcmy for I{ural I)cl'clopttt,-'ttl
(tlARD), and I{ural I)o,clopmcnt Acaclcmy (ltDA) rcccivccl 'l'O i' in 2021 . Irr

aclditiorr, l6 Iaculty rncrnbcrs rcccivcd 'l'O'l' in 2022. using LIICDI'} trainitrg
mertcrials.

5.3 In tcn-ns of thc financial progrcss, Mr. Ilrccla iulonncd that arouncl 319/o o1 (loil {uiid ha:;

bccn uscd to da1c, and i0096 of thc l)l']A fund rvill bc Lrtilizcd l"rv thc orcl oi thc pt'oicel

V 2
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-1, 6. ,\gencla -l: Rcvieu of the Activitics of Stratcgy lmplcmcntation Conrmittec (SIC)

'l'hc 'fcaut Leaclcr reportecl that thc Stratcgy lmpleurentation Committee (SIC) was f'ormcd

11 Scptcprbcr 20211o monilor thc implcrncntation s1a1us o['thc Stratcgy, and givc guidancc

on thc inplerlcntation to cltsurc bcttcr outpt-tts. Two (2) mcetings o{'thc SIC wcrc hclcl to

clate and 3"1 t-t-tcctit.tg will bc l-rcld in Noverrbcr 2022.

1 . Agcnda 5: Planncd Activitics of thc Projcct

1.1 Mr. Ikeda sharcci the ma.jor activilics to bc carricd out belore thc closing of thc projcct'

1) A scrics of l{cr,icw Workshops u,ill bc organizcd at the Dislrict levcl lrom Octobcr

1o Nor.cmtrer 2022. llcvisitccl planning guidclincs rvill be prcscnted at thosc

tvorkshops lor revicrn,and comr.nents olthc Upazila stakcholders.

2) 'l'hc Pro.1ec1 Wrap-LJp & Intcrnational Scminar will bc organizccl in latc Novctnbcr
.2022. inviting I-GD o{ficia1s, acadcnria, and other stakcholdcrs.

3) 'l-hc Upazila I,crlbrmancc Monitoring (UPM) ol I-IICDP and 6'h I'cr{brtnancc

Assesstrcut (PA6) of UGDP u'ill be joinlly irnplcrlenlcd'

8- Agcnda 6: Miscellaneous

l'hc'l-eanr l-caclcr in{b1ncc1 that District- atrcl LJpazila-lcvcl stakcholdcrs, rrlclLrding

Mcmbcrs ollrarliamcnt (MPs) and Dcputy Commissioncrs (DCs), scnl rcqucst lettet's lbr lhc

cxlorsion of thc plojcct ciuration.

9. AgcndaT: \\/ay !'onvard

Mr. lkccla proposecl the following initiatives to be taken by LGD to cnsurc bcttcr LJpazila

I'arishad govcnlzillcc aiter the closing o1-the proiects.

l) Ilnsrlrc the operation of SICI/SID on a regular basis. and implernc'nt its clccisiotrs as

appropriatc.

2),' llcrnild all Upazila Parishads of lbrmulatir-rg devclopmcnt plans (IYPs and/or APs)

, t'cgulut'ly.

3) Institutronalizc a lo11ou,.-up and rlonitoring tncchanistl, involving DDI-(ls lo cusurc

the formr:lation of dcvelopment plans in accorc'lancc with the Cir-ridclines

4) l..lcouragc NIL-G, UCSAA, L(illD and othcr training inslittttcs to proviclc thc

training orr Upazila dcvclopmcnt planning. Online training matcrials arc also

availablc on NII-G's wcbsitc.

5) Revisit thc [Jpazila I)cvelopment Planning Guidelines on a regular basis, ancl updatc

il nccessary.

llxanitre rhc achicvemcnts of "lJpazila Pcrformaucc Monitoriug/ 6th I)crfot't'uatlcc

Asscssrncnt" rvith support o1' UICDP and UGDI', aud explore atl improved

rnonitoring systcm. 
.,,

Ensurc thc operation olthc Working Clroup lbr thc Implcrncntal.ion olthc N{id- and

l-ong-'l-crm'l'raining Plan.
f

.J

(Q,,

6)

1)
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t7 10. Agenda 8: Opcn l)iscussiorr

10.1 fhanking Mr. Ikecla. thc Clhairpcrson opcned thc floor lbr all the participants and invrted

thcm to takc part in thc discttssion.

10.2 Mr. Shamsul A1am, Chainnan, lJpazlla l)arishad, [3akcrganj, I]arishal saicl that as thcir

Upazila was includccl in thc lirst phasc ol UICI)I', they rcccivcd neccssary traitlings. and

1ow thcy arc capablc to lbrrnulate and implcrnent AP and l"ive-Ycar Pian (FYP) lollou'ing
the Guiclelincs. In rcspollsc to ir qucry, Mr. Alam mentioned that i{'thc projcct cluratiot't is

cxtendccl, il wilt also bc helplul for them.

10.3 Mr. Ciopal l(r'ishna Dcbnath. Aciditional Chicl'lrngiuccr. LGIlD tlcntiorrcd thal as thc

trailing is r.cry ir-npoltant, 2o/o-5%, ol ADP allocation ma,v bc l<cpt lbr training o1- thc

Uptizila stakcholclers eind/or Upazila Parishad rnay be allowcci to utilize a ccrtair.t iu"nourrt

ol fiincl from thcir rcspcctivc local rcvcnttc itlconlc'

10.4 Mr. Mgftammccl Khurshcd Alam I(han, Dcputy Sccrctary, Cabinct Division suggcsted thc

continuation oIthc captrcity dcvclopment training through othcr projccls to scalc ttp to

ai1 lJpazilas. ilc also proposcd to lcview the irnpact of the project in tertns of capacity

cievcloptnent of' tJpazila Parishad through any fim or committcc. ln line r,r'itll tilc
proposal of'Mr. Ciopal l(rishna Debnath, hc also suggcstccl to fix a ccrtain alnoutrl of- lirnd

tbr conclucting trainitrg and tirc sustainability o1'thc projcct otttcotncs.

10.5 N4s. Irccn Farzana, I)cputy Sccrclary, Ii.ural Dcvcloprncnt & Co-opcralivc I)rvision

rvaltcd tg i<troq.thc cxit plan and asset transl'cr plan ol'thc project. in rcply. Ml'. Ikr:cla

shared thirt thc assels of thc project such as courputers etnd Motorbikcs wrll bc translcrrecl

1'ollorving thc gr-ticlclittcs ol'.TICA as wcll as thc govcrnmcnt.

10.6 V|. Abr-r Md, Mohiuclclrrr Qulderi. .loint Sccretary (I'lanning), l-ocal (iovcrnlrcltl

I)ivisrop. proposecl ttl sharc a modcl plan in thc wrap-up sctnitrar.

I0.7 I)r. Malay Ohor,rclhury, Adtlitional Secrctary (Adrnin Wing), l-CD sharcd that UICDP ancl

t-JGl)P w,ork togcthcr to itlprovc thc govcrnance of tlpazila Panshad whcrc L-JICDP

proviclcs tcchnical support and UGDI']providcs fund 1o the Upazila Parishads. In linc u'ith

thg gor.crnancc inrlicators dcvclopcd by UICI)P, UGDP u,ill conduct thc pcrlbrrnancc

asscsstrcnt of Upazrla Parishad and will provide lund to the Upazila Parishacl basccl on

'thc results of the assessmcnt, hc addcd. [n ftiturc, LGD woulcl be able to utilizc thosc

govcllaucc indrcalors to mcasllrc thc pcrlorntancc of lJpazila Parishad ancl disbr-rrsc thc

r\DI' accordingly.

10.,3 Ar this point, N4r. Jasim Ucldin, Joint Secretirly (Water Supply), [-GD ancl Project Dircctor'.

1IICDP said that in abscncc of UICDP it r-nay creatc a vacllLrln in the licld. In rcply, lirc

Charr saicl tl'iat 1hc interfacirig proccss (cxit plan) rvill bc discussccl in thc Wrap-tt1r

Scuiinar.

10.9 I)rarvrng thc atlenlion to thc unattcndcd aclivilics and thc ltt-tspctrt lirnd, N'ls. Niltrlirr Al<1cr'.

.loipt Sccrctary, Minisu'y o1'Irishcrics and I-ivcstock wantcclto knorv u'hcthcr thc pro.lcct

,,r,il1 bc walped-up without impler-ncnting the rcmaining activities. In responsc, Mr. .lasitlr

sharccl rhat cluring Covicl-19 pandemic situation, a1l thc training programs wcre carriccl

ou1 r.irtually.'l'hcrc.lbrc, 69'% of Goil lirncl could rrot bc r.rtilizccl, ancl tt is not possible to

isplcrlcnt rcrlaining activitics and utilizc turspcnt fi-rnd without thc cxtetlsion o1'tl-rc

projcct cluraliot't.

(4
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U 10.10 1t rcsponsc to a .ptcr,v of thc Cliarr. Mr. Salcli Ahmcd i\4Lrja{1br. Dircctor Gcncral

(Adclitional Sccrcrarl,). NII-G sharccl that having t'csollrcc lirrritalion arrcl lack of crrPrcilv.

NIt-G u,rll 1ot bc ablc ro conduct sgch kinci ol spccialized trainrng lbr lJpazrla

stal<choldcrs. In t|at casc, tlic projcct has to bc cxtcndccl to capacittttc thc NIt,(i 1br

cottclucting training iu thc rcst ol-thc LJpazilas'

10. I I At this stage, tlic Chairpcrson wantccl to know thc position of JICA u'ith rcgard to thc

extcnsion of thc projcct for another term to utilize the unspent resourccs and to con-rpletc

thc remaining activities. In rcply, Ms. Mari Miura said uuattended inclicators could bc

achicyccl by thc cnd o1'U ICDP, ancl somc activitics cart bc continucd thror-rgh LJGDI' ancl

u,ith thc supcrvision o1'thc l-oca1 Govcrltancc Aclvisor of JICIA. So. thc tccl-urical

coopcratiot-t through UICDP could bc conclr'rded as planncd'

I0.12 Ms. Mari Miura, Scnior Rcprescnlatives, JICA askccl horv LGD will scalc up thc

achicr,crnclts/ontcoLncs of this pro"jcct to all thc tJpazilas ollhc cot-ttltry, ancl r'vhat l<ind

o['challcngcs bc obscrvccl in thc Upazilas ancl u'ay lbrward to thosc cliallcngcs- Shc also

u,antccl to l<now the irnpact of thc pro-jcct activrtics in tenns ol'capacity br"rilcling. [n

rcsponsc, Dr. Malay shaiecl that thc outcomcs of UICDP can be clisscminettecl to all thc

Lrpazilas thror.rgh UCnp. 'l'he govcrnance pcrlbrrlancc of a1l thc Upazila Parishads is

cvaluated cvcry yciir by tJClDlr, hc rncntioncd. lIc also aclclecl that thc asscssmcnt syslclll

dil,clopccl by UICI)F anci [JGDI, might bc acloptcci by tlic I-GD lbr thc pcrfrrrttirtrcc-

blscd allocatiol ol'AI)P. At rhis poin1, Mr. Md. Azizur Ilahman Siddiquc. Dcputy'l'catr-t

Lclder, UGDP shared that UGDP has a plan to conduct an end-line survey at thc end of
thc pro.jccr 1vhich rvill reflcct the changes madc by UICDP and t-IGDP in the Upazila

Govcruancc.

11. Dccisions:

In thc light of thc above prescntations and discussrons, thc lollor'ving clecisions ti'ctc

unanimously taken:

l1.l plauncclactiviticsast.ncntioncclabovcwitlbecotnplctcclbythccndol'thcpro.jcct'

il.2 As tlic projcct is gorng to be tcrminatcd in Dcccmbcr 2022.lhc Wrap-up Scuiuar &
r' Intcrnational Scminar wi11bc organizcd in Novcmbcr'

i i.: UCnp will takc ovcr thc responsibilrty of scaling up thc otttcotlcs of LJICDP across

thc country as possiblc u'ithin';hc prcvicw ol LIGDP'

lrinally, having no othcr issncs to discuss. thc Chairpcrson concludcd the rnccting thanl<rng all

thc pur-ticipanr. fo, attending the rnecting and shariug their valuable cot.tlments and opirtions.

.\o'

(Mohammcd Mczbah Llddin ChowclhLir-"-)

Scc:rctary, l,clcal C ovcrtltlcnl Di vision
&

5

Chaitperson, .loiut Coordinatiotr Co tril:t i ttee ( JOC' )' t J ICI I ) P

r
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Anncx-1

List of participants
(No1 iri order of senioritY)

Governrnent Officials

sl.
No.

Namc f)e signation
Ministry/ Division

D artment/Institution/Pro ect

1

N4r. Mohamrlcd
NIczbali [Jdclin
Chor.r,cihurv

Sccrctary Local Govemment Dtvtston

2
Nir. Salch Ahrncd
Mr"r alfor

Director General
S

National Institutc of Local
Govcrnmcl.tt

-) Dr. Malay
(lhoudh

Aclditional SccrctarY
Adn-rin

Local Govcrttntcttt Division

4 Mr. Abu Md.
Mohiuddin

.Ioint SccrctarY (Planning) [,ocal Goverl-]1ront Divt sion

5 Mr. Md.lasitr
I"Jddin

Joint Secretary (Water

S

Local Ciovcnlment I)tvtston
cct Director I]IC]I)

6 Ms. Nilufar Akter Joint Secrctary Ministry ol I:ishcrics and

Livcstocli

7 Ms. I{ashccla 7,aman Jornt SccrclarY
(Coorclination & Larv)

Minrstry ol'Yor-rth & SPorls

8 Ms. Ircen Ii Dcputy SccrctarY Ii.ural l)cvcloprncnt & Co-
erative Division

9 Mr. Md l.illur
Ilahman

I)cputy SecretarY Health Services Divisron

r0 Mr. Mohammad
Shamsul Iiaquc

Dcputy SccretarY
(Upazila-2)

Local Govemment Division

r1 !lr. i\4oharnnrad
2ahiml lslam

Deputy SecretarY

Corporation - 2)

(City Local (iovelltl"ncnt I)tvtston
( Dcptrtl Prtr.ltct [)ll'cctot .

UI

l2 Mr. Moharnrtrad
I(hurshcd Alarn
Khan

Dcpt(y SccrclarY Cabirrct Dii'ision

IJ Mr. Salchirr'l'anvir
Oazi

Dircctor (DcPtttY

Secrctary)

Irnplcn, cntalion Mrlnitorirlg atld

Ilvaluatiotr Division ( IN4l'.1)).

NIini ol'P

14. Mr. Gopal Kristrna
Dcbnalh

Adclitional Chicl [-ocal (ioverntlct'tt [itrgtncerttlg
11D

l5 Mr. N4ohammad
Sltamsttl Alarn

\Jpar.ila Parishad
Chairrnan

Bakerganj, Barishal

I
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\, .llCu\Itcprcsentativcs/Officials

UICDIYLIGDP Consultants /Of ficials

l6 Ms. Mari N,hLu'a Senior Reprcsentativc JICA Bangladesh
11 Mr. i liroki

Watanabc
Reprcscntativc JICA Bangladesh

l8 Mr. Yr.rsukc
I(urihara

Advisor, Local
Govcmancc

JICA Bangladesh

19 N4s. Sanjrda Haque Scnior Program Ofliccr JICA Bangladesh
)r) N{r. Masudr-rr

I{aslicd
Clonsultanl JICA Ilangladcsh

21 Mr.'l'akshi
Sr-rgiyarna

l'canr I-caclcr. TJGDP UGDP

22. Mr. Md. Aziztr
Ilahrran Siddicluc

Dcputy'lcarn Lcadcr.
I.]GDP

UGDP

23., Mr. Ikeda Kenzo -l'carn l-cadcr/ I-ocal
(iovemance }lxpefi

UICDP

2_1 Mr. Kci SIIIGA Comtnunitv Devclopmcnt
Iirpert

UICDP

25 Ms. l\4aho I layashi Public Relatron/ Pro.ject
Administralion ltxpcrl

UI(]DP

Mr. Mcl. Al<rarr
I h-rsain

S enior Consultant (Local
(iovcrnancc Aclvisor)

UICDP

21 Mr. N4 lCrairr"rl ;

I(abir
Nationtrl Consultanl
(Clapacity I)cve,lopmcnt
Ixpcrl)

LJICDI,

28 Ms. Nadira Sultana Prc'r.jcct Sccrctary UICDP
2{) Mr. Md. Shollul

Alanr
Junior Consullant UICI)P

30 M7'. Jahcd IIossain Jur.rior Consultant UICDP
Mr. I(haza Muha.
Khalid

Assistant Projcct
Secretary

UICDP

ii

I

26.

31.
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Government of the People's Republic of Bangladesh

Ministry of Local Government, Rural Development and Cooperatives

Local Government Division

Upazila lntegrated Capacity Development Project

M emo no : 46.00.0000.086.22.009.2020'Lt6; Date: 10.12.2020

Subject Meetine minutes of 1st PIC meetins of UICDP

The meeting minutes of 1't Project lmplementation Committee (PlC) of Upazila lntegrated Capacity

Development Project (UICDP) held on 17 October 2O2O (Zoom meeting) is enclosed here for your kind

information and necessary action

10' 1a
,f

(Mohammad Zahirul lslam)

Deputy Secretary

&

Deputy Project Director

Distribution: For information and necessary action.

l. Mr. Dipak Chakraborty,Additional Secretary and National Project Director (NPD),LGD & UICDP.

2. Ms. Saila FarzanaJoint Secretary and Project Director (PD), Local Govemment Division & UICDP.

3. Mr. Md. Sayed Kutub,Director (Training) & Joint SecretaryBangladesh Rural Development Board.

4. Mr. A H M Kamruzzaman, Joint Chief, Local Government Division.
5. M,r. Md. Akram Husain, Senior Consultant, UICDP.

6. Dr. Mobasser Monem, Senior Consultant, UICDP.

7. Dr. Md. Moktar Hossain, Deputy Project Director (Deputy Secretary), UGDP.

8. Mr. MohammadZahirul Islam,Deputy Secretary and Deputy Project Director (DPD), LGD & UICDP.

9. Ms. Srabasti Roy, DDLG, Cox's Bazar.

10. Mr. A Jehad Sarker, Research Officer, National Institute of Local Government.
I l. Mr. Amirul Islam, Upazila Parishad Chairman, Gajaria, Munshiganj.

12. Nb. Hasan Saadi, UpazilaNirbahi Officer, Gajaria, Munshiganj.

13. Ms. Nasima Mukai Ali, Upazila Parishad Chairman, Bijoynagar, Brahmanbaria.

14. Mr. K M Easir Arafat,Upazrla Nirbahi Officer, Bijoynagar, Brahmanbaria.

15. Mr. Mohammad Shamsul Alam,Upazila Parishad Chairman, Bakerganj, Barishal.

16. Ms. Madhabi Ray, Upazila Nfubahi Officer, Bakerganj, Barishal.

17. Mr. Md. Saiful Islam, Upazila Nirbahi Officer, Teknaf, Cox's Bazar.

18. Mr. Md. Asadul Haque Bisshash, UpazilaParishad Chairman, Chuadanga Sadar, Chuadanga.

19. Mr. Muhammad Sadikur Rahman, UpazilaNirbahi Officer, Chuadanga Sadar, Chuadanga.

20. Mr. Hamidul Haque Chowdhury, Upazila Parishad Chairman, Ukhia, Cox'sBazar.
21. Mr. Nijam Uddin Ahmed, Upazlla Nirbahi Officer, Ukhia, Cox's Bazar.

22. Mr. Md. Ashraf Uddin, Upazila Parishad Chairman, Gaffargaon, Mymensingh.
23. Ml Md. Tajul Islam, Upazila Nirbahi Officer, Gaffargaon, Mymensingh.
24. Mr. Mahbubuzzam an, U pazila Parishad Chairman, Kaliganj, Lalmonirhat.
25. Mr. Md. Rabiul Hassan, UpazilaNirbahi Officer, Kaliganj, Lalmonirhat.
26. Ml Shamim Al Imran, Upazlla Nirbahi Officer, Baralekha, Moulvibazar.
25.Mr. Md. Shafikul Islam Shafi, Upazila Parishad Chairman, Ullapara, Sirajganj.
28. Mr. Deoan Moudud Ahmed, UpazilaNirbahi OfIicer, Ullapara, Sirajganj.
29. \/b. Hiroki Watanabe, Representative (Govemance, Public Administration), JICA.

.rft'.td
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30. Mr. Kyohei Yamamoto, Advisor, Local Governance, JICA.
31. Mr. Kenzo Ikeda, Team Leaderl Local Govemance Expert-1, UICDP.
32. Ml Mashahiko Suginaga, Deputy Team Leaderllocal Governance Expert-2, UICDP.
33. Mr. Kyo Naka, Development Plan Expert, UICDP.
34. Mr. Yosuke Sekiguchi, Training/Capacity Development Expert, UICDP.
35. Mr. Kei Shiga, Community Development Expert, UICDP.
36. Mr. Jun Yamada, Public Relations/ Project Administration Expert-2, UICDP.
37 . Nlr. Keitaro Asaba, Public Relations/Project Administration Expert- l, UICDP.
38. Mr. M Khairul Kabir, National Consultant, UICDP.
39. Ms. Nadira Sultana, Project Secretary, UICDP.
40. Mr. l{haza Muha. Khalid, Assistant Project Secretary, UICDP.
41. Mr. Md. Asaduzzaman, Development Plan Consultant, UICDP.
42. Mr. Noshih BinAmzad, Junior Consultant, UICDP.
43. Mr. Abdullah Al Noman, Junior Consultant, UICDP.

JICA Representative

t. Senior Representative, JICA Bangladesh Office, Dhaka.

Copy for:
1. Deputy Project Director, Deputy Secretary, Upazila-2, Local Government Division, Bangladesh

Secretariat, Dhaka.

2. PO to National Project Director, AdditionalSecretary, LocalGovernment Division, Bangladesh

Secretariat, Dhaka.
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Govemment of the People's Republic of Bangladesh
Ministry of Local Government, Rural Development & Cooperatives

Local Government Division
Inte Pro

Minutes of the lst Proiect Implementation Committee (PIC) Meetins

The first meeting of the Project Implementation Committee (PIC) of the Upazila Integrated Capacity

Development Project (UICDP) was held at llam on Saturday, October 17,2020 using Zoom video

conferencing system. Mr. Dipak Chakraborfy, Additional Secretary (Admin), Local Government

Division and National Project Director (NPD), UICDP chaired the meeting. The list of participants of

the meeting is attached as Annex- 1.

2. At the outset of the meeting the Chairperson welcomed the participants and requested them to

introduce themselves. He shared that he has recently been appointed as NPD and told that he has a long

experience of working in the Local Government sector of Bangladesh. After that, he requested Ms. Saila

Farzana, Project Director to proceed on as per the agenda of the meeting'

3. Ms.. Saila Farzana, Joint Secretary, Local Government Division and Project Director, IIICDP

thanked the Chairperson and welcomed him in UICDP. She highlighted a few important aspects of the

3'd Joint Coordination Committee (JCC) meeting held on August 1 1, 2020 withMr. Helal Uddin Ahmed,

Senior Secretary Local Government Division in the Chair. After that, she requested Mr. Kenzo Ikeda,

Team Leader, UICDP to make Agenda-wise presentation. Mr. Ikeda Kenzo thanked the Chairperson

and the PD for their introductory speech and made agenda-wise presentation.

4. Agenda 1: Overview of UICDP

Mr. Ikeda explained the overall goal, purpose, outputs and technical approaches of the project in a

nutshell. He also shared the major activities and achievements of the project during Phase l. After that,

he explained the work plan of the project for Phase 2 including the tasks to be completed soon. He

shared that the number of pilot Upazilas would be increased from 10 to 65 in Phase 2. He also provided

the updates regarding the progress of Annual Development Plan (AP) preparation of each pilot Upazila.

4.1. Then, Mr. Ikeda requested all of the Upazila Parishad Chairmen/ IINOs to present the progress

of Annual Development Plan of their respective Upazila one by one.

4,1.1. Md. Shamsul Alam, lJpazila Parishad Chairman, Bakerganj stated that Bakerganj has

prepared the AP and approved it in the monthly meeting of Junel2020. He shared that

implementation of projects is being delayed for transfer of revenue fund in this month as per

LGD's circular due to Covid-l9. He mentioned that they would be able to implement the AP

properly within the timeframe.

4.1.2. Md. Sadikur Rahman, rJpazila Nirbahi Officer, Chuadanga Sadar shared that they have

approved their AP and they are going to start the implementation of the project from the next

month. In reply of a question raised by the Chairperson, Mr. Mohe Uddin Himel, District

Coordinator, Chuadanga Sadar, replied on behalf of the IINO that, they have already sent the AP

to the project office. In this regard, the Chairperson instructed all the pilot Upazilas to submit

their development plans to the Upazila branch of the Local Govemment Division.

1 Sr-=

添付資料 (7)_合同調整委員会議事録等



L}

4.1.3. Mr. MahbubuzzamanAhmed,UpazilaParishad Chairman, Kaliganj sharedthattheyhave

prepared and approved AP of this year. He also shared their achievements in the last two financial

years. He assured that Kaliganj would achieve 100% AP implementation in FY 2020-21. He

added that their approved AP has already been uploaded to the Upazila website. He also added

that Kaliganj took projects to cope with Covid-19. Besides, Kaliganj took initiatives regarding

online classes with their own resources. The Chairperson thanked the Upazila Parishad Chairman,

Kaliganj for taking the initiatives. Ms. Saila Farzana also thanked him for taking initiatives to

address Covid-19. She wanted to know whether there is a priority list in taking the projects for

this fiscal year or not. She also wanted to know about the necessity ofchanging projects due to

the recent heavy rain fall and flood at Kaliganj in this year. She drew attention to a few provisions

of the L)pazila Development Fund Utilization Guidelines in this regard. The Upazila Parishad

Chairman, Kaliganj, replied that Kaliganj have already prepared a priority list for selecting the

projects. Kaliganj gave priority on Education, Health and Communication this year. Md. Rabiul

Hasan, IJpazila Nirbahi Officer, Kaliganj, stated that Kaliganj has taken "Drainage Facility

Development Project" due to heavy rain and flood of Kaliganj in this year.

4.1.4. Mr. Amirul Islam, IJpazila Parishad Chairman, Gajaria shared that they have prepared

the AP and approved it in the early part of this month. He shared that they had to take some

projects due to Covid-19, flood and heavy rainfall which were not in line with the FYP prepared

in the last year. Mr. Hasan Saadi, UpazilaNirbahi Officer, Gajaria, shared that they have finalized

AP and approved it on 8th October. He shared that Gajaria have taken projects to address Covid-

19, recent flood and river erosion as Gajaria is a flood prone area. He also committed thatGajaria

would be able to send all the documents to the project office within the next week.

4.1.5. Mr. Shamim Al Imran, Upazila Nirbahi Officer, Baralekha shared that their AP was

finalized and approved in the last meeting of Upazila Parishad which was held in the last day of
the previous week. He told that they would send all the documents to the project office very soon.

4.1.6. Mr. Saiful Islam, IJpazilaNirbahi Officer, Teknaf stated that they have already prepared

the draft plan and it would be approved in the next meeting. He also stated that NGOs' activities

have also been incorporated in theAP. In response of the question made by Ms. Saila Farzana,

Mr. Saiful Islam informed that they are aware about Rainwater Harvesting Project, but the

implementation work is delayed due to Covid-19.

4.1.7. Mr.YasirArafat,IJpazilaNirbahi Officer, Bijoynagar, sharedthatBijoynagarhas already

prepared the project proposal and would select the projects in the next PSC meeting. After that,

they would frnalize the AP and send that to the Project Office. The Chairperson suggested UNO

Bijolmagar to go with the timeline as it is important. Ms. Nasima Mukai Ali, Upazila Parishad

Chairman, Bijoynagar, shared that Bijoynagar completed collecting the projects. She stated that

Bijoynagar going to take many projects to address Covid-19. The Chairperson thanked them for

their activities and encouraged them to complete the remained task within a short time.

4.1.8. Mr. Ashraf Uddin, Upazila Parishad Chairman, Gaffargaon, Mymensingh shared that

they have completed drafting the AP. He also shared their achievements in previous two financial

years. Mr. Tajul Islam,Upazila Nirbahi Officer, Gaffargaon, Mymensingh hoped that project

implementation rate would be increased in this FY compared to the previous one.

2
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4.1.9. Mr. Hamidul Haque Chowdhury UpazilaParishad Chairman, Ukhiya, thanked everyone

and stated that they have completed resource mapping and the draft AP would be prepared within

this month. He also added that, Ukhiya lJpazila is very much busy due to Rohingya influx. As a

result, they couldn't maintain the timetable of the AP formulation. Mr. Nijam Uddin, newly joined

tJpazila Nirbahi Officer of Ukhiya stated that he had exchanged views with the Chairman and

District Coordinator about the project, He hoped that the AP of Ukhiya would be finalized and

approved within the next month. The Chairperson thanked LINO, Ukhiya for joining the meeting

and suggested him to consult the previous LINO, if needed.

4.1.10. Mr. Md. Shafikul Islam Shafi, UpazilaParishad Chairman, Ullapara told that theirAP for

202012021has already been approved. He added that they need to change some projects due to

heavy rainfall in this year. He also mentioned that they have incorporated a project named 'Hand

Washing Basin with Submersible Pump'to prevent Covid-i9 and they have taken special projects

on income generating activities in this FY.

4.2. Mr. Ikeda thanked everyone for sharing their AP status. He expressed his gratitude for their works

in this pandemic situation. At this time, the Chairperson suggested to hold the PIC meetings more

frequently as per the provision of TAPP in the second phase of this project, After that, he asked all the

participants to express their comments or share their views on all the discussed issues.

4.2,1. Mr. Hiroki Watanabe, Representative,IJpazila Governance, JICA Bangladesh thanked all

the participants for joining the meeting. He shared the activities of Upazila Governance

Development Project (UGDP) which is also a governance project supported by IICA. He

mentioned that UGDP was started with 100 Upazilas and now it covers 357 Upazilas all over

Bangladesh. He shared that allthe proposed Upazilas of UICDP in Phase 2 areto be covered by

UGDP. He added, JICAhas given emphasis on projects focusing Covid-19 response mainly on

the health and education sector, JICA has already prepared standard set ofPPE in collaboration

with the PMU and LGD which the Upazila can be referred to. He also shared that JICAhas taken

program at Ukhiya tJpazilato provide standard hand washing facility through consultation with

Ministry of Primary Education and DPHE. PMU of UGDP has sent that design to all Upazilas.

He asked alltJpazila Parishad Chairmen andUpazilaNirbahi Officers to help in this regard. The

Chairperson thanked Mr. Watanabe for sharing his valuable information and thoughts.

4.2.2. Mr. Amirul Islam, IJpazila Parishad Chairman, Gajaria, Munshiganj told that there is a

rule that funds can be reallocated according to the demand. He wanted to know whether it is
possible to provide mobile phone to the students fortheir online classes from the UpazilaParishad

fund as a large number of people of Gajaria is poor and thus most of the students have not the

access to online classes, The Chairperson suggested that it could be managed by taking education

projects under LGSP.

4.2.3. Ms. Saila Farzana shared that UICDP didn't allocate any fund to the pilot Upazilas. The

main objective of the project is to assist in preparing integrated development plans taking into

account the resources from different sources like Revenue, ADP, LGSP and other funds, etc. She

opined that fund can be reallocated according to the demand. But, she suggested Gajaria to rethink

the issue of giving mobile phone as the academic year is about to end and she hoped that Ministry

of Education would provide necessary instructions about this issue very soon, She added that

smartphones can be harmful in some cases. She suggested to reconsider this issue before taking

the final decision. The Chairperson too, requested to rethink the idea.

J qft---..-
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4.2.4. Mr. Kyohei Yamamoto, Advisor, Local Governance, IICA Bangladesh requested all the

rJpazilaparishad Chairmen andrJpazilaNirbahi Offrcers to update the web-portal of the Upazila

Parishad. He thanked all the pilot Upazilas to formulate the FYP and AP properly' He thanked

Gajaria tJpazilaparishad by showing its web-portal with shared screen to maintain an updated

web-portal which can be replicated elsewhere as a good practice. He requested that all the Upazila

Parishad should update their web-portal regularly. The Chairperson thanked Mr' Yamamoto for

his discussion and requested all the Upazila Parishad Chairmen andlJpazilaNirbahi Officers to

follow up this issue and update the web-portal on a regular basis.

In this matter, Mr. Hiroki Watanabe added that there is a post of an Assistant Programmer in every

rJpazilaparishad for providing assistance in this regard. Sometimes it is heard that there are no

Assistant Programmer in many Upazilas. He said that if there is any problem in updating Upazila

web-portal, they may consider providing necessary support to those lJpazilas' At this stage' the

Chairperson asked the pilot Upazilas whether they have an Assistant Programmer or not. Out of

ten pilot Upazilas, three pilot Upazilas (Baralekha, Bijaynagar and Ukhia) do not have Assistant

prolrammers. Then, the Chairperson assured that he would look into the matter. He requested

others to update the web-portal and upload all documents in their website on a regular basis' Ms'

saila Farzana told that, in the second phase of the project, the project offrce would send a letter

to all the 65 Upazilas explaining the importance of updating the web portal regularly. Besides, a

letter would be sent to the concerned Deputy Commissioner and DDLG.

4.2.5, At this point, Md. Shamsul Alam, IJpazilaParishad Chairman, Bakerganj asked whether

they could ur. i"r"nu. fund to purchase specific type of s^eeds for their 4500 farmers or not' In

."ply, tt. chairperson requested Md. Shamsul Alam to follow the Revenue Fund utilization

Cuiielines. Ms. Saila Far)ana suggested Mr. Shamsul Alam to send a letter to the Ministry of

Agriculture mentioning their demiid for the specific type of seeds with a request for incentives

from the government.

4.2.6, After that, Mr. Akram Husain, Senior Consultant of UICDP discussed several issues' He

clarified that, according to the guidelines and the training provided by UICDP, during any disaster

or pandemic, revisionsln FYPIs required first to take any new project. Based on situation analysis,

required new programs should be incorporated in the FYP first and then new types of projects

should be included in AP in line with the revised FYP. Both of the revised document should be

approved inTJpazila parishad meeting. He requested all concerned to follow the guidelines

meticulously. Mr. Akram Husain also explained thut, percentage for some sectors (such as

Education, igriculture etc.) are mentionedln the ADP guidelines. But there are scopes to utilize

total fund in a limited number of sectors instead of all those sectors, if necessary. Every year

situation analysis should be conducted properly and then if the situation demands, total fund may

be allocated among only a few priority sectors'

He informed the NpD that out of tO pitot Upazilas of UICDR 8 Upazilas prepared their FYP and

according to the Guidelines, AP should always be in accordance with the FYP. The Chairperson

requested all the Chairmen andlJpazilaNirbahi Offrcers to revise their FYPs through situation

analysis, if they take new projects for pandemic or any other special reasons'

4.2.7. Mr. Akram Husain informed that, in the last two years the District Coordinators of pilot

Upazilas sent their FYPs/APs to the project office. Then, the project office sent those at a time to

the NpD, pD and DpD/tJpazila section of LGD. This practice may be continued to facilitate easy

preservation of the documents at the respective ends. The Chairperson agreed with this opinion

and instructed to follow the previous practice.

4
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4.2.8. Then, the Chairperson requested all others to share their feedbacks, comments or

suggestion. Mr. M Khairul Kabir, National Consultant of UICDP told that the consultant team has

a long experience of working and they are trying to give their full effort in the project activities.

He thanked Mr. Ikeda for his nice presentation. He expected that through cooperation among

UICDP consultants, NPD, PD and DPD, all the project activities complete successfully. He

opined that due to outbreak of Covid-19, UICDP consultants are unable to go to the field to
provide training. He emphasized on online based activities properly.

4.2.9. Mr. Mobasser Monem expected that the project activities would be conducted smoothly

under the supervision of NPD, PD and DPD. He endorsed the view of Mr. Akram regarding sector

wise allocation of ADP which can be allocated based on the result of situation analysis as

mentioned in the Upazila Development Planning Guidelines.

4.2.10. Then, the Chairman of UkhiyaUpazilaParishad informedthatthe communication system

in Ukhiya has been affected badly because of Rohingya influx and the consfiuction work is not

going well because of heavy rainfall and Covid-19. He sought cooperation from the authority to

take initiative. He shared that Ukhiya has given emphasis on education in AP because children

are lagging behind due to Covid- 1 9. He also shared that there are 200 NGOs and INGOs who are

working there for Rohingya crisis and a lot of private structures are being constructed in Ukhiya.

There is a provision of forming a committee for building plan approval consisting of 1l members

where 4 members are there from different Dhaka based institutions. But no representatives of
those institutions have ever attended the meetings yet. He added his concern regarding private

constructions, whether these are following construction rules properly or not. If not, it could be

risky for the residents.

The Chairperson thanked the Chairman of UkhiyaUpazila Parishad and requested him to send

the documents related to the committee for building plan approval so that he could take up the

maffer with the relevant ministries and departments. He also mentioned that UICDP is working

specially in Ukhia and Tekanf in Cox's Bazar District unlike other pilot districts, He also

mentioned that I-IICDP, UGDP and EALG- all three projects are working in Cox's Bazar.

Ms. Saila Farzana suggested the Chairman of Ukhiya to raise the issue of Building Construction

Approval in DDC meeting. If it is done, it would be incorporated as an agenda in the resolution

of the meeting and would be sent to the concerned ministry or department for next course of
action.

4.2.11. Then, the lJpazila Chairman of Gajaria shared that Munshiganj is surrounded by a lot of
rivers and a lot of industries are built there. But they do not follow the Construction Rules,

Wetland Conservation Act, Environment Conservation Rules and other relevant rules. Ms. Saila

Farzana told that Urban Development Directorate (UDD) under the Ministry of Housing and

Public Works is responsible for Zoning Plans which are similar to the Masterplans. UDD already

prepared a Zoning Plan for Gajaria Upazila. She requested the IINO of Gajaria Upazila to collect

the plan and act accordingly. As it is an approved document, it is mandatory for all concerned to

follow during relevant activities. She suggested the LrNO, Gajaria to arrange meeting with the

Chairman and the Industrialists who are developing structures disobeying such laws. If they

disregard the Plan, then he (LINO) should inform UDD and other concerned authorities about this

and request them to take necessary steps. The Chairman of Gajaria thanked Ms. Saila Farzanafor
her suggestion.
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4.2.12. At this stage, Ms. Srabosty Roy, DDLG, Cox's Bazar thanked all for inviting her in the

PIC meeting. She informed that UICDP, UGDP and EALG- all three projects are working in

Teknaf and Ukhiya. She shared that there is another project named Local Governance for

Children(LGC) aided by IINICEF under the supervision of the Cabinet Division. Sometimes, she

has to invite and alrange training separately for each of the projects. Sometimes, some peoples'

representatives cannot come to district level for receiving training. She requested to provide all

of the trainin g atl)pazila level so that all of the trainees can receive training. She also opined that

it can be positive during this pandemic if she goes to Upazila to provide training instead of
training at district level.

She shared that she has found some similarities among the tasks of UICDP and EALG specially

in Capacity Building. She suggested that it would be better to avoid duplication specially in the

trainings of UICDP and EALG. She also requested the NDP, PD and UICDP members to arrange

a training workshop in Cox's Bazar District if possible. Then, the NPD told that he would ry to
ensure coordination among the tasks of UICDP (aided by JICA) and EALG (aided by IINDP).

Ms. Saila Farzanatold that UICDP is working on preparing three policy documents and they had

to arrange lot of training programs and workshops while they prepared the policy documents. She

mentioned that Ukhiya Upazila is lagging behind comparing to other pilot Upazilas regarding AP

formulation. The IINO of Ukhiya and Teknaf had many activities relating to Rohingya crisis and

it becomes very difficult for them to give enough time in project activities. She added that she

(DDLG, Cox's Bazar) has the authority to go to the Upazilas to provide training and she doesn't

need to take permission for this. She told that DDLG can propose any change in the training

programs. She told, there are similarities among the activities of UICDP, UGDP and EALG. But

it is not bad to get the training on the same thing several times but if the DDLG has any suggestion

to make any change, or add or omit anything from a training activity, she can inform the concerned

authority. The Chairperson also suggested the DDLG, Cox's Bazar to go to Upazila level to

provide training.

4"2.1$*_Then, the Chairperson requested Mr. Kamruzarflar\ Joint Secretary Planning Wing of
LGD to share his opinion. Mr. Kamruzaman told that the steps taken through the project (UICDP)

seemed to him very good and sustainable regarding capacity development. He told that 50Yo to

60% of the pilot Upazilas have formulated theirAPs in this year. The number of Pilot Upazilas

would be increased to 65 in Phase 2 which he thinks would be challenging to accomplish the

tasks. He told that it would be better if the representatives from ERD, Planning Commission and

IMED were present in the meeting. In response to the Chairperson's question, Ms. Saila Farzana

replied that all the members were invited. The Chairperson suggested to arrange such meeting on

the working days to ensure participants from all departments in the meeting. He also advised to

contact them and ensure their participation in the next meeting. He also suggested to arrange the

meeting after the lunch hour.

E:-
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5. Agenda 2: Review of the resolution of 3rd JCC meeting

5.1. Then Mr. Ikeda went to the next agenda taking permission from the NPD. The second agenda was
review of the resolution of the 3rd JCC meeting, He shared the resolution among the participants. He

told that there are five major decisions taken in the 3rd JCC meeting are as follow:

Review of the progress of the decisions of 3'd JCC

5.2. The Chairperson told that progress of the decisions of 3rd JCC meeting seemed very good and he

sought for comments or suggestions from the participants if there is any. Mr. Ikeda told that they are

working on the implementation of the decision and they would again discuss the progress in the next
PIC meeting. He added that in the meantime he would have a regular discussion with the NPD, PD,
DPD and other key officials and he also expected to collect feedbacks from pilot lJpazilas on a regular
basis. As there was no comment from the participants on this agenda, the NPD requested Mr. Ikeda to
continue to the next agenda"

Agenda 3: Finalization of three (3) policy documents

6.1. Mr. Ikeda shared that they have developed three policy documents namely 1) Mid- and Long-
Term Strategy for Upazila Parishad Governance Improvement, 2) Guidelines for lJpazila Integrated
Development Planning, and 3) Mid- and Long-Term Training Plan for tJpazila Parishad Functionaries
(2020-2030). Mr. Ikeda thanked all of the local stakeholders for their comments and suggestions.

6.2. He added that, at the final stage, comments and suggestions from the relevant ministries and
departments were collected instead of holding central consultation workshop due to Covid-l9. He
mentioned that they had received comments and suggestions from a total of 22 ministries and
departments and the total number of comments are 13 1. Then, he specifically mentioned that they have

received comments and suggestions from 15 transferred line department (TlD)-related directorates out

7

Decisions at 3'd JCC meeting Progress
1. Work plan of Phase 2 of UICDP along with

the proposed changes has been approved.
UICDP is currently doing the preparatory
work for Phase 2.

2. Necessary actions will be taken to finalize and
approve the three (3) policy documents (i.e.,
the Mid- and Long-Term Strategy; the
Guidelines for the Upazila Integrated
Development Planning; and the Mid- and
Long-Term Training Plan) within the shortest
possible time and before the beginning of
Phase 2. After the approval of these
documents, necessary circulars/ orders will be
issued by LGD.

The 3 policy documents are currently in the
final stage.

UICDP has received a total of 131 comments
and suggestions from 22 Ministries/
Departments.
Based on the comments and suggestions, the
hnal drafts ofthe 3 documents are prepared.

a

a

3. Activities of Phase 2 will cover all the 63
Upazilas of the initially selected 8 Districts.
Support to Ukhia and Teknaf Upazila will be
continued.

Not Applicablea

4. TAPP of the project will be revised as

proposed at the meeting. The project duration
will be extended up to December 2022.

o The TAPP revision work is ongoing.
o The draft will be proposed by the end of

October.

5. BARD, RDA, RPATC and other training
institutions may be included for the training
purpose of Upazila-level official.

The discussion with BARD, RDA, RPATC and
other training institutions will be initiated
when the basic concept of on-line training is
agreed among proiect stakeholders.

a
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of 17 TLDs and from 2 TLD-related ministries, and from 5 other ministries and institutions. He shared
that they have revised their documents according to the comments. He mentioned that from 131
comments they have revised their draft documents based on 40 comments, 27 comments had already
been reflected in the document earlier. They are agreed with another 37 comments, but the comments
are too much detailed to incorporate in a policy paper. But they would incorporate those feedbacks into
their actual project activities, for example, they would change some contents of the training according
to those feedbacks. Nine (9) departments are agreed with the drafts and they had no comments. Finally,
UICDP did not respond to 18 comments and suggestions which are beyond the scope of the policy
documents. He told that they would try their best to incorporate all other comments and suggestions in
the project activities.

6.3. Then, he told that he would like to share the revised documents with NPD, PD and DPD for their
review and they (UICDP) are ready to respond if they (NPD, DPD and PD) have any furlher comments,
suggestions or questions regarding the documents. NPD told that they would give their comments and
suggestions within a short period of time.

Agenda 4: Open discussion

7.1. The NPD opened the floor for the participants for their comment or suggestion. Mr. Syed Kutub
from BRDB expressed his pleasure to have participated in the meeting. Then, NPD requested the pD to
share her comments. In reply, she told that she had no new comment as she found that Mr. Ikeda has
covered all the necessary contents. He emphasizedonthe implementation of the decisions of the 3rd
JCC meeting and do the remaining tasks quickly.

7,2. At this stage, Ms. Saila Farzana thanked the Chairperson for presiding over the meeting. She also
thanked all the other participants for joining the meeting and participating actively.

7.3. The Chairperson once again thanked the parlicipants for their sincere cooperation for making the
meeting a successful one. He requested concerned ones to do the needful in light of the
discussions/decisions mentioned above. He commented that it was a very good beginning for PIC of
the project. He wished successful implementation of the project activities during its 2nd phase.

The meeting was ended with a vote thanks fiorn the Chairperson

Dipak \
Additional Secretary (Admin),

&.
National Project Director (NIPD), UICDP
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List of ts of PIC (not in order of
Name Designation Ministry/ Division/

Depa rtm ent/Institution
Mr. Dipak Chakraborly Additional Secretary and National

Proiect Director (NPD)
Local Government Division &
UICDP

Ms. Saila Farzata Joint Secretary and Project Director
(PD)

Local Covernment Division &
UICDP

Mr. Mohammad Zahirul Islarn Deputy Secretary and Deputy Project
Director (DPD)

Local Govemment Division &
UICDP

Mr. Md. Sayed Kutub Director (Training) & Joint Secretary Bangladesh Rural Development
Board

Ms. Srabasti Roy DDLG Cox's Bazar
Dr. Md" Moktar Hossain Deputy Project Director (Deputy

Secretary)
UGDP

Mr" A Jehad Sarker Research Officer National Institute of Local
Government

Mr. AH MKunruzzaman Joint Chief Local Govemment Division
Mr. Amuul Islam U pazila Parish ad Chairman Gaiaria, Munshigani
Mr. Hasan Saadi Upazlla Nirbahi Officer Gaiaria, Munshigani
Ms. Nasima Mukai Ali U p azila Parishad Chairman Biioynagar, Brahmanbaria
Mr. KMEasirArafat tJ p azila Nirbahi Offi cer Biioynagar, Brahmanbaria
Mr. Mohammad Shamsul Alam U pazila Parishad Chairman Bakerganj, Barishal
Ms. Madhabi Ray Upazila Nirbahi Officer Bakerganj, Barishal
Mr. Md. Saiful Islam Upazila Nirbahi Officer Teknaf, Cox's Bazar
Mr. Md. Asadul Haque Bisshash U pazila Parishad Chairman Chuadanga Sadar, Chuadanga
Mr. Muhammad Sadikur Rahman Upazila Nirbahi Officer Chuadanga Sadar, Chuadansa
Mr. Hamidul Haque Chowdhury U p azila Parishad Chaiman Ukhia, Cox's Bazar
Mr. Nijam Uddin Ahmed Upazila Nirbahi Officer Ukhia, Cox's Bazar
Mr. Md. Ashraf Uddin U pazila Parishad Chairman Gaffargaon, Mymensingh
Mr. Md. Taiullslam Upazila NirbahiOfficer G affargaon, Mymen sin gh
Mr. Mahbubuzzaman U pazila Parishad Chairman Kalieani, Lalmonirhat
Mr. Md. Rabiul Hassan Upazrla Nirbahi Officer Kalieani. Lalmonirhat
Mr. ShamimAl Imran UpazllaNirbahi Officer Baralekha, Moulvibazar
Mr. Md. Shafikul Islam Shafi U p azila Parishad Chairman Ullapara. Siraieani
Mr. Deoan MoududAhmed Upazila Nirbahi Officer Ullapara, Siraigani
Mr. Hiroki Watanabe Representative (Governance, Public

Administration)
JICA

Mr. Kyohei Yamamoto Advisor. Local Governance JICA
Mr. Kenzo Ikeda learr l,eaderi Local Govemance

Expert- I

UICDP

Mr. Mashahiko Suginaga Deputy Team Leader/Local
Govemance Expert-2

T]ICDP

Mr. Kyo Naka Development Plan Expert UICDP
Mr. Yosuke Sekiguchi Training/Capacity Development Expert UICDP
Mr. Kei Shiea Comm unity Development Expert UICDP
Mr. Jun Yamada Public Relations/ Project

Administration Expefi -2
UICDP

Mr" Keitaro Asaba PLrb I ic Re lations/Project Admin istration
Experl- I

UICDP

Mr. Md. Akram Husain Senior Consultant UICDP
Dr. Mobasser Monem Senior Consultant UICDP
Mr. M Khairul Kabir National Consultant UICDP
Ms. Nadira Sultana Prolect Secretary UICDP
Mr. Khaza Muha. Khalid Assistant Proiect Secretary UICDP
Mr. Md. Asaduzzaman Development Plan Consultant UICDP
Mr. Noshih Bin Amzad Junior Consultant TTICDP
Mr. Abdullah Al Noman Junior Consultant UICDP
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